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第1章 性別分業の何が問題なのか?
1.1 本稿の目的
本稿の目的は、性別分業を解消する要因と解消を阻害する要因を計量的に明らかにする
ことである。特に女性労働や女性の地位に関する最も重要な理論であるマルクス主義フェ
ミニズムの理論を計量的実証研究と接合する試みを通じて、男女が平等であるといえる社
会の到来の一助となることをめざすものである。
2012年10月24日、世界経済フォーラム (本部ジュネーブ)は、雇用機会・賃金、学歴、
健康 。長寿、政治参加の4分野を対象として男女平等度ランキングを発表したが、日本は
101位で前年から3位後退し、主要 8ヵ国で最下位であった。
第2波フェミニズムの影響、1975年から始まる国連の世界女性会議の開催、1979年の女
性差別撤廃条約の採択といった一連の流れを受け、日本においても1985年に男女雇用機会
均等法が成立し、1999年には男女共同参画社会基本法が施行された。男女雇用機会均等法
成立から30年近くが過ぎようとしている現在、日本の状況はあまりにも不甲斐ないと言わ
ざるを得ない。
『新しい女性の創造』において、ベティ=フリーダンが、「女性は、夫や子どもを通して、
自己を確認することはできないし、毎日の家事からも自分を見いだせない」(フリーダン
1963=2004:252)と述べて以来、日本の女性の状況はほとんど変化していないようにも見
える。現在も結婚もしくは出産で仕事をやめる女性の割合は 7害1程度と高率であり、多く
の女性はいつたん労働市場から退出してしまう。たとえ仕事を続けようとも、また再度労
働市場に参入しようとも多くの女性に与えられる仕事の中身は男性のそれより下位に位置
づけられるものである。
もちろん、ファインマンが言うように、多くの女性は母親の経験を「抑圧的」とは思つ
ておらず、物質的 。社会的不利益を自ら進んで担っている介護者などの女性に対して、彼
女たちの行動を虚偽意識の産物であるとか、個人や集団の病理だと決めつけて軽んじるこ
とがあってはならない (ファインマン2003:78)。
しかしながら、「性別分業は、それが労働市場であろうとなかろうと、家父長制の存続を
助長する家父長制の現れ」(ハー トマン 1981=1991:62)であり、家父長制は、物質的基盤
を有する一連の男性間の社会関係であり、ヒエラルキー的に組織されてはいるが、男性に
女性を支配することを可能とする男性間の相互依存と連帯をつくりだす社会関係として定
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義される。この家父長制の「物質的基盤」とは、「家庭における育児だけでなく、男性に女
性の労働力を支配することを可能にするあらゆる社会構造」(ハー トマン 1981=1991:49)
にある。
ハー トマンによるこの説明だけでも十分性別分業が問題であると考えられるが、次節以
降では性別分業がなぜ問題となるのか、何を問題とすればよいのかを詳細に見て行くこと
とする。
1.2 男女の平等とは何か?
1.2.1 何を問題とすればよいのか。
まず、性別分業自体なぜ問題であるのだろうか。この問いから始めるのには理由がある。
それは、多くの人々が性別分業は問題だとは思つていないようにみえる嫌いがあるからで
ある。理論的には性別分業は必ずしも性別間の不平等を意味するものではないとも言える
かもしれないが、今まで存在したほとんどの社会において、社会的に受け入れられた性別
分業においては、女性の携わる仕事は低い地位に位置づけられている (ハー トマン1981=
1991:50)。このことが、(アメリカでもそして日本でも)家事をしないとか、よい職を確
保するとかだけでなく、心理学的にも行使される男性権力の物質的基盤となつている (ハ
ー トマン1981=1991:50)。
山根 (2010:287‐8)によれば性別分業は決して「平等な分業」などではなく、「選択
の結果の不利益」と「交渉力の格差」をともなつた分業といえるという。「結果の不利益」
とは何かというと、その1つ目は経済的不利益である。経済資源の男女間格差は、家庭内
で資源の公平な配分が行われない場合、女性の福祉の低減につながるし、夫と離死別した
場合、貧困に陥る可能性が高まる。さらに、この経済的不利益は暴力をふるう夫との離別
を困難にするなど、女性の選択肢を狭める。結果の不利益の2つめは、ケア労働の負担で
ある。家族の生活が男性の収入に依存している限り、ケアのニーズに合わせて生活設計を
変えるのは女性となる。多くの場合、女性は性別分業の結果、ケア労働負担の増加、貧困
といった多くのリスクを負い、一定の確率でそのような不利益に直面するのである。
さらに、性別分業が平等とはいえない 2つ目の理由は、性別分業そのものが、男女間の
「交渉力の格差」を伴った実践によつて再生産されていることにある。家庭において交渉
力をもつのは、経済資源をもつ行為者である。女性がみえない交渉をとおしてケア責任を
引き受ければ、稼ぎ手である男性はケアから免責される。このことによって男性は自由な
労働者として労働市場で権限と経済資源をもつことができる。このような連鎖によつて男
女の交渉力の格差が再生産されていくのである。
以上のような、結果として生じている地位や権力の格差、経済的資源の格差などの観点
からみても、男女の性別分業は平等な分業とはとても言えるものではなく、解消すべき問
題であると考えられる。
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池田 (1993:13‐14)が述べてもいるように、暮らしが貨幣によつてしか支えられないよ
うな資本主義体制の現代社会においては、「稼ぎ」のない人間は否応なく、「稼ぎ」のある
人間に従属させられる。現実問題としてお金のあるものはないものより強いのである。池
田 (1993)の言うように、夫と妻の民主的なパー トナーシップは、相互の「愛情」や夫の
「寛容さ」に辛うじて支えられたものでしかなく、非常に不安定でいつ崩れてしまうかわ
からないようなものである。もし崩れた場合には、「稼ぎ」のないほうが、それは多くの場
合女性であるのだが、途端に貧困に陥る。市場における有償労働に参入しようとしても、
条件の悪い仕事しかないかあるいはなかなか仕事につけない。そのような状況を承知して
いる女性は、たとえ現実的には破綻している婚姻関係であつても継続しようと努力するの
である。
1.2.2 性別分業とその歴史
本稿の目的は、性別分業の問題点を明らかにし、そこに平等の観点からみて問題がある
のかどうか、あるとすればどのような状態が理想の状態でそこに向かうにはどのような方
策があるのかを明らかにすることであるので、ここで、本稿における性別分業、男女が平
等であるという状態を定義しておかなければならない。
性別分業とは近代家族における男性=賃労働、女性=家事労働と定義される場合もある
が、本稿では女性が低賃金労働や家計補助的労働に就くという労働市場における性別分業
のあり方も含むものとする。そして性別分業とは、性支配的であり、女性抑圧を含みこん
でいるというのが本稿の立場である。
男女が平等な状態というのは、労働市場において 2重労働市場の中核労働市場、周辺労
働市場の双方において男女が均衡 していること、つまりは、中核市場に女性が増えること
であり、家庭においては家事分担が同等になることであるとする。
歴史的にみると、女性が、母性 。家内性 。男性への従属を受容させられるという大きな
変化は、19世紀にはじまった (Easton 1976;ソコロフ 1987:282)。女性は、使用価値の生
産に献身すべきで、交換価値の生産に従事すべきではないという新しい役割の重要性を信
じ込まされたのである (ソコロフ 1987:281)。あたかも自然な事実であるかのように主張
されたこの役割の重要な要素は以下のようなものである。
子どもたちは一人の大人のフルタイムの注意を必要とする。女性は、子どもたちの世話
をし、夫が労働活力を再生産するために必要な家庭をつくりあげる資質を与えられている。
家内性は、単に女性を外的世界から保護するだけでなく、女性に家族を媒介とする地位と
いう一種の報酬をもたらす (ソコロフ 1987:282)。
さらに、産業資本主義における女性の家庭への追放が、逆に、子どもたちと夫双方に対
して保護的援助者、道徳的な模範として奉仕するといつた女性の中の母としての性質を高
く評価させる結果につながつた (チョドロウ1981=1978;ソコロフ 1987:282)。
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20世紀に入ると、妻が賃金のために働かないことは、労働者階級のすべてのレヴェルの
男性にとつて階級的優越のしるしとなつた (ソコロフ 1987:283)。
このような歴史的経緯を考慮にいれるならば、家庭を女性の領域として、市場を男性の
領域として考察するのではなく、家庭と市場を、相互に浸透 しあい、家父長制と資本主義
とのあいだの弁証法的関係によつて構成されているものと理解することが必要である。家
父長制と資本主義は、それぞれの生活領域で同時に作用し、相互強化を通じて互いに他を
強めると同時に、矛盾的諸関係が持続的に生じ、その支配を脅かす (ソコロフ 1987:291)。
家父長制とは、年齢の高い男性が他のすべての人々、若い男性や全女性を含む他のすべ
ての人々に対して、ほぼ全面的な権威を及ぼす体系のことである。それは女性労働の搾取
の基盤の上に組織された、男性間の相互依存と共通利益を確立する、ハイアラーキー的で
ある諸関係の体系である。このように家父長制とは一部の男性の他の人々に対する支配 。
統制・秩序の体系であり、それはさらに男性の女性への権力諸関係の体系を決定する (ソ
コロフ 1987:310)。
ソコロフによれば、女性が賃労働に参加すると、家父長制は弱められると同時に強めら
れもする。そして、女性の被雇用労働者化は、女性が労働市場における家父長制的関係に
対して闘争し、挑戦するという可能性を高めるけれども、女性が雇用されているのが家父
長制的に組織された労働市場であるということが、同時にわれわれの社会における男性支
配を強化している (ソコロフ1987:303)。
つまり、ここで述べていることは、女性が被雇用者として労働市場に参入しても、男性
と同等の地位や賃金を得られない周辺的な職が多いため、結局のところ、労働市場におい
ても家庭においても家父長制を存続させてしまうということである。予告しておくと、本
稿の分析においてはこの問題点をデータで明らかにしていく。
次に、性別分業について、そして家父長制、資本制の関連について最も中心的に包括的
に取り組んできたといえる、マルクス主義フェミニズムの理論について確認 しながら、何
が平等で何が問題なのかをみていく。性別分業の不平等の説明を中心に据えた理論にはフ
ェミニズム理論以外に見当たらず、その中でもマルクス主義フェミニズムは、経済と規範
とを独立変数として、現実を解釈・説明しようとする図式を用いており、それが実証分析
を行 う際にも有用である (瀬地山 1990)。そこで次節ではマルクス主義フェミニズムの理論
をみていくことにしよう。
1.3 前期マルクス主義フェミニズム
前期マルクス主義フェミニズムは、家庭に関するマルクス主義フェミニズムとも呼ばれ、
女性の問題が資本主義によつて構築されたとみなし、女性の家庭内の労働が資本にとつて
経済的重要性があり、資本主義社会における利潤の増大を許しているとみる立場である (ソ
コロフ 1987:143)。
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前期マルクス主義フェミニズムの立場には大きく2種類あり、ひとつ目の立場はマーガ
レット・ベンス トンが代表的である。その主張は、私有財産の廃止と労働市場への女性の
組み込みとともに、家事労働と子育ての社会化を求めていて、労働者階級の意識の発展の
ために女性は男性と同一化して団結しなければならない (ソコロフ1987:143)というもの
である。もう一つの立場は、資本主義における女性問題の解決あるいは戦略として 「家事
労働の有償化」を求めるグループであり、ダラ・コスタがこの立場の代表である。
前期マルクス主義フェミニズムは、家庭にいる女性が資本主義自体にとつて経済的に不
可欠な仕事をしていて、その仕事が価値が乏しく賃金の得られないものであるために、今
日の労働市場における女性の不利な立場を生み出したという結論を導きだしている。女性
の劣位の物質的基盤は、貨幣が価値を決定する社会において、「女性は貨幣経済の外で働く
集団である」ということに起因している (Benston 1973:121;ソコロフ 987:163)。
前期マルクス主義フェミニス トは、資本主義と女性の家事労働の物質的基礎を通じて、
女性の不利な立場を示そうとしたが、その大部分は家庭における女性の男性との関係につ
いて論じることはなかつた。彼女たちの立場からすると女性は第一に資本に支配されてい
て、男性による支配は二次的だった (ソコロフ 1987:163)。つまり、前期マルクス主義フ
ェミニス トの主張は次のようなものである。
家父長制的家族は女性の潜在的可能性を明らかに制約するが、家族の変容は問題の解決
とはならない。むしろ、解決は、家族の形態とそこでの女性の地位をまず決定する生産関
係に革命をもたらすことである。 (ソコロフ 1987:164)。
前期マルクス主義フェミニス トの仮定には、資本主義が発達するにつれて、家庭での家
父長制はくつがえされるようになるというものである。マルクスやエングルスが述べてい
るように、公的な産業における賃労働に既婚女性が従事することで労働者階級における伝
統的な性的分業が崩れるという想定は多くの前期マルクス主義フェミニス トの仕事に反映
されている (ソコロフ 1987:165)。
前期マルクス主義フェミニズムの主張をまとめると、最も大きな問題は資本による労働
者の支配であり、生産関係の変革を求めるが、男性に対する経済的依存から解放されるた
めには、女性の労働の価値を認識させ、女性に賃金 (貨幣)を与えることを望んでいるの
である (ソコロフ 1987:171)。女性たちが家庭における労働について適切な報酬を得てい
ないがゆえに資本家にとつては安価な労働源なのである (ソコロフ 1987:173)。さらに、
女性の第一の責任が家庭にあると考えられており、労働市場で働いたとしても労働者とし
てではなくむしろ「女性」として雇用され、自らが家庭で行っていた (いる)仕事を市場
において行つている (ソコロフ 1987:174)。そして、女性は男性とは違って一家を支える
稼ぎ手ではないので男性と同一の賃金を支払 う必要がなく、安定した仕事の口を与える必
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要がないという前提によつて、女性の居場所が経済の周辺にしかないという幻想を生み出
している (ソコロフ 1987:176)。
1.4 後期マルクス主義フェミニズム
前節の前期マルクス主義フェミニズムを批判し、発展させた立場として現れてきたのが
後期マルクス主義フェミニズムである。後期マルクス主義フェミニストとしては、ソコロ
フ、ハー トマン、上野千鶴子1が代表的である。この理論によれば、前期マルクス主義フェ
ミニズムの限界は、女性の従属的な地位が、基本的に資本制生産様式を反映するものだと
いうマルクス主義の仮説にのみ焦点をあてている点にあるという (ソコロフ 1987:182)。
後期マルクス主義フェミニス トの立場は、資本制生産様式に加え、家父長制の果たした役
割をも理解 しなければならないというものである。なぜならば、女性の家事労働と市場労
働の分析において、家父長制は資本主義と相互に密接に関係 しているからである (ソコロ
フ 1987:182)。例えば、資本制と家父長制の新しい妥協の形態2として上野は、パー ト労働
者である主婦を挙げている (上野 1990:214;219)。
後期マルクス主義フェミニス トは、女性の低い位置を最もよく説明するのは、資本主義
と家父長制の物質的・イデオロギー的基礎と資本主義と家父長制とが相互に強化しあう弁
証法的関係であることを示そうとした。女性の家事労働は (前期マルクス主義フェミニス
トが主張したように)資本主義にとつてのみ有用なのでなく、女性の家事労働と市場労働
の両方ともが、家父長制にとつても経済的に重要な意味をもつのである (ソコロフ 1987:
183)。先述のパー ト主婦の例では、その収入は、多くの場合女性の経済的独立のためでは
なく、家計補助的に使用される (上野 1990:215)。この家計補助型収入が、収入を求めて
労働市場に参入した主婦に対する資本制による分配の形式であり、かつ資本制が家父長制
を温存する方法である (上野 1990:215-216)。つまり、パー トタイム就労と家計補助型収
入の組み合わせは女性と資本制の双方によつて利害が一致しているように見えるが、実の
ところ利害が一致しているのは資本制と家父長制との間においてなのである (上野 1990:
1初めて日本にマルクス主義フェミニズムを紹介した人物としても知られている。その契機
となったのは1983年夏に日本女性学研究会が開催した「資本主義と家事労働」というテー
マのセミナーであった。この時の上野の講演録は『資本制と家事労働―マルクス主義フェ
ミニズムの問題構制』(上野 1985)として出版されており、その後『思想の科学』の連載を
経て、『家父長制と資本制一マルクス主義フェミニズムの地平』(上野 1990)へと結実した。
また、江原 ([1990]1997)は、1980年代のフェミニズム論争の時代、その時代をリー ドした
のは有名人フェミニストであり、その筆頭は上野千鶴子氏であると述べている。
2この主婦の労働者化を上野は資本制と家父長制の第二次の妥協と呼んでいる (上野 1990:
214)。第一次の妥協は「ヴィクトリアン・コンプロマイズ」と呼ばれるフルタイムの専業
主婦を成立させた近代型の性別役割分業である (上野 1990:214)。
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216)。
前期マルクス主義フェミニス トは、家庭は資本によつて形づくられたものとみており、
家庭における性別分業が労働市場における女性の地位の低さの原因であると考えているが、
後期マルクス主義フェミニス トは、性別分業は家庭と市場の両分野で、家父長制が資本と
協力しあったり、対立したりするなかで形づくられたもので、家庭と市場という生活の 2
側面における女性の問題を理解する上で、家父長制と資本制を家庭と市場の両分野におい
てよりよく理解することが必要不可欠なものと考えている (ソコロフ1987:184)。
つまり、後期マルクス主義フェミニズムは、前期のそれに 2つの重要な点を付け加えた
のである。1点目は、女性の家事労働を形づくつているのは資本主義ではなく、資本主義と
協力・対立関係にある家父長制であるという点である。女性が市場で常に不利な立場に置
かれるのはこの点に原因がある (ソコロフ 1987:233)。2点目は、労働市場における家父
長制と資本主義との協力・対立関係により、大部分において女性の賃労働の性格が決定さ
れたという点である。
以上をまとめると、後期マルクス主義フェミニス トの研究によつて、家庭と市場とのあ
いだの弁証法的性質だけでなく、同時に家庭と市場双方における家父長制と資本主義との
弁証法的関係を理解しなければならないということが示されたのである (ソコロフ 1987:
233‐234)。
市場において作用するものは典型的にはマルクス主義が主張するように階級関係、すな
わち資本制であると考えられており、家父長制という概念はその家庭における作用を示す
ために考えられたものである (ソコロフ 1987:267)。しかし、女性労働の弁証法的諸関係
という概念によつて、家庭における階級 (=家事 。育児労働をするかしないか)と市場に
おける家父長制 (=女性職 。男性職、性別職域分離などに典型的)について探求すること
が可能になるという (ソコロフ 1987:267)。
では、ソコロフのいう「女性労働の弁証法的関係」という概念はどのようなものであろ
うか。この概念は次の図のように表せる。 (ソコロフ1987:267)
家父長制
(3冷
V
家庭
資本主義
小
↓(3)
市場
(2)
十一―→レ主要な関係  ぐ~~)
図 1-1 女性労働の弁証法的諸関係 (ソコロフ
媒介関係
1987:267)より抜粋
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この図は、分析と現実の 3つの相互関連的なレベルを記述している。分析の 3レベルと
は、(1)家父長制と資本との関係、(2)分析的には (1)と区別できるが、同じ関係である
ところの、家庭と市場との関係、(3)マクロ世界としての家父長制/資本と、家庭と市場
という日常生活領域との間の媒介的諸関係、である。
これらの関係の中には、家父長制と資本主義との間の相互強化的な関係だけではなく、
相互矛盾的な関係も含まれている。先述したパー ト主婦が家計補助型収入を得ていること
はマクロ世界でみれば家父長制と資本制の妥協点であり、相互強化的な関係とも言えるだ
ろう。
他方で、賃金を得ている女性は、家庭で意志決定権と権利をより要求する傾向があり、
それによつて、家庭における家父長制を脅かす (ソコロフ 1987:276)。女性が中核的な労
働市場で働き、賃金を得ること、このことはマクロな視点から見れば、労働市場における
家父長制との矛盾点に位置すると考えられる。この点にこそ性別分業解消の糸口があり、
この矛盾点に位置する者にこそ焦点をあてる必要がある。竹中が言うように、性別分業体
制の矛盾点に位置する賃労働を行 う女性は、今後の性別分業解体へ向けての鍵を握つてい
ると言えるのである (竹中1989=2012:36)。
本稿はこれらの関係に着日し、特に相互矛盾的関係に位置するミクロな個人が、いかに
労働市場と家庭における性別分業を変容させうるのかを明らかにするものである。資本主
義と家父長制の矛盾点や妥協点に位置すると考えられる、ミクロな存在としての女性 (や
男性)がそれぞれどのような働き方や家事分担を行っているのかを計量的に分析すること
によって、どの程度性別分業の解消の糸口がつかめるのではないかと考える。
近代産業社会における階級支配の固有の在り方を、マルクス主義は「資本制」と名付け、
フェミニス トはブルジョア単婚家族における性支配の歴史的に固有のあらわれ方を「家父
長制」と名付ける。一方、マルクス主義フェミニズムは、社会領域の「市場」と「家族」
へのこの分割それ自体を問題視するものである。この分割から出発してその相互依存関係
を問おうとする。マルクス主義フェミニス トがとりあえず採用する立場は、階級支配と性
支配とをそれぞれ独立変数とみなして、相互の関係に固有の歴史的な形態を解明しようと
することである (上野 1990:10)。
マルクス主義フェミニズムは、階級支配一元説も、性支配一元説もとらない。とりあえ
ず資本制と家父長制という2つの社会領域の並存を認めて、その間に「弁証法的関係 dialectic
relation」(ソコロフ 1987)を考える。「弁証法」というのは、矛盾と調和の弁証法というこ
とである (上野 1990:26)。「女性労働の弁証法的関係において、家父長制的資本主義のマ
ルクス主義フェミニス ト理論家 (後期マルクス主義フェミニス ト)の理論的枠組みは、女
性労働を理解する上で、最も強力であり、包括的である」(ソコロフ1987:267-26;上野 1990:
27)ことから、本稿においても、後期マルクス主義フェミニズムの理論に示唆を得て、女
性労働の弁証法的諸関係の分析を実証的に行つていきたい。そのことによつてミクロな世
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界に落とし込んだ場合、どこに市場と家庭における性別分業の解消の糸口があるのかを明
らかにすることができるのである。
では次にマルクス主義フェミニズム理論における重要な概念である家父長制概念につい
て、ほかの主要な論者の見解を確認しておくこととする。
1.5 家父長制概念について
フェミニズムにおける家父長制3とぃぅ概念については、これまで多くの議論が重ねられ
てきた。家父長制概念の使い方については、父親の、女性やより若い男性に対する権力と
して、歴史的に特定の時期だけ、世代的に限られた時期だけの使用を容認するものもいた。
また、あるものは、より大きなジェンダー概念として、男性の支配と女性の従属という社
会システムの関連を示すものとして家父長制概念を使 うことを主張している。
ハー トマン (1981=1991:49)によれば、家父長制の物質的根拠として男性は女性の労
働力を管理する。その管理とは必要な経済的生産の資源 (例えば、生活するのに充分な賃
金を支払 う職)へのアクセスを女性に対して認めないことによつて、そして女性のセクシ
ャリティを制限することによつて維持されている。だから、家父長制の物質的基盤は、家
庭における子育てだけにおかれるだけではなく、男性が女性の労働力をコントロールでき
るすべての社会構造におかれるのである (ハー トマン1981=1991;Witz 1992:14)。特にハ
ー トマンは家族賃金が、産業化された家父長制資本主義において、労働市場と家庭の双方
において男性支配の物質的基盤を安定化させる枢要な役割があるとみなしている。
一夫一婦制の異性婚は比較的近年の制度であるが、男性にこの 2つの領域 (労働市場と
家庭)の支配を許す効果的な形態である。女性の資源へのアクセスと女性のセクシャリテ
ィを支配することによつて、男性は女性の労働力を支配できる、つまりさまざまな個人的
な性的な方法で男性に仕え、かつ育児に精を出すよう、女性を使 うことができる (ハー ト
マン1991:49)。
育児は、子どもの労働力が父親に直接的な利益をもたらすか否かにかかわらず、制度と
しての家父長制を永続させるための重大な仕事である。ちょうど階級社会が学校、職場、
消費規範などによつて再生産されなければならないように、家父長制的社会関係も再生産
されなければならない。私たちの社会では、子どもは一般的に家庭のなかで女性によって
育てられ、その女性とは社会的に男性より劣る者として定義され認識されている一方、男
性は家庭の場にめったに現れない (ハー トマン 1991:49)。
女性が賃金をもらえる労働市場に参入したとき、明らかに家父長制によって、さらには
資本主義によつて制限された地位に参入した。労働市場において男性の支配的地位は性別
によって順序づけられた職域分離によつて維持される。労働市場における女性の従属的な
地位は、家庭における彼女たちの従属的な地位を強化し、そしてそれはまた労働市場にお
3文化人類学で用いられる家父長制や明治民法下における家父長制とは一線を画するものである。
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ける従属的な地位を強制する (Hartman 1979)。
性別職域分離は、資本制社会において男性の女性に対する優越を維持するための最も主
要なメカニズムである。なぜならそれは、労働市場における安い賃金を女性に強制するか
らである。安い賃金は女性をして男性に依存させる。なぜならそれは、女性に結婚を奨励
するからである。既婚女性は彼女たちの夫のために家の中の雑事をしなければならない。
だから男性は高い賃金と家庭内の分業から利益を得るのである。そしてこの家庭内分業が
労働市場における女性の地位を弱めるように働くのである。このようにして、階層化した
家庭内の分業が労働市場にまで貫通し、その反対もまた起こるのである。このプロセスが
現在の 2つの連結しあうシステム、つまり資本主義と家父長制の継続する相互作用の結果
である (Hartman 1979:208;Wiz 1992:15‐16)。
デルフィ (198牛1996)は生産の家父長制的様式に排他的に焦点をあて、それを完全に自
立維持型とみなし、資本主義様式とはパラレルかあるいは影響を受けないとみなしている
が、ウォルビー (1986)はそれとは異なり、家父長制様式は他の生産様式と結びつくこと
によつてのみ存在できると主張する。さらに「家父長制様式が資本様式と結びついたとき、
女性たちが彼女の夫に確実に仕えるようにする主要なメカニズムが賃金労働からの排除な
のである」(Walby 1986:54)とウォルビーはいう。
ウォルビー (1986)の家父長制のモデルは、家庭内と賃金労働における家父長制関係に
重きを置いているが、他の家父長制的関係も確認している。それらは、国家における家父
長制的関係、男性の暴力における家父長制的関係、セクシャリティにおける家父長制的関
係であり、さらに文化的慣行における家父長制的関係も、モデルの構築のためにのちに加
えられた。ウォルビーは 2つの主要な家父長制の戦略として排除と分離を見出した。彼女
の研究全体としては、市場労働における家父長制的関係の重要性を強調しており、特に性
別による職域分離の重要性を強調していて、それが現代社会の家父長制関係を維持してい
ると通シヾ ている (Walby 1986;Witz 1992:18)。
ビーチ (1987=1993:H5)によれば、「家父長制理論は、女性の抑圧の特定の経験や顕現の
背後にあるものを見抜き、それらの底流をなす従属の根拠に関する何か首尾一貫した理論
を定式化しようとするものである。」そこで、ビーチ (1987=1993:120‐124)は、ラディカ
ルフェミニズムや革命的フェミニズムを批判的に検討する4。
4ラディカルフェミニス トとしてまず、ケイ ト・ミレットの『性の政治学』が取り上げられる。ミレ
ットは家父長制とは (1)男性が女性を支配すべきこと、(2)年をとつた男性は若い男性を支配すべ
きことという2つの原理に従つて組織される社会のことをさすとしている。しかしながら、男性と女
性の間には根本的な分裂があつて、この分裂が支配と従属の関係を意味するとしており、そこには家
父長制の根拠に関する理論がない批判している (ビー チ 1987=1993:H8-120)。さらにラディカルフ
ェミニズムは、特定の社会形態のどのような特徴が、男性を女性に対して権力を持つ地位に置くのか
を明確にせず、家父長制的社会関係と社会的生産関係との関係、つまり性別階級と社会階級との関係
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以上の 2つのフェミニズムの立場とは異なり、マルクス主義フェミニズムは家父長制と
生産諸様式の別の側面との関係を理解しようとする立場にある (ビー チ 1987=1993:124)。
家父長制概念についての批判的検討を通じて、この概念をより有用なものとするためには、
次のような方法が必要であるとビーチは述べている。まず 1つ目は歴史段階を特定すべき
であり、特定の生産様式内に存在する家父長制の諸形態を探索すべきであるということで
ある (ビー チ 1987=1993:137)。
2つ目は、さまざまな社会制度に存在する家父長制の各々の諸形態が究明されなければな
らないということである (ビー チ 1987=1993:138)。
そして最後の課題は、生産と再生産を単一過程の一部分としてうまく統合することがで
きるようなや り方で、またジェンダーの違いが階級構造の編成と不可分であることを明ら
かにするようなや り方で、唯物論的な分析方法を利用するとい うことである (ビー チ
1987=1993:138)。
1.6 日本の女性労働研究からの視点
70年代以降英米のマルクス主義フェミニズム理論の影響を強く受けた日本でも、女性労
働研究が盛んにおこなわれてきた。
例えば、嶋津は、1950年代から60年代の女性労働に焦点をあて次のように述べている。
以下に引用する。
「技術革新」と「合理化」の中で、婦人は、追加労働力として吸引され、超過搾取の源
泉として過当な労働強度と低賃金を強制されながら、一方では労働者に対する分裂のくさ
びとして抑圧されてきた。そして、労働者数の増加と婦人労働者数の増加は、主として農
民にたいする系統的な収奪の強化と、都市勤労者、労働者にたいする抑圧の結果でもあつ
た。戦後の独占資本の攻撃は、さきにもふれたように、男女、年齢による差別、および臨
時工、社外工の広範な採用による労働者にたいする分裂を軸として推進されたが、さらに
内職とパー トタイムが広く現象していることを重視しなければならない。
内職とパー トタイムは、(中略)婦人が育児の「義務」を家庭にしりぞいて果たしたあと
で、ふたたび搾取される制度として考えられている (嶋津 1978:26)。
も説明しないという (ビー チ 1987=1993:120)。
さらに、彼女たちの理論を発展させた革命的フェミニズムは、ジェンダーの相違を、男性と女性の
生物学的相違で説明できると主張する (ビー チ 1987=1993:120)。つまり、家父長制と女性の従属の
原因は再生産における両性間の差異にあるということであるが、これは生物学的還元主義に陥ってお
り、非家父長制社会の実現が事実上不可能となる。
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また、広田は、企業社会において女性労働者が果たす役割を低賃金労働者、不熟練労働
者として分析し (広田 1979)、袖井は、女性の地位の曖味性を指摘し、「女性の職業経歴は、
結婚 。出産・育児・夫の退職 。夫との離死別のような家族のライフスタイルを区切るでき
ごとによつて規定される」「多くの女性にとつて就業の目的は家計補助か小遣い稼ぎであり、
生活水準、生活様式、生活機会は、生計中心者である夫または父の職業や収入に規定され
る」と述べている (袖井 1987:H)。
これらの女性労働の劣位に特化した研究は、もちろん実態としての当時の女性労働を反
映したものではあるが、近年になり批判もなされてきた。この節では主な批判として木本
喜美子によるものと二宮厚美によるものを見ておこう。
日本における女性労働研究は、企業社会のもとで短期雇用に傾斜せざるをない女性の、
中核的男性労働者とは根本的に異なる役割を明らかにしようとしてきた (木本 2000:24)。
その焦点は、資本主義的蓄積過程における女性労働の理論的位置づけを探ることにあつた
(木本 2000:24)。女性は性別分業のもとで家事 。育児責任を負っているために、労働市場
には周辺層として出入りせざるを得ないが、そのために生じる固有の問題を資本主義的蓄
積と家族との関連構造から理論化するという課題に焦点が据えられた (木本 2000:24)。男
性労働研究では分析されることのない家族や家事労働との関係から「女子労働」は語られ、
考察され、理論構築されていつたのである (木本2000:24)。
欧米のフェミニス トたちの間では、1970年代から80年代にかけて、資本主義経済システ
ムの埒外に置かれた家事労働が女性の抑圧の根本原因であるという家事労働論争が収束に
向かつていた。この論争が経済学のタームに縛られすぎた議論であつたことが反省され、
批判的に総括され、それを乗り越えていく研究が切り開かれていつた (木本 2000:27)。家
事労働論争を批判的に総括した欧米の研究者たちは、どの方向に向かつて行つたかといえ
ば、ひとつは家族賃金イデオロギーヘの着日であり、もう一つは女性の雇用労働の実証的
研究への道である。さきほどみたハー トマン (1981=1991)では、労働市場における女性の
地位を家事労働論に還元することを拒否し、その説明を家族賃金に求めようとしていた。
もう一つの乗り越え手法は、労働市場それ自体を分析していく手法である。いつたん家庭
内の性別分業から労働市場を切り離し、「労働過程それ自体の中でジェンダーの解釈を分析
する必要がある」(ビー チ 1987=1993:179)のである。木本 (2000:35)はこれを受けて、
女性の労働研究が、家庭内性別分業の延長線上で、そのアナロジーとして語られすぎてい
たことを反省し、いったん意識的に労働過程を切 り離してそれ自体として分析し、その上
で「家族の分析」と「労働過程との分析」の間の分裂をいま一度埋める努力がなされなけ
ればならないとしている。
この批判を受けて本稿では、ソコロフの女性労働の弁証法的関係に依拠しつつも、まず
分析のはじめの章では女性自身の職歴に焦点をあてる。それが歴史的経過や本人の属性、
家族の要因とどのように関連しているのかという実態をまず明らかにするものである。こ
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の章 (3章)では、あくまでも労働実態が焦点となる。その後、構造 (=資本制)だけでは
なく、性別役割分業意識、言い換えればどの程度家父長制を支持 しているのか (=家父長
制)との関連によつて、その矛盾点でどのようなことが起こっているのかを時間を経過と
ともに明らかにする (4章)。 さらにはその後の本人の人生評価 (=満足度)をみることで、
矛盾点がどのように女性自身に影響を与えているのかをみていく (5章)。 そのことによっ
て構造上の矛盾点が個人というミクロの存在にどのように影響を与えているのか、その矛
盾点のはざまに落ち込んでいるのはどの層なのかが明らかにされるのである。
さらに木本 (2000:36)は、労働研究全体を通して、男女双方に同一の分析枠組みを用
いることが必要であるとする。なぜなら、これまでの女性労働研究は女性が家庭責任を負
うことを前提に行われてきたが、男性にはこれは当てはまらない。男性労働研究はそもそ
もの家庭とのつながりから分離して行われてきたのである。
本稿では、労働市場における男性の労働についての分析は行わないが、木本 (2000)の
この批判を受けて家庭における労働 (=家事分担)に対して男女ともに (ほぼ)同じ枠組
みを用いた分析を行 う (6,7章)。 いまだ多くの (ほとんどの)家事・育児を女性が行って
いるのが現実ではあるが、性別分業の解消にむけては、いかに男性を家事 。育児に参加さ
せるのかのみならず、いかに女性の家事・育児負担を減らすのかが重要だからである5。
では、次に二宮 (2006)によるジェンダー論批判、フェミニズム批判を見て行こう。二
宮 (2006)は、ジェンダー論の中心的概念として「家父長制」を挙げ、これを「男性によ
る女性の支配・抑圧の構造」と把握すると、ジェンダー論の新しさは、この意味での家父
長制が、封建的家族や近代市民社会だけではなく、資本主義のもとでの賃労働者家族にも
あてはまる、と主張した点にあつたという。マルクスやエングルスは、そもそも資本家で
ない賃労働者家族においては、支配の後ろ盾となる資本を有しないため、男性の女性に対
する支配が消滅すると指摘していたのであるが、実際にはそうならなかつた。つまり、「賃
労働者家族といえども、こと男女・夫婦関係に関するかぎり、近代のブルジョアジーや小
ブルジョアジーと同じ古典的市民家族のもとにある、とジェンダー論はとらえたのである」
(二宮2006:76)これこそが近代家父長制概念の提示したことであるという。
そして、彼が指摘している問題′点は、「家父長制概念」の存在根拠が何であり、何を物質
的基盤としているのかが明確ではないということである (二宮 2006:282)。竹中は「家父
長制とは、男性による女性の労働力に対する支配を物質的基盤として成立する支配的・搾
取的制度、権力構造をいう」(竹中1991:12)としており、上野 (1990:27)も「マルクス
主義フェミニズムがマルクス主義的である理由は、家父長制がたんに心理的な支配や抑圧
ではなく、それに物質的根拠があると考える「唯物論的分析」による。したがって性支配
が、たんにイデオロギーや心理でなく、はっきりとした物質的=社会 。経済的な支配であ
5 家庭のことをすべて妻に任せて、労働市場の仕事のみに専念できる男性 と家事・育児負担を担い
ながら労働市場で働 く女性が同じ土俵で戦 うのは公正ではないと考えられる。
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り、したがつてこの抑圧を廃棄するためには、この物質的基盤を変革する以外に解放がな
いことを明らかにする」と述べているのだが、その物質的基盤が何を指すのかが曖味であ
るということである。
上野 (19901143)は、「家父長制」は、単なる「規範」=「上部構造」ではなく、物質
的根拠を持った「下部構造」だと述べており、「(瀬地山角)氏の分析 (瀬地山 1990)自体
が、家族と産業社会の間の女子労働の配置を実証的に問題にしているのだから、「規範」に
は「物質的根拠」がともなつている (上野 1990:143)。」と述べていることから類推すると、
物質的基盤とは、家族と産業社会の間の女性労働の配置を指しているのではないか、そこ
に男性が有利な配置があり、それをもつて家父長制の物質的根拠としているのではないか
と考えられる。
具体的にいえば、労働市場における男性の有利さ、つまり階層が高く、待遇が良く、給
料の高い職業を男性が占めていることであるとか、中核的労働市場を男性が占め、女性の
多くが周辺的な職業についていることであるとか、家庭における家事分担のほとんどを女
性が負担していることが家父長制の物質的根拠であり、また、それ自体が性別分業の帰結
であると言えるのである。
1.7 平等を考えるための焦点変数
前節まで、マルクス主義フェミニズム理論をおもにレビューし、性別分業の何が問題な
のか、どのような理論的立場や課題があるのか、さらには簡単に本稿での分析方針をみて
きた。次にこの節で何を基準として平等を考えるのか、どのような状態を目指すのかとい
う点について議論していく。
何を基準にした平等なのかについて、マルクスが『 ゴータ綱領批判』において述べた平
等論は次のようにまとめられる。(マルクス 1875=2000;二宮2006:109-H4)。まず第一に、
人として有する人権は、生まれながらに万人に共通のものである。そして第二に、平等と
いう人権は、平等を問う基準・尺度が明確になつている場合にだけ意味をもつ。この前提
として人間はそれぞれ千差万別、百人百様、すべて異なり、個性的で異質な存在であると
いう人間観がある。このように多様な人間相互を平等にみるためには、共通の尺度を用い
なければならない。センはこの尺度のことを焦点変数と呼んだ (セン[199912009)。この共
通尺度=焦点変数は多様であり、 1つの焦点変数を選択した場合、他の尺度は捨象せざる
を得ないという。
つまり、男女平等を検討する際に、何を尺度にして男女平等を達成するのか、その基準
を明確にしなければならないということである。たとえば同一労働同一賃金という平等原
則を適用するということは、「何の平等か」という規準が賃金であるということを意味する。
しかし、同一労働同一賃金原則だけでは、男女それぞれの能力差に基づく不平等、家族そ
の他の生活条件の違いに基づく不平等は残されたままである。しかし、マルクスはこれを
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やむを得ないこととしている。
そこで、本稿もその立場を継承し、男女の労働市場と家庭における平等という観点から
いくつかの従属変数に的を絞つた分析を行っていくものとする。予告しておくと、労働市
場における変数は、二重労働市場において男性が中核的な正規雇用において多数を占め、
女性がパー ト、無職である場合が多いことから、従業上の地位を従属変数として用いる6。
男女の平等という観点からすれば、男女が各従業上の地位や無職において同じ割合を占め
ていることが男女の本来の平等であるとみなすこともできるが、いわゆる現役世代の中で
男性無職、男性パー トの割合は非常に低い。そこで本稿では女性の中で誰がどのように働
いているのかという観点からの分析を行 う。つまり、女性が労働市場においてより多く正
規雇用で働いていることを、男女平等に向かつているとみなすこととする。他方、家庭に
おける変数は、夫婦の週当たりの家事の頻度と夫婦の家事分担割合を用いることとする。
こちらは、夫婦の家事回数が一致すれば、つまり家事分担割合が 5割ずつとなれば、平等
であるとみなせるものとする7。 これはフレイザー (1997)力ヽ う｀ところの「総ケア提供者
モデル」を指しているといえる。
1.8 機会の平等と結果の平等
日本においては、法制度上表面的には男女の機会の平等が整備されているように見える。
しかし、1985年の男女雇用機会均等法成立以後30年近くの時を経てもなお、日本において
実態としての男女平等社会が実現したとはとても言えるものではないだろう。
実質的な機会の平等が実現しているといえるのかも、はなはだ心もとない状況である。
例えば、大卒新卒採用を例にとつてみてみると、一部上場企業の総合職には大卒の男性が
採用され、地域限定の総合職や一般職に大卒女性 (その中でも国立大学と有名私立女子大
学卒者による職域分離があるのだが)といった採用は現在でも行われている。もちろんこ
こには女性は離職率が高いという統計的差別仮説も適用されるだろう。学校という場で優
秀だとされてきた女子学生たちが社会に出る段になっていかに自分が評価されていないか、
求められていないかに気づき、そこで初めて男性社会の壁にぶつかるのである8。
竹中 (1989=2012:182)では、性別分業システムが基本的に変わらない限り、「機会の平
6もちろん、職業ごとの不均衡も大きな問題点ではあるが、本稿では扱わない。
7マルクスとセンに話をもどせば、彼らの平等論の焦点変数は「自由」であり、「潜在能力」であっ
た。
8さらに悪いことには、そこで、女子学生は自分に能力がないから採用されないのだと反省してしま
うということもあるだろう。能力による選抜について、能力評価、能力のジェンダー差については実
証的な研究が必要であると考える。日本では学校での科目ごとの能力差については男女差がないとい
つたデータもあるが (OECD 2012)、社会、職場で求められる能力とその男女差についてはさらなる
検討が必要であろう。
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等」がたとえ開かれたとしても、性別職域分離の基本構造を大きく変えることができない
だろうと述べている。そして、ここから引き出される性差別の是正策は、性の垣根をとり
はらって、男性なみに働く人をリクルー トする点にねらいがあり、性別分業体制を揺るが
すことなく能力を開発するための処方箋にすぎず、性差別の克服策は企業効率の拡大化原
則にみごとに統一されているという (竹中 1989=2012:182)。したがって「機会の平等」は
表面上は民主的ルールとしての普遍性をもちながら、性別分業体制の再編への危険性をは
らんでいる。「機会の平等」原理は、あくまでチャンスの平等であって、機会の基準そのも
のを規定するものではないからである (竹中1989=2012:183)。基準をいかに設定するかに
よつて、結果における性差別を助長する手段になる可能性をもつているのである (竹中
2012:183)。つまり、現在の「結果の平等」力｀実現されていない状況は、採用や昇進にお
ける評価基準が男性がより得意な分野を評価するという仕組みによる可能性があり、就職
するまでにそのような能力差が男女で生じてしまっていることによる可能性や、就職して
からの教育機会・教育内容の男女差による可能性もある。
労働の場における差別のメカニズムについてケンリクは、2つの区別をすることの重要性
を指摘している (Kcnrick 1981:170;竹中 989=2012:183-184)。1つ日は労働の場におけ
る女性に対する直接的差別であり、2つ目は間接的差別ともいうべきもので、「日々大きな
労働投入を必要とする保育や家庭責任とは、どうしても両立しえないような男性の労働基
準を通して行われる差別形態」である。先述の大卒新卒採用における男性総合職、女性一
般職の差異は批判をまぬかれるために巧妙に行われる間接的な差別にあたるとも言えるか
もしれない。ケンリク (1981)は、1つ目の差別を是正するには、職場での男女労働者の団
結が必要であり、2つ目は男女がともに家庭と仕事とをもつと平等にわかちあえるような労
働基準に変えるために、労働組合がイニシアティブをとることが必要であるとしている
(Kcnrick 1981:189;竹中 989=2012:184)。このことがまさに平成 19年12月18日に策定
された「仕事と生活の調和 (ワー ク・ライフ・バランス憲章)」 と「仕事と生活の調査のた
めの行動指針」が目指すところに他ならない。
竹中 (1989=2012:186)が述べているとおり、「女性の差別をつくりだしている社会シス
テム、つまり性別分業のシステムそのものを変えていかないかぎり、「機会の平等」が「結
果の平等」に結びつかない」のである。
1.9 本章のまとめ
本章ではまず、性別分業の何が問題であるのかを明らかにした。性別分業とは経済的資
源の配分の不均衡を背景とした「結果の不利益」を伴い、さらには「交渉力の格差」を伴
ってその格差の再生産を助長するのであり、性別分業に平等な分業などないということを
確認した。
そして、集団としての男性 (労働者階級の男性も含む)と集団としての資本家 (男性資
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本家)の双方が、女性の家事労働から、イデオロギー的にだけでなく、物質的経済的にも
恩恵を受けていること、家父長制と資本主義は、相互に作用して、女性の家事労働を生み
出しただけでなく、同様に女性に不利な市場労働も生み出したということを理論的に整理
した。
さらには、性別分業解消の糸口は資本制と家父長制の矛盾点にあるということ、女性の
差別をつくりだしている社会システム、つまり性別分業のシステムそのものを変えていか
ないかぎり、「機会の平等」にも「結果の平等」にも到達ということを明らかにした。
女性の雇用上の問題を、社会化の過程と社会的に構造化された女性の家庭責任とに原因
があるとみる立場と、労働市場自体の構造にあるとする立場との間の議論は続いている (ソ
コロフ 1987:8)。
女性は、高卒後の教育課程のすべての段階で、男性に比べて学校に残ることが少なく (ソ
コロフ 1987:34)、そして女性は一般の男性より賃金が低い。女性の賃金がより低いことの
原因は、彼女たち自身の個人的行動、たとえば、子どもの産むにあたつての「選択」、夫の
威信を保つためか、もしくは子どもの出産 。養育のために労働市場を離れようとする「決
意」、労働力人口への「コミットメント」の一般的欠如、パー トタイムで働くか、もしくは
「子どものため」に通勤の便を優先させるかといつた「選択」、より高い地位から身を引い
てしまうようなある種の女性特有のパーソナリティ、女性のより高い転職率と長期欠勤率
等々に由来すると言われている (ソコロフ 1987:39)。
しかし、ソコロフ (1987)は、これらの原因は間違つているか、あるいは、われわれの
社会の性の不平等を存続させたり、強化したりするメカニズムを事後的に記述したもので、
不平等自体を引き起こしたものではないと解釈している (ソコロフ 1987:39¨40)。
ソコロフは、これらの原因の背後に家父長制と資本主義という社会関係があり、それが
女性の家庭と市場の双方における従属関係を再強化しているが、と同時にその 2つが従属
関係の変化のための源であるとしている。つまり、労働市場での女性の活動を理解 しよう
とするなら、単に家庭と市場との間の動的関係を考察するだけでなく、家庭と市場という2
つの領域で営まれる日常生活における家父長制と資本主義双方の影響をも考慮に入れなけ
ればならない (ソコロフ 1987:180)のである。資本主義体制内における家族と労働市場、
の関係、つまり家事分担と男女の職業的地位との関係をみることなしに、労働市場自体の
機能の仕方や女性の職業上の地位を理解することは不可能である。それゆえ、本稿が目指
す性別分業のメカニズムの解明と解消を目指すには、それら全体に目を配ることが必要と
なってくる。
そこで、本稿では以下の各章において、日本の資本主義体制内における労働市場と家庭
に目を配り、その 2つの領域における男女の分業の変容の可能性をさぐつていく。ここで
前提として断つておきたいのは、本稿の焦点変数は、資本主義体制を前提とした二重労働
市場のうちの正規、非正規、無職といつた従業上の地位と家庭内の夫婦の家事分担割合で
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ある。したがって、まずは現状の資本主義体制下における男女の平等をめざすという方向
で論を進める。現状の制度を前提とした上で、どの部分の変化が男女の平等に結びつくの
であろうか。
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第2章 性別分業に関する先行研究
本章では、本稿が問題として提起している性別分業についてこれまでどのような研究が
なされてきたのかを実証研究を中心に整理していく。まず 2.1節で市場労働研究、2.2節で
家事労働研究を整理し、2.3節で性別分業と強く関連すると考えられる主観的な意識 (性別
役割分業意識)についての先行研究を概観したのち、2.4節において3章以降での課題や分
析枠組みについて提示していく。最後に予想される反論についても触れる。2.1市場労働研
究、2.2家事労働研究はそれぞれ第 1章でみたソコロフの図式の右側、左側にあたるもので
ある。
2.1 市場労働研究
労働研究は、かつては男性労働者を中心的な研究対象として設定してきた。(木本 2000)。
これに対して、女性労働研究は、企業社会のもとで短期雇用に傾斜せざるを得ない女性の、
中核的男性労働者とは根本的に異なる役害Jを明らかにしようとしてきた (木本 2000)。女性
労働はつねに、メインストリームではない特殊な存在であった1。
二重労働市場理論は、労働市場が一次市場と二次市場に分割されていると主張するもの
であり (ドー リンジャーとピォレ 2007:204)、一次労働市場の職務は次のような特性をも
つ。それは、高賃金、良好な職場環境、雇用の安定性、昇進機会、公平性、そして就業規
則の執行における適正な手続きなどである。反対に、二次市場の職務は、低い賃金 。低い
付加給付、劣悪な就労環境、高い離職率、昇進機会の欠落、そして恣意的で気まぐれな管
理の横行等の特性をもつ傾向がある。不利な立場の労働者は、居住地、不十分な技能、乏
しい職歴、差別によつて、二次市場の閉じ込められているとこの理論は主張する (ドー リ
ンジャーとピォレ2007:204)。
この市場のどちらかに所属することになるかは、階級や年齢、人種、性別などによつて
判断され、不利益を被るほど第二次市場に取り込まれることになるが、まさに女性はこの
第二次市場に取り込まれる可能性が高いのである。
この二重労働市場は例えば、同じホワイ トカラー内部、ブルーカラー内部においても存
1近年では、女性の労働市場における地位にも男性と同様の枠組みが適用されるようになりつつある。
例えば地位達成研究では、父⇒′自、子から父⇒娘や母⇒娘間の世代間移動の研究へとその範囲が拡大し
てきており (Hout 1988;白波瀬 1999;Jackson et al.2008;Ishida 2010など)、 Acker(1973)による女
性と階層についての仮定の指摘 。批判を受けて以来、女性自身の地位や階層帰属意識に関する研究も
進んできている (直井 1990;牛島 1995;赤川 2000ほか)。
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在する。同じホワイ トカラーであつても、男性は威信や給料の高い専門・管理職につく割
合が高く、反対に女性は威信や給料の低い事務・販売職につく割合が高い。さらに同じ専
門職であっても、男性が医師、女性は看護師、薬剤師などにつく割合が高く、教員であれ
ば、男性が大学教員、女性は小学校教員の割合が高くなる (ソコロフ 1987:51¨52)。一次
労働市場は中核市場、二次労働市場は周辺市場とも呼ばれ、大きく分ければ正規就業は中
核市場労働、パー ト等の非正規就業は周辺市場労働と捉えられるだろう2。
これほどあからさまな男女の格差が二重労働市場理論によつて記述されるが、そのメカ
ニズム、何ゆえ女性が二次市場に取り込まれるのかについては説明していない3。 なぜ男性
が中核労働市場に、女性が周辺労働市場に取り込まれるのであろうか。もちろん女性の中
には中核労働市場で働くものもいるが、どのような属性の女性がどのようにして正規とな
り、非正規となり、無職となるのであろうか。本稿では、以上の問題に取り組むが、既婚
女性が働くか専業主婦になるか、再就職するかは何によつて決まっているのだろうか。
女性の就業継続要因や女性の再就職要因について多くの研究の蓄積がある (例えば、牛
島 1995;岩澤 1999;丸山2001;西川 2001;武石 2009ほか)。 誰が結婚 。出産でやめるの
かに着日した研究 (岩澤 1999;四方2005;三輪20Hほか)もある。
日本において、妻の就業選択に夫の収入が影響を与え、夫の収入が多ければ妻は働かな
いということは、ダグラス=有澤の法則としてこれまで多く指摘されてきた (たとえば樋
口1991;り|1口2002;員鍋 2004, 2005)。
牛島 (1995)は、夫の学歴や収入が低いこと、夫が自営であること、ローンがあること
が妻の就労に正の効果をもち、また扶養中の子どもがいないことも妻の就労に正の効果を
もつことを明らかにしている。
また、いったん退職した既婚女性が再就業する要因としては、本人の学歴が低いことや
夫の収入が低いことがあげられる (駿河・西本2001;平尾2005b;坂本 2009)。坂本 (2009)
は、高学歴女性が結婚、出産後に再就職しない傾向について、20～40代の女性を対象とした
パネル調査データを用いて分析し、出産以前に専門知識や技術を要する職種への従事経験
をもつことや就業経験年数が長いなど、職業経験を通じて人的資本を蓄積させた女性は、
再就職しやすいことを確認 している。
さらに性別役割分業意識との関連では、クロスセクショナルな分析においては、妻自身
のジェンダー平等意識が高いと就労へのコミットメントも高く、就労しやすいことが分か
2女性労働研究には、職域分離研究 (首藤 2003;浅海 2006;Brown 2006ほか)がある。本稿では、
職域分離については、深く立ち入らないが、女性は男性に比べて威信ランクのより高い部分では成功
しておらず、もつとも人々に望まれるポス トは明らかにほとんど「男性だけのもの」である (ソコロ
フ1987:33)ことは、現在においても変わりはない。
3労働市場において女性が不利な扱いを受ける理由として、統計的差別の存在や人的資本論によるも
のがあげられるが、これらについても本稿では深くは立ち入らない。
21
第2章 性別分業に関する先行研究
つており (牛島 1995)、また、アメリカにおいては、女性自身の将来的に働くかどうかにつ
いての過去の計画が、学歴や他の家族の収入、末子の年齢などをコントロールしても、そ
の後実際に働いているか否かに影響を与えているということが明らかになっている (Shaw
and Shapir0 1987)。
しかしながら、日本においては、どのような女性が正規となり、非正規となり、無職に
なるのかのメカニズムについて、1時点あるいは数年のスパンで分析したものはあるが、ラ
イフコース全体に目を配つて明らかにした研究は管見のかぎり見当たらない。さらに、第 1
章でみたマルクス主義フェミニズムの理論と計量研究を接合したものはほとんどない。そ
の接合をめざし、女性の職歴や過去の分業についての意識 (=家父長制への支持)と市場
労働との関連を明らかにすることが3,4章の課題となる。さらに今後の女性労働の変容可
能性の試金石として、過去にどのような家父長制的態度を持っていてどのような職業経歴
をたどつたものが、現在自分の人生を評価しているのかが5章で明らかにされる。
それでは、次節では、家事労働についての先行研究を見て行こう。
2.2 家事労働研究
日本で家事に初めて労働としての光が当てられるようになつたのは、欧米のマルクス主
義フェミニズムに影響を受けてのことであった。その晴矢となる竹中 (2012=1989:55)
は、家族内の性別分業から「労働力商品化体制」を経由して、女性の雇用労働における不
平等な地位や低い賃金の根拠づけを行つている。
かつて家事労働は、市場の外にあるという理由から労働という名に値しないものとして
無視されていた時代があった。しかし、マルクス主義フェミニス トたちが、古典派以来の
経済学が社会の基本単位となつている「家族」というカテゴリー を理論体系に組み込んで
こなかつたことを批判した (竹中1989=2012:26)ことに端を発し、なによりも近代労働市
場の成立そのものが、労働力の直接的再生産の単位としての家族を内在的条件とし、その
家庭内労働を女性の排他的機能とする性別分業を内包していることが指摘されるようにな
った (竹中 1989=2012:28)。そして、雇用における性差別の原因を明らかにするためには、
市場経済領域と賃労働の再生産過程の トー タルな構造の中で女性の地位の分析をすること
がなによりも重要であることが示されている (竹中 1989=2012)。
家事は、再生産を行う上で必要な労働であるにもかかわらず、市場における評価は著し
く低い。ホームヘルプ労働の低評価はよく知られており、在宅ケアが施設ケアより低位に
おかれ、家事援助が身体ケアよりも低位に位置させられ、家事援助を行うヘルパーは最低
位におかれるのである。こうした家事を含むホームヘルプの評価が低いことは賃金にも反
映される。実際に賃金の基礎となる介護報酬では、ホームヘルプ労働の中の家事援助が最
も低く設定されている (斉藤 20H:192)。
しかしながら、例えば既婚女性が家族 (夫や子ども、父母)のために家事を行えば、そ
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れは愛情に基づく貴いものであるとされるのである。既婚女性がタダやっていて、かつ専
門性を有しない日常的な労働であるという「伝統的なジェンダー規範」力｀、このような市
場の評価に結びついている可能性もある。
もちろん、家事は女性が自ら選択 して、進んで行っているので問題ではないという反論
もあろう。それに対する回答は1章で示したとおりであるが、「自由意思」で選択している
ようにみえる「一般」の労働にも、そこにジェンダーという権力作用があることが指摘さ
れている。「自由意思」や 「自己決定」という名のもとに、その当事者が実は社会構造上余
儀なくされている不当な現実が個人の問題に矮小化され、不正義が隠蔽されやすいことも
よく知られている (小野沢 2011:207)。小野沢 (2011)は、売春や性産業に従事する女性
が、一見「自由意思」でそこに就労してきた背景にどのような権力関係が働いているのか、
なぜその権力関係は不可視にされてきたのかが問われなければならないと述べているが、
専業主婦を選んでいるものにおいても同様のことがいえるのではないだろうか。
家庭内の家事分担を説明する理論としてよく知られたものにベッカーによる比較優位の
理論がある (Bcckcr1991)。ベッカーのいう比較優位の理論は、家族のメンバー (もしくは
どんな組織であっても)の資源が、相対的な効率に従って配分されるべきであることを示
唆している。ここでの主要な前提は、はじめは全員同じであるというものである。効率性
の違いは、生物学的あるいは他の本質的な違いによつては規定されない。スキルの多様性
は、異なった経験からの結果であり、人的資本への投資の結果である。このような極端な
仮定をおいたとしても、複数人数で構成される効率的な世帯は、時間や特化した資本の蓄
積において、はっきりとした分業をしていることが示される (Bccker 1991:32)。
つまり、ベッカーや近代経済学派の人々は、家事労働と市場労働とは完全に代替関係に
あるものと想定しており (竹中2006:55注26)、家事労働と市場労働の選択が家事とワー
ク・コス ト(市場労働によって生じる費用)との比較優位の理論によつて説明されている。
しかしながら、日本において 1991年ごろに雇用者と専業主婦からなる世帯の数を共働き家
族が超えたことを鑑みても、家庭内の分業が市場労働と家事労働との比較優位の理論から
帰結するものと単純に説明するわけにはいかないと考える。
さらに、無職の主婦は資本家によつて労働力を搾取されず、夫を労働市場で働かせて夫
を搾取しているとするむきもあるかもしれないが、それもあたらない。なぜなら、「家事労
働者は、賃金労働者が賃金奴隷であるよりももつと強固な意味で"家内奴隷"である。な
ぜなら現金関係それ自体さえ、その立場には欠如している。」(Himmelweit ct al.1977;竹中
1989=2012:71)のである。
家族社会学においては、夫婦間の家事分担について多くの研究者が研究を重ねており、
膨大な実証研究の蓄積がある。夫婦間の家事分担を規定する要因、特に夫の家事頻度を規
定する要因について代表的なものを挙げておこう。
アメリカにおける家事分担の規定要因に関する研究をレビューした論文として Shclton
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and John(1996)のものが代表的である。その中では、家事分担を規定する要因として4つ
4に整理されている 。その4つとは、①ニーズ説、②相対的資源説、③時間制約説、④性役
割イデオロギー説である。ニーズ説とは、家事の量が多いほどニーズが高くなるため、夫
は家事に参加する。特に子どもの数が多いほど、夫は家事に参加する (Coveman 1985)。相
対的資源説は、収入や教育、職業などの社会経済的資源を多くもつほうが家事の負担を免
れる (Kamo 1988;Blair and Lichtcr 1991;BHnes 1994)というものであり、その前提として、
家事とは、単調でつまらないものであるとされている。それゆえ、より社会経済的資源を
もつほうが勢力をもち、家事分担についての交渉に勝つことによつて、家事を負担するこ
とから逃れられる。次の時間制約説は、夫婦のうち時間資源の多いほうがより多くの家事
を行う (Coveman 1985;Ross 1987;Kamo 1988)というものである。これは労働市場におけ
る労働時間が長いほど、家で家事を行わないという説であり、最後が性役割イデオロギー
説である。これは妻が家事に責任をもつべきだという価値観を持っている場合、夫の家事
参力日が低くなる (Coverlnan 1985;Ross 1987;Kamo 1988)。
以上のような、アメリカにおける代表的な家事分担の規定要因についての仮説に基づき、
日本においても多くの実証研究が積み重ねられてきた。
ニーズ仮説として、子どもの年齢や人数、親との同居が検討されてきた (品田 1996;稲
葉 1998;Nishioka 1998;永井 19 ;松田2004;岩間2008ほか)。 親との同居は、ニーズ仮説
の変数であると同時に、代替資源仮説の変数でもある。代替資源仮説は、世帯内外で夫婦
以外に家事を担当してくれる人間がいれば、男女ともに家事参加が減るという仮説である
(稲葉 1998)。親との同居は、家事の量 (ニー ズ)を増やすこともあれば、親が代わりに家
事を分担してくれることによつて、子世代の家事が減ることもある。相対的資源仮説とし
ては、夫婦の収入格差や学歴が用いられ (Kamo 1994;稲葉 1998;永井 1999;松田2004ほ
か)、 時間的余裕仮説としては、妻の就労形態や夫の帰宅時間などが分析に用いられている
(Kamo 1994;稲葉 1998;永井 1999,2001;松田2004;岩間 2008)。さらにジェンダーイデオ
ロギー仮説として、「男性は外で働き、女性は家を守るべき」という意識を用いたもの (稲
葉 1998;松田2004)などがある。
本稿では、以上の仮説を踏まえた上で、妻の有償労働および性別役割分業意識 (=家父
長制への支持)に着目し、その相互作用が家事分担に与える影響を明らかにするものであ
る。これは、ソコロフのマルクス主義フェミニズム理論でいうところの女性労働の弁証法
的関係を計量的に捉えることを目的とするものである。有償労働のうち特に正規就業や従
業上の地位に着目した分析を行うが、その理由は、二重労働市場理論における中核市場で
就業する女性は、性別分業体制の矛盾点に位置する賃労働を行 う女性であり、彼女たちは
今後の性別分業解体へ向けての鍵を握つていると言える(竹中 1989=2012:36)からである。
4大きくは relative resources,time availability ideologyであるが、日本で多く取 り上げられる仮説 との
整合性を考慮 し、ここでは time availabilityをニーズ説 と時間制約説に分割 している。
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さらには、中核市場での労働が性別役割分業意識の革新化 (末盛・石原 1998)につなが
ることが予想されるが、すべての者が意識を革新化させて家父長制不支持側にまわるとも
限らない。ここに性別分業体制の第 2の矛盾点が現れることとなり、正規就業をしていな
がら性別分業を肯定しているものや無職であって性別分業を否定しているものがどのよう
な家事分担を行つているのかを交互作用項を用いて分析する。つまり、マクロな世界でい
うところの資本制と家父長制の双方の影響下に置かれた女性の働き方と夫婦の性別役割分
業意識の相互作用がどのような家事分担につながるのかが 6、 7章において明らかにされる
ことになる。
2.3 主観的意識と客観的性別分業
性別分業と密接に結び付くと考えられる性役割態度や性役割意識における平等志向性は、
心理学や社会学において様々な角度から研究され、性別 (役割)分業の否定、非伝統的な
性 (別)役割意識、男女平等 (同等・同権)意識、革新的な性役割観、平等主義的性役割
態度などと表現されている (鈴木 1999)。社会心理学の分野では、性役割態度 (性役割意識)
の客観的な測定尺度の作成を目指してきた。社会心理学における態度という概念は、社会
学では社会的対象や自分自身に対する個人の態度などを意味する概念として用いられ、意
識と表現される (古畑 1994)。
性別役割分業意識の研究は数多くの蓄積があり、そのうちの主な研究は、性別役割分業
意識の構成概念の検討と性別役害1分業の規定要因の分析があげられる (中井 2000)。
心理学における性役割研究においては、性役割は非常に多面的な概念であり、研究者に
よつてその概念はさまざまに違って解釈されてきた (鈴木 1997)。たとえば、柏木は性役割
を発達心理学の視点からとらえ、性役割行動、性役割観、性役割同一性の 3つの側面から
成 り立つとし (柏木 1973)、小倉は、性役割は厳密には柏木のいう性役割行動のみしか意味
しないとし、新たに性役割概念を性役割パーソナリティ、性役割観、性役割受容性の 3つ
の側面に分類した (小倉 1982)。
社会学における性役割概念では個人の発達や認知や人格特性の側面ではなく、文化や歴
史や家族制度などの要因が重視されて研究されている点が′い理学と大きく異なる (鈴木
1997)。社会学においても性別役害1分業意識の研究は数多くの蓄積があり、そのうちの主な
研究は、性別役割分業意識の構成概念の検討と性別役割分業意識の規定要因の分析があげ
られる (中井 2000)。
社会学における性別役割分業意識の構成概念としては、「男性は外で働き、女性は家庭を
守るべきである」という意見への賛否を用いるものや (木村 1998)、「男性は外で働き、女
性は家庭を守るべきである」「家事や育児は男性よりも女性がむいている」「専業主婦とい
う仕事は、社会的にたいへん意義のあることだ」の 3項目から因子分析を行い性別役割分
業意識とみなすもの (吉川 1998)や就労、子育て、家事分担、夫婦関係に関する15項ロヘ
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の賛否からなる平等主義的性役割態度スケール (鈴木 1994;1999)を用いるものもある5。
また、太郎丸 (2007)はいわゆる性別役割分業意識ではなく、女性に対しては「あなた
は将来の仕事と結婚についてどのように考えていますか。もつとも近いと思われるものを 1
つ選んでください」として、1=仕事をせずに、結婚して家庭に入る。2=結婚したら仕事
をやめて、家庭に入る。3=子供ができたら仕事をやめて家庭に入る。4=子供ができたら
いったん仕事をやめ、子供に手がかからなくなったら、仕事を始める。5=結婚して子供が
できても仕事を続ける。6=結婚しても子供を作らず、仕事を続ける。7=結婚しないで仕
事を続ける、という7つの回答を、1から3を専業主婦型、4を一時中断型、5から7を仕
事継続型に分類し、希望するライフコースとして使用している。
木村 (1998)、吉川 (1998)、鈴木 (1999)は一般的に性別役割分業に対してどう思うか
という意見を問うているのに対し、太郎丸 (2007)は自分自身の将来希望するライフコー
スを性別役害1分業意識の指標として用いている。
さらに、性別役割分業をめぐる意識の多元性に着目するアプローチ (西村 2001)の必要
性が指摘され、広義の性別役割分業意識の把握とその規定要因の分析が始まっている (嶋
崎 2006)。そこでは、性別役割分業意識は「女性と家事 。子育てを結びつけるような意識」
ととらえられており、この裏面には「男性と家計責任を結びつけるような意識」がある (西
本す2001)。
大和 (1995)も同様に性別役割分業意識を多次元的なものに分化しているとし、「性によ
る役割振り分け」と「(女性の)愛による再生産役割」という2つの次元を抽出している。
そしてそれぞれの次元は男女に役割を振 り分ける論理、とりわけ女性に家事育児役割を振
5 鈴木が用いた 15項目は (1)女性が社会的地位や賃金の高い職業をもつと結婚するのが難 しくな
るから、そういう職業をもたないほうがよいざ(2)結婚生活の重要事項は夫が決めるべきである。(3)
主婦が働くと夫をないがしろにしがちで、夫婦関係にひびが入りやすい。(4)女性の居るべき場所は
家庭であり、男性の居るべき場所は職場である。(5)主婦が仕事を持つと、家族の負担が重くなるの
でよくない。(6)結婚後、妻は必ずしも夫の姓を名乗る必要はなく、旧姓で通してもよい。(7)家事
は男女の共同作業となるべきである。(8)子育ては女性にとつて一番大切なキャリアである。(9)男
の子は男らしく、女の子は女らしく育てることが非常に大切である。(10)娘は将来主婦に、息子は
職業人になることを想定して育てるべきである。(11)女性は家事や育児をしなければならないから、
フルタイムで働くよリパー トタイムで働くほうがよい。(12)女性の人生において妻であり母である
ことも大事だが、仕事をすることもそれと同じくらい重要である。(13)女性は子供が生まれても、
仕事を続けたほうがよい。(14)経済的に不自由でなければ、女性は働かなくてもよい。(15)家事や
育児をしなければならないから、女性はあまり責任の重い、競争の激 しい仕事をしないほうがよい。
の 15個であり、回答はリッカー トタイプの5段階尺度で求め、項目得点の合計を尺度得点 (15点か
ら75点の範囲)として用いている。
26
第2章 性別分業に関する先行研究
り分ける論理が異なっており、平等観との関係も異なつている。このように性別役割分業
意識が分化してきたことが、現代 日本における女性の家事育児役割を正当化するように機
能しているのではないかという仮説を提示している (大和 1995)。
性別役割分業意識の抽出法として、主に使用されるものに、因子分析、主成分分析、潜
在クラス分析がある。吉川 (1998)は因子分析を用い、神林 (2000)は主成分分析を用い、
山口 (1999)は、潜在クラス分析を行っている。
本稿では性別役割分業意識の定義を、ひとまず 「男性は外で働き、女性は家庭を守るベ
きであるという意見を肯定すること、つまり、女性と家事 。子育てを結びつけるような意
識、男性と家計責任を結びつけるような意識」とする。
さらに本稿では、この性別分業を肯定する意識のことを「家父長制」への支持の指標と
捉える6。 家父長制は、物質的=社会 。経済的な支配であり、物質的=社会 。経済的な支配
とは家事分担を女性が担 うことや中核的な労働市場から排除されていることであるといえ
るが、この支配=抑圧を廃棄するには、どのように物質的基盤を廃棄していけばよいのか
を実態と意識の交互作用を組み込んだ計量分析により明らかにしていくものである (4、5、
6、 7章)。
その上で性別役割分業意識の変容可能性について 2時点のパネル・データを用いて明ら
かにしていく (8章)。
2.4 本論文の課題
以上の先行研究を踏まえ、3章以降では労働市場と家庭の労働の性別分業について、それ
がどのようなメカニズムで起こつているのかを女性労働の弁証法的諸関係に依拠しながら、
全国規模のデータを用いて計量的に明らかしていく。
これまで、社会学の分野においては、家族、労働、階層といつた研究がそれぞれ家族社
会学、労働 (産業)社会学、階層研究といった分野で分断された形で扱われることが多か
った (岩間 2008)。さらにこれらの研究分野とフェミニズム研究にはこれまで距離があつた
と考えられるが、本稿はマルクス主義フェミニズムの視点からこれら全体にできるだけ目
を配 り、しかも計量データを提示することによって、市場、家庭、家父長制支持と性別分
業の関連がどのようになっているのか、どこに変容の可能性があるのかを明らかにするも
のである。
l章でもみたように、女性労働の研究は「家族」と「社会」の統一的でダイナミックな理
解の中に位置づけなければならず、「家父長制」は、「家族」の領域においてだけでなく、
雇用労働の領域においても存在する (ビー チ 1987=1993)。
そこで本稿では、まず、労働市場において女性がどのような職歴を経てきたのか、それ
6もちろん、家父長制 とは物質的基盤を伴ったものであり、単に心理的な支配や抑圧でない (上野
1990:27)。
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はどのような要因によって左右されるのかをみていく。特に着目するのは、周辺労働者で
あると考えられるパー トといったいわゆる非正規就業となる女性と中核的市場で働いてい
ると考えられる正規雇用の女性、さらには労働市場から退出している無職の女性、自営家
族従業者の女性をそれぞれに分かつ要因である。これはビーチ (1987=1993)のいう二重労
働市場の職域分離、あるいは有職 。無職の問題を明らかにすることとなる。
さらに、いわゆる性別役害1分業意識、ジェンダー意識とこれまで呼ばれてきた意識を本
稿では、「家父長制」への支持の指標と捉える。
1章でみたとおり、家父長制と資本主義は、相互に作用して女性の家事労働を生み出した
だけではなく、同様に、女性に不利な労働市場をも生み出した (ソコロフ 1987:181)。後
期マルクス主義フェミニス トは、資本制生産様式に加え、家父長制の果たす役割をも理解
しなければならないと主張する。女性の市場労働と家事労働の分析において家父長制は資
本主義と相互に密接に関係しているからである (ソコロフ 1987:182)。
後期マルクス主義フェミニス トは、女性の低い位置を最もよく説明するのは、資本主義
と家父長制の物質的 。イデオロギー的基礎と、資本主義と家父長制が相互に強化しあう弁
証法的関係であるということを示そうとした (ソコロフ 1987:182)。ソコロフのいう「女
性労働の弁証法的関係」という概念は図2-1のように表せるという。(ソコロフ1987:267)
家父長制
(3冷
∨
家庭
資本主義
小
↓3)
市場
(2)
+――→・ 主要な関係 (~~) 媒介関係
図 2…1女性労働の弁証法的諸関係 (ソコロフ1987:267)より抜粋 (再掲)
以下、やや長くなるが、ソコロフ (1987:266‐8)によるこの女性労働の弁証法的関係
についての説明を引用する。
この図は、分析と現実の 3つの相互関連的なレベルを記述している。分析の 3レベルと
は、(1)家父長制と資本との関係、(2)分析的には (1)と区別できるが、同じ関係である
ところの、家庭と市場との関係、(3)マクロ世界としての家父長制/資本と、家庭と市場
という日常生活領域との間の媒介的諸関係、である。このように、家父長制と資本は、家
庭と市場を組織するけれども、家庭と市場が存在するという事実は逆に、家父長制と資本
双方の存続にとって必要不可欠なのである。(中略)
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女性労働の弁証法的関係において、後期マルクス主義フェミニス トの理論的枠組みは、
女性労働を理解する上で、最も強力であり最も包括的である。最も重要なことは、このア
プローチはわれわれに、家父長制的資本主義下の家庭と市場が、相互結合的であるだけで
なく、永遠に移ろいやすい変動の状態にあることを示していることである。弁証法のなか
には、家父長制と資本主義との間の相互強化的な関係だけではなく、相互矛盾的な関係も
含まれている。それは、女性と男性が彼らの日常生活を創造し再創造していくにしたがつ
て、生み出されていくものなのである (ソコロフ1987:266…8)。
l章でも述べたが、例えばパー ト主婦が家計補助型収入を得ていることはマクロ世界でみ
れば家父長制と資本制の妥協点であり、相互強化的な関係とも言えるだろう。他方で、賃
金を得ている女性は、家庭で意志決定権と権利をより要求する傾向があり、それによつて、
家庭における家父長制を脅かす (ソコロフ 1987:276)。女性が中核的な労働市場で働き、
賃金を得ること、このことはマクロな視点から見れば、労働市場における家父長制との矛
盾点に位置すると考えられる。
本稿ではこの議論を受けて、ソコロフのいうところの弁証法的関係の図の主に下の部分、
日常生活領域における諸関係に焦点をあて、さらに個人の性別役割分業に対する意識を媒
介させる。これは家父長制への支持の指標と考えられ、家庭と市場の労働の関係をつなぐ
ものである。まず、本稿では、この性別役割分業意識と市場労働、家事労働の関連を明ら
かにする。さらに、女性が性別分業を否定し無職でいること、女性が分業を肯定し正規雇
用で就業すること、女性が分業を肯定しながら正規就業し、さらに家事の多くを担 うこと
は葛藤を生むことが予想されるが、それらの相互作用が性別役割分業の解消に向かう糸口
であるのかどうかを明らかにする。
すなわち、特にミクロな個人における相互矛盾的関係がつまり分析的に言えばその実態
と意識の交互作用が、いかに労働市場と家庭における性別分業に影響を与えているのかを
明らかにするものである。
この図 2‐1に示唆を得て、本稿が用いる変数を加えて分析枠組みを示すと以下のようにな
る。
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図 2‐2 本稿における分析枠組み
まず、図2-2では「家父長制」への支持の指標として性別役割分業意識を用いる。各章に
よつて性別役割分業意識として用いる変数は異なるが、「男性を市場労働に結びつけ、女性
を家事労働に結びつけること」や 「主婦としての仕事にや りがいを感じている」といつた
意見を支持するか否かを家父長制への支持の指標とみなすこととする。
次に、資本制とは、資本家と労働者の両者が存在する労働の場をさすが、そのうち労働
者が存在すると考えられる「資本主義」体制における労働市場を本論では二重労働市場の
構造ととらえる。中核市場における威信の高い正規職の大多数を男性が占め、女性は周辺
的な非正規就業に就くことが多いというマクロな二重労働市場である。その結果としての
ミクロな「市場」を実際に働く就業形態もしくは無職ととらえる。最後に「家庭」は家庭
内における家事分担である。
もちろん、マルクス主義フェミニズム理論におけるマクロな家父長制と資本制が性別役
割分業への支持や二重労働市場という概念で代替されるわけではない。しかしながら構造
としての家父長制から影響を受けた個人 (ミクロ)の反応としては性別役割分業意識がそ
の発露であり、構造としての資本主義労働市場におかれる個人 (ミクロ)力｀実際におかれ
るのが二重労働市場であり、その結果としての就業形態であるといえる。図 2‐2は、個人の
データを用いた分析枠組みに落とし込むための変数の操作化を行つたものであり、マクロ
な議論とミクロデータを混同しているわけではない。
以上のような操作化を経て、本稿は、ソコロフの女性労働の弁証法的諸関係の一端を交
互作用に着日して計量的に実証する試みであり、以下の問いに答えようとするものである。
性別役割を支持せず、家父長制を支持していない女性は、市場労働を行 うのであろうか
(4章)。 また、性別役割を支持して無職であるものや性別役割を支持せず無職のもの、性
別役割を支持して雇用労働に従事するものや性別役割を支持せず雇用労働に従事するもの
は、自分の人生に対する評価が異なるのであろうか。(5章)。 この分析によつて、さまざま
な働き方と個人の性別役割分業意識の組み合わせが、個人にとつてどのように評価される
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のか、そしてその後の性別分業の変容へとつながる可能性があるのかを明らかにする。
さらに、市場労働に従事して、賃金を得ているものは、家庭で意志決定権と権利をより
要求する傾向があり、それによって家庭における家父長制を脅かす (ソコロフ 1987:276)
というが本当にそうなのであろうか (6、7章)。
本論文のオリジナリティは、後期マルクス主義フェミニズム理論を代表するソコロフの
女性労働の弁証法的関係と計量分析を接合し、パネル・データや 2時点のクロスセクショ
ナルデータを用いて市場労働と家父長制支持の態度の交互作用として実証することにある。
そして、資本制下における稼得能力の力を前提として、この経済資本を男女ともに平等化
できる方向性を模索するものである。その際、労働市場の平等化が家庭内における労働の
平等化にもつながるのかどうか、さらに、労働市場の格差、労働市場にいるかいないかに
よって意識の上での格差が生じるのかどうかも明らかにしていく。
本論文の構成は以下のとおりである。表 2‐1は、本稿が扱 う実態と意識別に市場と家庭、
過去と現在を配置し、どの章でどの部分をカバーするのかを示したものである。例えば、
3章では、実態に焦点をあて労働市場での働き方の過去と現在にまたがる分析を行う。4章
では、過去の市場と家庭にまたがる意識つまり分業意識と働き方の実態が現在の働き方の
実態にどのように影響を与えるのかを見ていくということである。
表2-1本論文の構成
各章の構成と図2-2との関連は次のようになつている、
3、 4章においては、労働市場における女性の働き方 (従業上の地位)に着目する。2時
点のパネル調査データを用いて、既婚女性がどのような職業経歴をたどつてきたのか、そ
れに対して何が影響を与えているのかを確認したのち (3章:図2‐2(3)‐1)、過去の働き
方と性別役割分業意識が現在の働き方にどのような影響を与えているのかを明らかにする
(4章:(3)-3)。5章では、過去の意識と働き方の組み合わせが現在の人生に対する評価に
どのように影響を与えているのかをみていく (5章:図2‐2(3)…3)。
続く、6、 7章では、主に家庭における労働 (家事分担)に着目する。一時点の夫婦間の
家事分担が妻の従業上の地位と性別役割分業意識 (家父長制を支持 しているか否か)の交
互作用によつて説明される部分があること示したのち (6章:図2-2(2)、(3)-2、(3)-3)、
2時点のクロスセクショナルデータを用いて規定要因の変化をみていく (7章:図2‐2(2)、
3章 4章 5章  7章 8章 3章4章  6章 7章 8章
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(3)-2、(3)-3)。
分析の最終章となる第8章では、4-7章における分析で労働市場での働き方や家庭での家
事分担を差異化させていることが明らかとなった性別役割分業意識に焦点を当てる。この
規定要因を明らかにするとともに変化の可能性についても言及する (8章:図2…2(3)…3)。
最終章では、それまでの分析から得られた結果をまとめるとともに、何が労働の平等化
を阻害しているのか、これを乗り越えるにはいかなる方向性があるのかについて考察して
いく。
本論では、現状の日本の家族制度や資本制が維持されるという前提のもとに論を進める
が、夫婦間の性別分業の解消や女性が男性並の働き方を目指すという方向での男女共同参
画社会をめざす道筋は、様々な批判を浴びてきた。
牟田 (2006:220)は、「真の問題は、男性中心主義と見えているものを支えている二元
論的ジェンダー秩序であり、男女の性的結びつきを唯一のありうべき絆としてそれに基づ
く家族を国家と社会の基礎単位とするジェンダー家族の仕組みそのものだ。」と述べており、
男女共同参画社会が目指すような男も女も仕事も子育ても家事もといつた方向では、低賃
金のケア労働を女性に押し付けることになる。また、「男性を家庭に帰す」という方向も失
敗が予想されるという。なぜなら、この景気の低調な時代に妻子を扶養する義務を負って
いる基幹労働者たる男性が職業上の地位を危うくするような育児休業をとつたり、家事や
介護に精を出したりするといつた選択肢をとるとは到底思えないという理由からである
(牟田2006)。
さらには、経済的な必要という以上に、職業上の達成や自己実現に重い価値をおく現代
の先進国社会においてやりがいのある仕事に打ち込むことはおそらく魅力的なことであろ
うから、職業上の能力があればあるほど、家庭に帰ることは難しくなるという。(牟田2006)
しかしそうであるならば、達成感が得られたり自己実現につながるような仕事から、家
庭内の無償労働を押し付けられることを理由として女性が排除されること、もしくは女性
自らがそこに参入していかないことは大きな問題であると言えるのではないだろうか。
牟田 (2006)と同様にファインマン (2003)も、アメリカの現状では「家庭内男女平等
化」戦略は、失敗を運命づけられているという。この戦略は夫婦間の緊張を増大させ、さ
らには、経済的により不利な立場にある女性に育児負担を (おそらく家事も)押し付ける
こととなる。実際、アメリカのホワイ トカラー家庭では、合法・非合法を問わず貧しい国
からの移民女性に家事育児を頼る傾向にあるという。
牟田 (2006)が言うような方向でのジェンダー家族の仕組みそのものの見直しという変
革は遠い将来現実のものとなる日が来るかもしれない。実際にコレクティブ・ハウスやシ
ェア・ハウスといつた住まい方も特に都市部では聞かれるようになり、また生涯未婚率も
上昇を続けている7。 しかし制度としてのジェンダー家族の見直しへ向かうか否かはここで
7国立社会保障 。人口問題研究所の人口統計資料集 (2012)によれば、2010年の生涯未婚率は男性
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は問わず、男女共同参画社会が目指すような男も女も仕事も子育ても家事もといつた方向
が、実際に低賃金のケア労働を女性に押し付け続けることとなるのか、また、「男性を家庭
に帰す」という方向が失敗しているのか、それらを改善・成功へ導く方策はないのかを問
題としたい8。
1章の最後にも記したとおり、本稿の焦点変数は、資本主義体制を前提とした二重労働市
場のうちの正規、非正規、無職といった従業上の地位と家庭内の夫婦の家事分担割合であ
る。まずは現状の制度を既知の値とした計量分析によつて性別分業の解消の方向性を探る
ものである。
付記 使用したデータ
3章から8章で用いたデータについては、以下の機関から協力を得ました。関係者の皆様
に感謝申し上げます。
3～5章および 8章で用いた「職業と家族とパーソナリティについての同一パネル長期追
跡調査 (日本女性)」 データの使用にあたつては大阪大学大学院人間科学研究科経験社会学
研究室内SRDQ事務局の許可を得ました。
6、 7章で用いたNFRJ03とNFRJ08データにつきましては、二次分析に当たり、東京大
学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究センターSSJデータアーカイブから
第 2回全国家族調査 (NFR「03)および第 3回全国家族調査 (NFRJ08)(日本家族社会学会
全国家族調査委員会)の個票データの提供を受けました。
20.14%、女性 10.61%である。1970年には男性 1.70%、女性 3.34%であった。男女ともに年々上昇 し
ている。
8この方向性は野崎 (2003)が目指 した リベラル・フェミニズムの再定位 と合致すると考えている。
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第3章 既婚女性の職業経歴パターン
―従業上の地位の経時的変化一
本章では、中高年既婚女性に着目し、パネル調査データを用いてその職業経歴をパタ
ーン化し、属性との関連について分析した。ここで明らかになつたことは、2006年時点
において50代以上の既婚女性においても、初職は正規雇用が大勢を占めていたこと、ラ
イフコース上において40歳以降の従業上の地位の変化は、無職とパー トの間の移動が主
であるが少数であることである。さらに、コーホー ト別、学歴別やその他の属性別の職
業経歴パターンの分析から、産業構造の変化が職業経歴パターンに影響を与えているこ
と、さらに学歴、職業によつても正規継続、パー ト継続、無職化、自営家族化などの差
が生じていることが示される。
3.1 はじめに
本章の目的は、既婚女性の職業経歴を記述的に明らかにすることである。2003年に厚生
労働省がとりまとめた「出生前後の就業変化に関する統計 (人口動態特殊報告 :平成 15年
版)」 のデータによれば、仕事をもつてる女性の約7割は第 1子の出産を機に仕事を辞めて
おり、就業を糸区続している女性は 2割にとどまつている。女性の就業継続の問題は多くの
研究者の関心を集めてきたが、女性の就業構造には日立った変化は生じていない (平尾
2005a;盛山2000)。
女性の就業継続に影響を与える要因について様々な研究が行われており、第 2章でも確
認したが、大別すると、結婚、出産後の就業継続・離脱要因の分析 (平尾2005a;山口1998)、
結婚・出産退職後の再就業要因の分析 (平尾 2005b;富田・脇坂 1999ほか)、 ある時点の
就労の有無を既定する要因の分析 (牛島 1995ほか)に分けられる。
また、女性の就業継続、就業の有無の関連で多くの先行研究において取り上げられてい
る意識といえば′性別役割分業意識である (太郎丸2007;木村 1998;吉川 1998;尾嶋 1998;
牛島1995;原・月巴不口野 1990;Thomton and Freedman1979 ほか)。
しかし、狭義の性別役割分業意識は 1970年代以降流動化しており、賛成割合は漸減して
いるにもかかわらず1、実態としての家事や子育ての負担は今もつて女性が負っている。2005
12012年12月15日に内閣府が発表した「男女共同参画社会に関する世論調査」によれば、「夫は外
で働き、妻は家庭をまもるべきだ」と考える人が2009年の前回調査と比べ、10.3ポイン ト増の51.6%
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年における成人女性の平日の家事時間 (子どもの世話を含む)は4時間27分である。それ
に対し、成人男性の家事時間は平日で46分である (NHK放送文化研究所 2005)。
そこで、本章ではこのような状況が継続している要因を検討するための基礎分析として
既婚女性の職業経歴に着目する。職業経歴、特に女性のそれは非常に複雑であり、これま
で十分に明らかにされてきたとは言い難い。ここでは、女性の職業経歴に特化した分析を
行つていきたい。
3.2 女性の職業経歴に関する先行研究
職業歴歴パターンについて考えるとき、さまざまな側面からとらえることができる。例
をあげれば、従業先の変化、仕事の内容、従業上の地位、役職などである。男性の職業経
歴パターンの分析で取り上げられることが多いのは、原 (1979)が用いたSSM職業分類に
一部変更を加えたもの2ゃ従業先の変化、有職。無職という地位の変化 (たとえば渡邊 2008)
などである。
女性の職業経歴については、その複雑さから男性と同様のパターンを援用することが難
しいが、吉田 (2003)が職業経歴についてまとめている中では、女性の場合は特に結婚や
出産といったライフコース上のイベン トに着日した分類が多くみられる。例えば、平田
(1988)は、結婚というイベントの前後に就業しているか、していないかによつて次の4
つに分類している。
(1)一貫就業型 :最終学歴終了後、結婚までに一度は就業したことがあり、結婚後から現
在に至る間にも、最低 1度は就業したことがある者。
(2)結婚退職型 :最終学歴終了後、結婚までの間に就業経験を持っているが、結婚後は仕
事をしたことがない者。
(3)結婚後就業型 :学卒後から結婚するまでの間、就業経験がなかつたが、結婚した後に
就業したことがある者。
(4)一貫無職型 :最終学歴終了後、調査時点に至るまで、結婚前も結婚後も就業経験のな
い者。
また、岡本 (1989)は40歳以上の既婚で子供のいる女性について、学卒時、結婚時、初
子出生前後、40歳時の4時点において就業・不就業に分けることによつて「キャリア・タ
となつた。特に20歳代での伸び率が高かったという。
2(1)自営業者、(2)専門的職業、(3)管理的職業、(4)大企業ホワイ トカラー、(5)中小企業ホ
ワイ トカラー、(6)大企業ブルーカラー、(7)中小企業ブルーカラー、(8)農林漁業の8カテゴリか
らなっている。
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イプ」を 5つに分類している。しかしこのように、職業経歴パターンはその多くが、ある
時点において就業しているか否かに着日しており、そこからさらに具体的な情報を盛 り込
んでパターンを抽出しているのは赤池 (1998)、中井。赤池 (2000)だけである (吉田2003)。
赤池らは初職時、結婚時、初子出生時、末子出生時、現在の 5時点における雇用形態を自
営、フルタイム、パー トタイム、不就業の4つに分けてキャリア・パターンを抽出してい
る。
このように女性の職業経歴については、ライフコースの視点と職業の移動が交錯するた
め、非常に複雑で分析 しづらいものとなってしまう。本稿では、ライフ・イベントの各段
階での就業・不就業ではなく、初職、40歳時職、50歳時職の従業上の地位やある時点から
一定期間の従業上の地位の変化に着目していく。従業上の地位の正規、パー トはそれぞれ
中核労働市場と周辺労働市場における働き方を代表すると考えられるからである。さらに
は、拘束時間や責任の重さを代替するものとみなすことができ、また無職の者も分析に加
えられる利点がある3。
ここでは、二重労働市場の理論に基づく従業上の地位に着日した職業経歴を記述し、そ
のパターン分けを行 う。既婚女性の職業経歴パターンを作成 し、それを概観 したあとで、
属性によってそのパターンに違いがあるのか、本人の初職、学歴との関連や夫との関連を
分析していく。
3.3 使用するデータ
1979年の「職業と人間」調査と1982年の「主婦の生活と意識」調査のデータ及びその追
跡調査として 2006年から2007年に実施された「職業と家族とパーソナリティについての
同一パネル追跡調査」データのうち、主に女性データを用いて分析を行 う。1979年の「職
業と人間」調査は東京大学文学部社会学研究室が行つた調査であり、母集団は関東 7都県
(東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、群馬県、栃木県)に居住する26歳以上65
歳以下で、1979年6月1日以降に lヵ月以上仕事をしている男性であった。標本抽出は 2
段階層化無作為抽出法で行い、84地点、設計標本数は840であつた。回収有効標本は 629、
回収率は74.9%であつた。
1982年の「主婦の生活と意識」調査は東京都老人総合研究所が実施したもので、対象者
は、1979年「職業と人間」調査に回答した者の配偶者である。
1979年の「職業と人間」調査の回答者 629人中、調査当時妻があったものは549人、そ
の中から「主婦の生活と意識」調査時点で夫と死別、離別した者、関東 7都県以外への転
出を除いた者 521人を設計標本とし、その 80.2%にあたる418人の妻から回答を得た。こ
の調査の回答者の年齢は調査実施時点で26歳から71歳までであり、平均年齢は44.7歳で
3もちろん職業も影響が大きいと考えられるが、先行研究でも用いられ、労働時間の長短や拘束時間、
責任の重さなどを代表すると考えられる従業上の地位を主に用いる。
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あつた。以下では、1979年の「職業と人間」調査と1982年の「主婦の生活と意識」調査を
第 1波調査とよぶこととする。
第2波調査となる「職業と家族とパーソナリティについての同一パネル追跡調査」4の実
施主体は、大阪大学人間科学研究科社会環境学講座である。第 1波調査の回答者男性 629
人、女性 418人がベースとなつた。その中から所在が確認できた者、さらにその中から面
接調査が可能であるかを判断した結果選別された対象サンプルに対して、実査を行い、最
終的に得られたサンプルは男性 227人、女性 159人5でぁった。ベースサンプルを基準とし
た回収率は男性 38.1%、女性38.0%であった。
したがって、第2波調査の女性有効回答者は 159人で全員が既婚である。回答者は、1982
年時点で27～68歳(平均42.47歳、標準偏差 8.648)、2006年時点で52歳～93歳(平均 66.71
歳、標準偏差 8.516)である。分析対象となる女性 159人は第 1波時点 (1982年)で27～
68歳である。
3.4 使用する変数
使用する主な変数は以下のとおりである。
(1)妻出生コーホー ト
1913～1925年、1926～1930年、1931～935年、1936～1940年、1941～945年、1946～
1950年、1951～954年。
(2)妻学歴、妻母親学歴
初等は、旧制尋常小学校、旧制高等小学校、新制中学校、中等は、旧制高等女学校・
実業学校・師範学校、新制高校、高等は、旧制高校 。高専 。旧制女子大学、新制短大・
高専、新制大学 (大学院含む)。
(3)夫学歴、妻父親学歴
初等は、旧制尋常小学校、旧制高等小学校、新制中学校、中等は、旧制中学校・実業
学校・師範学校、新制高校、高等は、旧制高校・高専、旧制大学 (大学院含む)、 新制短
大 。高専、新制大学 (大学院含む)。
(4)夫79年職4分類
79年の現職職業コー ドをSSM職業8分類に従って、専門、管理、事務、販売、熟練マ
ニュアル、半熟練マニュアル、非熟練マニュアル、農業に分けたものを専門管理=専門・
管理、事務販売=事務・販売、技能労務=熟練マニュアル・非熟練マニュアル、農業=
農業の4分類とした。79年時点では夫はすべて有職であるため、無職のものはいない。
(5)夫79年従業上の地位
4 第 1波と第2波の調査をあわせてWP調査と呼ばれている。これ以降はこの名称を用いる。
5 5章の分析や吉川 (2012)においては女性のサンプル数は 152人となつている。これはデータクリ
ーニングの過程で生じた変更である。
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問 2の経営者・役員、一般従業者、単独業主、自営業主、家族従業者をそのまま用い
る。
(6)妻初職職業分類4分類
妻初職日本標準職業分類および妻現職日本標準職業分類を用い、SSM職業 8分類にな
らつて分類したものをさらに4分類とした。非該当のものは無職とした。
(7)82年時妻両親との同居・距離、82年時夫両親との同居・距離
同居、10分以内=隣居、10分以上～1時間以内=近居、1時間以上だが日帰りできる 。
半曰くらいかかる 。1日またはそれ以上かかる=1時間以上とし、それ以外を非該当 (妻
夫両親とも亡くなった)とする。
(8)79年時夫収入
79年時点の夫の個人収入を～225万円未満、225万円以上325万円未満、325万円以上
425万円未満、425万円以上の4カテゴリとする。
(9)妻82年時従業上の地位、妻06年従業上の地位
正規=正規、パー ト=パー ト・臨時雇用・アルバイ ト・内職、自営家族=自営業主・
家族従業者、無職=無職とする。
3.5 従業上の地位の移動
3.5.1クロス表による分析
表 3…1は初職の従業上の地位別に、40歳時、50歳時についている従業上の地位の分布を
示したものである。
初職、40歳時の従業上の地位によつて50歳時の従業上の地位はほとんど予測できそうで
あり、40歳時の従業上の地位と50歳時の従業上の地位にはほとんど変化がないようである。
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表 3-1の網掛け部分が40歳時と50歳時に従業上の地位に変化がないものの人数である。
初職が正規のもののうち、40歳時と50歳時がともに正規のものが 17人、パー トのものが
15人、無職のものが 15人、自営家族が25人、となつている。
初職の従業上の地位別にみると、正規であったものが87人、パー トがH人、無職つまり、
82年の第1波時点まで仕事についてことがないものが6人、自営家族が22人となつている。
2006年時点で50歳以上のものが対象であるが、初職は正規というものが思いのほか多くな
つている。
まず、最も人数が多い初職が正規のものだけをみていくと、40歳時に正規、自営家族で
あつたものは 50歳時においてもほとんど従業上の地位の変動がない。正規は20人のうち
17人(85%)が正規にとどまり、自営家族は27人中25人(92.6%)が自営家族である。
パー トについては、21人中 15人(71.4%)、無職については 19人中15人(78.9%)力同｀じ
従業上の地位である。
次に人数が多い初職が自営家族についてみると、全体で22人のうち、初職、40歳時職、
50歳時職がともに自営家族であるものは、18人(81.8%)を占めている。初職が自営家族
であれば、高い確率で40歳時もそれ以降も自営家族従業者であることが分かる。
次に、初職と40歳時従業上の地位の関連、40歳時従業上の地位と50歳時従業上の地位
の関連をそれぞれみていこう。
表3-1 初職、40歳時、50歳時の従業上の地位の関係
初職従業上
の地位
40歳時従業上
の地位
50歳時従業上の地位
計1正規 2ノ｀ ‐―ト 3無職 4目宮 家 族
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50歳時自営家族
50歳時無職
50歳時パート
50歳時正規
図3-2 40歳時従業上の地位別
50歳時従業上の地位
ござ ∫〆
図 3-1は、初職と40歳時の従業上の地位の関連を示したものである。130人中初職が正
規であつたのは90人である。そのうち、40歳時正規が20人、パー トが22人、無職が 19
人、自営家族が29人となつており、自営家族化したものが最も多くなっている。初職がパ
ー トであつたものは 12人であるが、40歳時に正規となつた者はおらず、パー トであるもの
が6人と最も多い。初職が自営家族であつたものは22人であるが、そのうち18人が50歳
時にも自営家族である。
図3-2は、40歳時の従業上の地位別の50歳時の従業上の地位に占める人数をグラフにし
たものである。40歳時に正規だった者21人のうち 18人は50歳時にも正規で働いており、
3人はパー トとなつている。40歳時にパー トだつた者 31人のうち21人が50歳時にもパー
トである。さらに 3人が正規雇用となり、7人が無職となつている。40歳時に無職だった
者25人のうち、50歳時にも無職のものは 19人である。パー トになつた者は5人、自営家
族になった者は 1人である。40歳時自営家族だつた50人については、48人が50歳時にお
いても自営家族である。
図 3-1、図3-2から分かるとおり、初職と40歳時従業上の地位の分布をみると初職正規か
ら4つの従業上の地位にそれぞれ分かれていつているようにみえるが、40歳時と50歳時の
従業上の地位のグラフでは、対角線上に集まつている。
40歳以降、既婚女性の従業上の地位にほとんど変化がないといえるだろう。特に正規と
自営家族であつた者については、その傾向が顕著である。それに対してパー トや無職とい
った従業形態はやや流動的といえるだろう。
先行研究においては、職業経歴を代表するものとして40歳時の職業が用いられることが
多い。女性に限つてみても、子育てがひと段落したと考えられる40歳時の職業や従業上の
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地位が取り上げられることが多いが、この分析結果はそのことが妥当であったことを示し
ているといえよう。次節では、さらに職業経歴を詳しくみていく。
3.5.2職業経歴パターン
過去から一定期間の職業経歴パターン
82年から06年までの職業経歴を御船・重川 (1999)にならつてパターン分けしたものが
表 3‐2である。御船・重川は、(財)家計経済研究所『消費生活に関するパネル調査』の各
年版6を用いて、有配偶女性の5年間の就業状態の変化のパターンを作成し、そのパターン
別に家計費がどのように異なるのか、夫婦の収入や家計の管理の仕方がどのように異なる
のかを分析している。本章においても期間を区切つた既婚女性の職業経歴パターンと属性
との関連を分析することが目的であるので、このパターン分けを踏襲することは妥当であ
ると考える7。
表 3‐2をみればわかるとおり、自営家族継続や無職化が多い。調査対象者が高齢のため、
無職化が多くなつてしまう。
6(財)家計経済研究所編『消費生活に関するパネル調査 (第2年度)』 大蔵省印刷局,1995年,『消
費生活に関するパネル調査 (第3年度)』1996年,『現代女性の暮らしと働き方―消費生活に関するパ
ネル調査 (第4年度)』 1997年,『現代女性の暮らしと働き方―消費生活に関するパネル調査 (第5
年度)』 1998年
7 詳細な内訳は、無職化 :自営家族→無職 (14名)/正規→無職 (H名)/パート→無職 (28名)
/自営家族→無職→パー ト (1名)、 有職化 :無職→正規 (2名)/無職→パー ト (13名)、 その他 :
自営家族→パー ト(2名)/正規→自営家族 (1名)/正規→パー ト(4名)パー ト→自営家族 (3名)
/パー ト→正規 (1名)、 正規継続が4名、パー ト継続が2名、自営家族継続が34名、無職継続が38
名、不明が 1名である。
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表 3-2 82年から24年間の職業経歴
度数    %   有効%
1正規継続    4    2.5   2.5
2パー ト継続    2
3自営家族継続  34
4無職化
5有職化
6その他
7無職継続
1.3
21.4
54       34.0
15      9.4
11         6.9
38        23.9
1.3
21.5
34.2
9.5
7.0
24.1
小計
欠損値
158
1      0.6
99.4 100.0
159 100.0
さらに82年から5年間の職業経歴パターン8を作成した。82年時点で55歳以下の者に限
定した度数分布表が表 3-3である9。 正規継続、パー ト継続、自営家族継続、無職継続が多
くなつている。
表 3-3 82年から5年間の職業経歴パターン
度数    %   有効%
1正規継続    18   12.3   12.5
2パー ト継続    20
3自営家族継続  45
13.7 13.9
計
30.8       31.3
4無職化
5有職化
6その他
7無職継続
7      4.8
8      5.5
5     3.4
41        28.1
4.9
5.6
3.5
28.5
100.0
合計 146 100.0
40歳までの職業経歴パターン
初職から40歳時職をもとに職業経歴のパターン分けを行った10。
85年間に区切つた理由は、年齢による無職化をできるだけ除外した上で、できるだけ多くのサンプ
ルを確保するためであり、また作業の煩雑さを避けるためでもある。サンプル数が多ければ、10年間
の職業経歴パターンとして第 1波調査時50歳以下のものとするなどの方法も考えられる。
9詳細な内訳は、無職化 :パー ト→無職 (7人)、 有職化 :無職→正規 (2人)/無職→パー ト(6人)、
その他 :パー ト→自営家族 (4人)/パート→正規 (1人)。 継続型については、5年間同じ従業上の
地位であつたということである。
10 内訳は次のとおりである。正規継続 :初職正規→40歳時正規 (20人)、 パー ト継続 :初職パー ト
→40歳時パー ト(6人)/初職正規→40歳時パー ト (22人)、 自営家族継続 :初職自営家族→40歳時
自営家族 (18人)、 無職化 :初職正規→40歳時無職 (19人)/初職パー ト→40歳時無職 (3人)/初
職自営家族→40歳時無職 (1人)、 自営家族化 :初職正規→40歳時自営家族 (29人)/初職パー ト→
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小計
欠損値
144       98.6
2      1.4
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表3-4 40歳までの職業経歴パターン
度数 %   有効%
1正規継続
2パー ト継続
3自営家族継続
4無職化
5自営家族化
6その他
??
??
‐?
??
??
?
12.6
17.6
11.3
14.5
22.0
3.8
15.4
21.5
13.8
17.7
26.9
4.6
小計
欠損値
81.8
18.2
100.0130
29
159 100.0
表 3-2、表 3-3、表 3-4を比較すると明らかなとおり、40歳までの職業経歴パターン (表
3‐4)では自営家族化というカテゴリが他の2表(表3-2、3-3)に比べて際立って多くなつ
ている。82年以降 (表3-2、3-3)では、自営家族化というカテゴリはあえて別だてする必
要がないほど少なくなっている。これは、女性が自営家族化するのは40歳まで、さらに言
えば結婚時であり、自営業主や家族従業者の夫と結婚することによつて生じているという
ことであろう。
3.6 40歳までの職業経歴パターンと属性との関連
前節でみたとおり、40歳と50歳では従業上の地位に変化がほとんど生じず、40歳まで
の職業経歴パターンは既婚女性の職業経歴を代表していると考えられるので、ここでは 40
歳時までの職業経歴パターンと属性の関連をみていく。そしてどのような属性のものが、
どのような職業経歴パターンで働いているかを確認する。先行研究において女性の就業と
関連があるとみなされる属性ごとに40歳までの職業経歴パターンがどのように分布してい
るかを示したものが表 3‐5である。
計
40歳時自営家族 (3人)/初職無職→40歳時自営家族 (3人)、 その他
名)/初職自営家族→40歳時パー ト (3名)/初職無職→40歳時無職
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表 3…5をもとに、それぞれの属性についてどのような職業経歴パターンが多くなっている
のかをみていこう。
出生コーホー トとの関連
1913～1925年出生、1926～1930年出生のコーホー トにおいて自営家族継続および自営家
族化が多くなっている。このコーホー トが40歳を迎えるまでの 1953～1965年、1966～1970
年頃までの産業構造を反映しているといえよう。
この当時は、また無職化するものもおらず、家族従業者として働き続けることが通例で
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表 3‐5 40歳までの職業経歴パターンと属性の関連
4 :87
11 :175
3 !81
12  : 18 8
5 :172???
??
0 :―
1  : 15
1  1 29
1 :77
3   : 500?．???
?
?
?
?
?
?
??
?
?「??
??
?
‐?
?
?
?
16  : 18 2
ぁ
??
?
?
?
?????
‐?
?
?
?
????
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
．
45
第3章 既婚女性の職業経歴パターン
あつたことが分かる。また、1931～935年コーホー トも自営家族継続の割合が最も多い。
1936～1940年コーホー トと1941～945年コーホー トになると、自営家族継続、自営家族化
は依然として多いが、パー ト継続も増えてくる。この世代が40歳になったのは 1981～1985
年である。岡本ほか (1990)は、1931～945年のコーホー トの高校卒層において、第2次
産業、小売業、社会サービスのそれぞれで、30代後半からパー トタイムが増加する傾向を
見出しているが、本章における調査対象者もそれに符合している。
さらに 1946～1950年と 1951～954年出生の若いコーホー トになると無職化が最も大き
い割合を占めている。この世代が40歳になった時代は 1986～1990年、1991～994年であ
る。この時代は結婚や出産で仕事をやめ、専業主婦になるという既婚女性のライフコース
が広まっていることがうかがえる。
しかし、最も若い 1951～954年コーホー トでは正規継続害J合もやや多くなっている。
学歴との関連
本人学歴が、初等学歴でパー ト化が最も多く、中等学歴で自営家族化が最も多くなって
いる。さらに高等学歴では無職化が最も多い。初等学歴では無職化が少なく、高等学歴で
は無職化についで正規継続、自営家族化も多くなつている。
夫学歴が、初等学歴では自営家族化が最も多く、中等学歴ではパー ト継続と自営家族化
が多い。高等学歴では無職化が最も多くなつている。
職業、夫収入との関連
初職が専門管理であると正規継続か無職化する割合が高い。初職が事務販売であると自
営家族化もしくは無職化する割合が高く、技能労務職であるとパー ト継続する割合が高い。
初職が農業であればそのまま農業を続ける割合が高い。
夫の79年時職業分類が専門管理の場合、パー ト継続、無職化、正規継続が多くなつてい
る。事務販売であると自営家族化する割合が高い。また、夫が技能労務である場合には妻
はパー ト糸区続する割合が高い。さらに夫が農業であると妻は 9割以上が自営家族従業者と
なる。
夫の79年時従業上の地位が経営者・役員であると妻の6割以上が自営家族化する。一般
従業者であると正規継続、パー ト継続、無職化の割合が高くなる。夫が単独業主であると
妻の7割以上が自営家族化し、夫が自営業主であると妻の約半数が自営家族化する。
夫の収入についてみてみると、夫の収入が高いから妻が無職化したり、夫の収入が低い
からパー トに出たりするという傾向はあまりみられない。
親との関連
妻の両親の学歴が初等 。中等学歴であると妻が自営家族化する割合がやや高い。
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また、妻両親と10分以内に暮らしているとパー ト継続をする割合が高く、1時間以上か
かると無職化する割合が高い。82年時の親との同居や距離についてみてみると、妻の両親
と同居している者は 8人であるのに比べて、夫両親と同居しているのは 39人である。130
人中39人(30%)が夫両親と同居しており、85年のSSM調査H結果では夫の父との同居割
合が 7.4%、夫の母とは 13.4%であることと比較するとやや高率であるといえよう。夫両親
と同居している割合が高いのは自営家族継続および自営家族化である。
3.7 まとめと課題
以上、職業経歴を経時的にみていくことにより、中高年既婚女性の従業上の地位の変遷
を明らかにした。これまで女性の職業経歴については、SSM調査による職歴の回顧データ
や財団法人家計経済研究所の消費生活に関するパネル調査データを用いたものがほとんど
であり、職業経歴全体を見通せるスパンのデータでかつパネル調査データを用いたものは
ほとんどなかつた。
本章において、中高年既婚女性の従業上の地位は、初職については正規が大勢を占めて
いたこと、また40歳時の従業上の地位がそれ以降も継続することが明らかとなつた。
また、職業経歴パターンと属性、とくにコーホー トや学歴、夫の職業との関連によつて、
女性の就業も自営家族化パターンから、パー ト継続パターンヘ変化し、さらに正規継続パ
ターンや無職化パターンの占める割合が増えていったことが示された。先行研究 (木村 1998
ほか)でも示されていたとおり、本人学歴が初等でパー ト継続が多く、高等で無職化が多
いことがここでもあてはまつていることが分かった。
コーホー ト別にみた40歳までの職業経歴パターンによれば、1946～1950年、1951～1954
年出生コーホー トでは、他のコーホー トに比べて、無職化の割合が高くなっており、落合
(1997)がいうところの団塊世代の主婦化の トレンドがここでも示されている。1940年ま
でのコーホー トでは自営家族化や自営家族継続というパターンの割合が高い。また、学歴
の影響も顕著であり、本人、夫ともに高等学歴であると主婦化する傾向が高い。
職業との関連をみると、初職が専門管理であつたものは正規継続する割合が最も高く、
事務販売であると自営家族化もしくは無職化が多くなり、技能労務職である場合はパー ト
継続が多くなる。夫の職業の影響も大きく、夫が経営者・役員、単独業主、自営業主であ
つた場合には自営化家族化する割合が高くなる。
初等 。中等学歴の既婚女性はいつたん労働市場から退出しても、子育てから手が離れる
と自営 。家族従業者もしくはパー トといつた形で労働市場にもどる。 しかし、高等学歴の
既婚女性は、労働市場から退出するとそのまま無職化する傾向が強いようである。平田
(1998)が述べているとおり、「年齢の高い女性、あるいは既婚女性に開かれている職種と
年齢の若い新卒の女性に開かれている職種は異なっており、年齢の高い女性に開かれてい
11「社会階層と社会移動」全国調査の略称。
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る職種の多くはサービス職や販売職といった「伝統的」な女性的職種である。」高学歴の既
婚女性はいつたん労働市場から退出したあと、このような伝統的な女性職種にはあまり参
入しないと考えられる。これらのことが、40歳時の従業上の地位がそれ以降あまり変化し
ない要因なのであろう。
以上のように既婚女性のライフコース全体を見通すことによつて、時代の変化、本人学
歴や初職、夫の職業による職業経歴パターンの差異が明らかとなつた。女性の労働を検討
する際には、このような条件を考慮することが必要となつてくるであろう。
では、続く4章では、このような女性の就業に影響を与える条件をできる限り統制した
上で、性別役割分業意識 (=家父長制支持の意識)と働き方 (従業上の地位)の変化の関
連についてみていくこととする。
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第4章 既婚女性の働き方
一過去の就業と性別役割分業意識の影響―
この章では、既婚女性がかつてどのような意識を持つてどのように働いてきたのか、そ
のことが現在の就業にどのような影響を与えているのかを明らかにする。3章では、既婚女
性の職業経歴に焦点をあて、どのような職業経歴をたどってきたのか、それは何によつて
影響を受けているのかを明らかにした。この章では、家父長制への支持とみなす性別役割
分業意識のうち「主婦役割肯定志向」と過去の働き方 (従業上の地位)と現在の働き方 (従
業上の地位)がどのような関係になつているかに焦点をあてる。
4.1 既婚女性の働き方と意識の革新化
過去数十年の間に日本女性の働き方や意識は大きく変化した。女性の労働力率は 1970年
代半ばまで減少傾向であり、その後上昇に転じた。日本の女性たちが主婦化したのは、戦
後、特に高度経済成長期であり (落合2004;木本 1995)、戦後の産業構造転換にともなう
ものであった。女性の労働市場への進出や性別役割規範に反する意識の高揚がみられる
1960年代以前には、夫や父親の職業や所得によつて生活水準や生活様式、そして思考パタ
ーンまでが決まってしまう女性が多数を占めていたのである (袖井 1987)。しかし、その
後働き方も意識も革新化しているといえるだろう。
図41は、共働き世帯数の推移であるb1980年には、男性雇用者と無業の妻からなる世
帯が、共働き世帯の2倍近く存在していたが、1991年から1992年にかけてその数が逆転
している。1950年代前半生まれの女性たちが、40歳代を迎える頃にパー トとして復帰した
ことがその要因のひとつであると考えられる。
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図4-1共働き世帯数の推移
1980年代には、女性の結婚年齢は「クリスマスケーキ」と椰楡されたりもした。そして、
25歳頃には結婚して「寿退社」していった。いわゆるバブルの時代には、結婚する男性に
よって生活水準、生活様式が左右されると考えた女性たちが、理想の結婚相手として「三
高」という条件、すなわち、高学歴や高収入、高身長を求めた。現在では、「クリスマス
ケーキ」 「三高」といった言葉は死語となっているが、それは女性の労働市場への参入や
高学歴化、晩婚化、そしてそれらのことに関する規範の弱まりなどが要因となっているの
であろう。
本章では、以上のように働き方と意識が大きく変化した時代を生きてきた女性の働き方
と性別役割分業意識に着目し、それがその後の働き方にどのように影響を与えるかを明ら
かにする。
4.2 日本における産業構造 口女性の就業と意識の変化
戦後半世紀における日本の産業構造の大きな変化は、おおよそ次の 4期に分けることが
できる。①戦前・敗戦から戦後・復興の時期 (1930年代-1950年代前半)、 ②高度経済成
長期 (1950年代半ば-1970年代前半)、 ③低成長とバブル経済期 (1970年代後半-1980
年代)、 ④バブル崩壊と低迷期 (1990年代以後)である。この中でも、構造変化が最も大
きく認められるのは、高度経済成長期である (石原 2002)。
高度経済成長期以後の女性の就業はどのように変容してきたのだろうか。岩井 (1998)
によると、1950年代から高度経済成長期頃まで、女性の労働力率は低下を続けていたが、
???。??
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1970年代頃を境に一転して上昇した。高度経済成長にともなう被雇用労働者の増加は、農
業層や都市自営層の縮小をもたらした。その結果、女性の就業者に占める家族従業者は大
幅に減少した。「高度経済成長は多くの男性をサラリーマンに、女性を主婦に変身させた」
(落合2006:156)のである。その後、1970年代中頃以降に、既婚女性の労働市場への再
参入も進み、M字型雇用が出現してくる (岩井 1998)。
「社会階層と社会移動」全国調査1デー タによれば、1970年代中頃から1995年まで女性
のライフコースの基本的な構造に変化は生じていなかつた。その後のバブル崩壊後の「失
われた10年」は、近代産業社会に適合的だとみなされた性別役割分業型の人生モデルの自
明性が、大きく崩れた時代である (岩井 2008)。
一方で意識のほうに目を向けても、マクロな規範としての性別役割分業意識は時代とと
もに大きく変化してきている。「婦人に関する意識調査」(総理府 1979)によれば、「夫は
外で働き、妻は家庭を守るべきである」に対して、「賛成」、「どちらかといえば賛成」と回
答した割合は男女とも7割以上であったが、2007年には女性の賛成割合は39.8%、男性の
賛成割合は50.7%、2009年にはそれぞれ 37.3%、45.9%と大きく低下している (内閣府「男
女共同参画に関する世論調査」2007,2009)。
以上のことをふまえ、本章では、主婦化もピークを越えて徐々に低下した80年代前半に
焦点をあてる。それは、規範としての性別役割分業意識が徐々に弱まってきた時代でもあ
る。その時代の既婚女性の働き方と性別役割についての意識が、その後の働き方にどのよ
うに影響を与えるのかを明らかにすることが本章の目的である。
4.3 誰が働いているのか
既婚女性が働くか専業主婦になるかは、何によつて決まつているのであろうか。2章で
先行研究を検討したが、再度簡単に確認しておこう。
日本において、妻の就業選択に夫の収入が影響を与え、夫の収入が多ければ妻は働かな
いということは、ダグラス=有澤の法則としてこれまで多く指摘されてきた (たとえば樋
口1991;り|1口2002;員鍋 2004, 2005)。 さらに、 牛島 (1995)|ま、 夫の学歴や収入が
低いこと、夫が自営であること、ローンがあることが妻の就労に正の効果をもち、また扶
養中の子どもがいないことも妻の就労に正の効果をもつことを明らかにしている。また、
結婚や出産でいつたん退職した既婚女性が再就業する要因としては、本人の学歴が低いこ
とや夫の収入が低いことがあげられる (駿河 。西本2001;平尾 2005)。
しかしその一方で、妻自身のジェンダー意識2が高いと就労へのコミットメントも高く、
就労しやすいことが分かっており (牛島 1995)、また、既婚女性が夫が家事をすることに
1 略称SSM調査。以後SSM調査と記載する。
2「現在の日本では、男女差別が依然根強い」「夫が家計、妻は家事という性別分業は望ましい」「企
業や公共機関で、重要な地位に就いている女性の数が少なすぎる」への回答 (牛島 1995)である。
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対して抵抗を感 じる度合いが低いと就業しやすくなる (高橋 2007)。アメリカにおいては、
女性自身の将来的に働くかどうかについての過去の計画が、学歴や他の家族の収入、末子
の年齢などをコントロールしても、その後実際に働いているか否かに影響を与えていると
いうことが明らかになっている (Shaw and shapiro 1987)。
アメリカと同様に、日本においても、過去の妻自身の意識がその後の働き方に影響を与
えているのであろうか。また、夫の職業や収入の影響はあるのだろうか。
4.4 性別役割分業意識と就業形態の関連
性別役割分業意識を規定するものとしては、さまざまな要因があげられている。たとえ
ば、学歴が高いと分業を否定する、年齢が高いほど分業を肯定する、就業経験が分業否定
につながる、といつたものである。一方で、性別役割分業意識が実際の働き方に影響を与
えるのかについての先行研究は数少ないが、その理由としては、分析に適したパネル・デ
ータが少なかったことがあげられる。
では、どのような場合にパネル・データを用いるのが適切なのであろうか。女性の進路
分化について論じた神林 (2000)によると、そのアプローチには2つあり、ひとつは事実
としての進路分化を扱 うもの、もう一つはどのような進路分化を希望するのかというアス
ピレーションの形成メカニズムを探るというものである。前者のアプローチはこれまでの
主流であり、主に職業選択、就業パターンを中心に多くの研究がなされてきた。しかしな
がら、事実としての分化を扱 う後者のアプローチは、進路分化を事後的に扱い、過去の意
識を回顧によつて聞くので、進路分化以前の意識やかまえといった内的要因の効果を的確
にとらえることが難しい。このような問題点を克服するための手法として、パネル・デー
タが有効なのである。
パネル・データを用いて分析を行った例として、アメリカにおける Thornton and
Freedman(1979)の研究がある。彼らは1962年と1977年の2時点のパネル・データを
用いて、この間の性別役割分業意識を変化させる要因を探 り、その結果、この間に就業し
た経験があることが性別役割分業意識を否定的に変化させることを明らかにした。
また、主婦化と性別役割分業意識の関連について、日本の既婚女性は、教育年数が長い
ほど性別役割分業に否定的な意見をもつ傾向があるが、専業主婦になりやすいのは、教育
年数の長い高等教育を受けた人たちである (木村 1998)。この一見矛盾した現象が起きるメ
カニズムとして、木村は、自分の現状を合理化・正当化しようとする心理的圧力による説
明を行い、「労働市場の分断のもとでの合理的選択と認知的不協和の解消」という仮説を提
示している (Festinger 1957;木村 1998)。
ところが、このようなメカニズムを想定しても、働き方 (有職か無職か)と本人の性別
役割分業意識が一致するとは限らない。吉川 (1998)によれば、1995年のSSM調査の女
性サンプルでは、「性別役割分業を否定しながら専業主婦である女性」が22.2%、反対に「分
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業肯定でフルタイム就労の女性」が 6.8%、「分業肯定のパー ト、自営家族従業者の女性」
まで含めると 21.0%存在するという。つまり、変更不可能な外在的な (社会的)強制力の
ために、一時点の分業意識と働き方の間には、離齢が生じているのである (吉川 1998)。
そこで本章では、過去において働き方と意識に矛盾があることが、現在の働き方にどの
ような影響をもたらすのか、すなわち働き方と意識の交互作用についての分析を、パネル・
データを用いて行っていく:一時点であれば、変更不可能だった条件が 2時点をみること
によつて変化する可能性が生じ、どのように変化しているのかを確認することができるか
らである。
この分析は 2章で提示した枠組みに即していえば、性別役割を支持せず、家父長制を支
持していない女性は、市場労働を行うのかという大きな問いに答えるためのものである。
4.5 使用するデータと変数
この章では3章で用いたWP調査のパネルデータの女性回答者のうち、第 1波時点で55
歳以下のもの146人を対象に分析を行 う3。 これは雇用者の定年退職慣行を考慮するもので
ある。データの詳細は3章を確認していただきたい。
使用する変数は以下のとおりである。妻の年齢、末子6歳以下ダミー、妻教育年数4、 夫
教育年数5、 夫職業6、第1波の夫収入7、第2波の夫の有職か否か8、第 1波妻従業上の地位9、
3 第 1波時点で27～55歳(平均40.979歳、標準偏差 7.301)、第2波時点で52～79歳(平均65.366
歳、標準偏差7.304)である。
4 旧制尋常小学校=6年、旧制高等小学校=8年、旧制高等女学校 。実業学校 。師範学校=11年、旧
制高校 。旧制高専・旧制女子大学=14年、新制中学校=9年、新制高校=12年、新制短大 。新制高
専=14年、新制大学 (大学院含む)=16年。
5 旧制尋常小学校=6年、旧制高等小学校=8年、新制中学校=9年、旧制中学校 。実業学校 。師範
学校=11年、新制高校=12年、旧制高校・高専=14年、新制短大・高専、新制大学 (大学院含む)
=16年、旧制大学 (大学院含む)=17年。
6 第 1波の現職職業コー ドをSSM職業8分類に従って、専門、管理、事務、販売、熟練マニュアル、
半熟練マニュアル、非熟練マニュアル、農業に分けたものを専門管理=専門。管理、事務販売=事務・
販売、技能労務=熟練マニュアル・非熟練マニュアル、農業=農業の4分類とした。第 1波時点では
夫はすべて有職であるため、無職のものはいない。
7 第 1波の夫の個人収入を、各カテゴリの中央値とし、連続変数として用いる。
8 第2波の夫従業上の地位、経営者・役員、一般従業者、パー ト・アルバイ ト、派遣、契約、自営、
家族従業者を 1とし、無職、死別を0とするダミー変数を用いる。
9 正規=正規、パー ト=パー ト・臨時雇用 。アルバイ ト、自営家族=自営業主 。家族従業者 。内職、
無職=非該当 (無職)とする。
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第 2波妻従業上の地位 10ヽ第 1波妻の性別役割分業意識とする。妻教育年数は最小値 8年、
最大値 16年、平均値はH.315年、標準偏差2.148であり、夫教育年数は最小値6年、最大
値 17年、平均値はH.858年、標準偏差2.780である。第 1波の夫収入は最小値50万円、最
大値 2000万円、平均値は 401.181万円、標準偏差は 257.696である。これ以外の変数の度
数分布は表 4‐1のとおりである。
表4-1 度数分布
妻第2波従業上の地位 被雇用
自営家族
無職
16.4
25.4
58.2
?
?
?
?
?
夫第2波有職ダミー
?
?
?
?
?
?
54.9
45.1
第1波末子6歳以下ダ ミー
?
?
?
?
?
?
?
27.9
72.1
第1波夫職業 専門管理
事務販売
技能労務
農業
?
?
?
?
?
?
?
?
30.3
21.3
38.5
9.8
第1波妻従業上の地位 正規
パー ト
自営家族
無職
右 効 122 100.0
4.6 分析枠組み
まず、過去における性別役割分業意識を主成分分析によつて作成する。次に過去の性別
役割分業意識と過去の働き方の組み合わせが現在の従業上の地位に影響を与えるのかを検
討していく。本章で検証する仮説は、「過去の働き方と分業に関する意識が現在の就業に影
響を与える」とする。作業仮説は「①過去に被雇用で就業していたもので、性別役割分業
をより肯定していたもの (不整合)は現在無職になりやすい」「②過去に無職で性別役割分
業をより否定していたもの (不整合)は現在被雇用になりやすい」であり、分析枠組みは
図2のように描ける。○は意識と実態が整合し、×は不整合であることを示す。
10 正規=一般従業者、パー ト=パー ト・アルバイ ト、派遣・契約、自営家族=経営者 。役員、自営、
家族従業者、無職=無職とする。
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第1波の意臓と仕事 第2波の仕事
正規・パート
自曽家族
分業意識
注)○は意識と就業が整合し、Xは意識と就業が不整合であることを示している。
図4-2 分析枠組み
4.7 性別役割分業意識の主成分分析
WP調査の第 1波調査には、家事に対する意識や働くことに対する意識についての質問が
多くある11。 それらを用いて主成分分析を行い、1つの主成分を合成した。質問項目とその
結果は表 4…2に示したとおりである。
その主成分を「主婦役割肯定志向」と名付けることとする。得点が高いほど主婦役割を
肯定する、つまり分業を肯定し、家庭においても市場においても家父長制を支持すること
を意味する。先行研究における性別役割分業意識の指標の多くは、一般論としてどうかと
いう問い方をした意見に対する賛否を用いるものが多かった。だが、この1982年の「主婦
の生活と意識」調査における問い方は、調査対象者自身が 「主婦としての仕事をうまくや
つていくことにどの程度やりがいを感じているか」といつたものである。一般論としての
性別役割分業意識とは性質がやや異なっており、自分の家事責任や就業にかかわる意識と
して本章の分析課題に適合するものといえる。
H 岩田知子 (1989)は、1982年調査時の418人分のデータを用いて、「主婦役害1に関する意識」と
「家事に関する意識」の抽出を行つている。その際には、ここで用いた項目のほかに「主婦は世帯収
入を得ることに対する責任がどれくらいあると思うか」、「夫は家事や育児に対してどれくらい責任が
あると思うか」、「家事や育児は、どのくらい世の中のためになっていると思 うか」、「家事や育児をき
りもりするのがどれくらい上手か」を加えた9項目で因子分析を行っている。この主成分分析を行う
にあたり、9項目を用いて因子分析を行い、共通性が0.1以下と低かったものを除き、負荷量も考慮
して、今回はこの4項目を除いた5項目で主成分分析を行っている。
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表4-2 性別役割分業意識に関する主成分分析
項 目 負荷 量
主婦 としての仕事に対 してどのくらい満足 しているか
主婦 としての仕事をうまくやっていくことにどの程度や りがいを感 じているか
家事において、責任をもつて技能を磨 くべきかどうか
家事は主に主婦がするべき仕事か
(現状にかかわらず)フルタイムで働きたいか、パー トで働きたいか、それ と
712
739
.508
.510
1)車業 主婦 が よい か  -514
固有値
累積寄与率 (%)
1 834
36.7
4.8 働き方の変化
本章の目的は、過去において働き方と意識に矛盾があることが、現在の働き
うな影響を与えるのかを明らかにすることであるが、その分析に入る前に第 1
の働き方の変化を確認しておこう。
方にどのよ
波と第 2波
正規(n=19)
パート(n=31)
自営家族(n=48)
無職(n=48)
x2=28.983d.f.=9p=0.000    □o6年正規 □06年パート  国06年自営家族  □06年無職
図 4…3 第 1波と第2波の従業上の地位の変化
図4-3の第 1波の従業上の地位をみると、正規が19人、パー トが31人、自営家族が48
人、無職が48人である。自営家族従業者、無職の人数が多くなっている12。 そして第 1波
の従業上の地位と第 2の従業上の地位の関連をみていくと、まず、第 1波時点で正規雇用
の女性では、57.9%(11人)が第2波時点で無職になっており、正規で働いている人は10.5%
(2人)、 第 2波にパー ト、自営家族に変化したのは、それぞれ 15.8%(3人)である。第 1
波にパー トであつたものは、31人であるが、パー トから正規に変わっている女性は一人も
12 長期追跡パネル・データの特性上、第 2波で回答を得られたものは、第 1波時点で持ち家を所有
しているものや、地理的移動のない自営・家族従業者が多いことがその理由としてあげられよう。
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おらず、80.6%(25人)が第 2波時点で無職となっている。第 2波もパー トであるものは
12.9%(4人)、 自営家族となったものが6.5%(2人)である。第 1波に自営家族従業者であ
つたものは48人であり、そのうちの50.0%(24人)が第2波においても自営家族従業者で
ある。35.4%(17人)が無職、2.1%(1人)が正規、12.5%(6人)がパー トとなつている。第
1波当時無職であったもの48人のうち、66.7%(32人)が第 2波においても無職であるが、
4.2%(2人)が第2波では正規となり、10.4%(5人)がパー ト、18.8%(9人)が自営家族従業
者となっている。つまり、第 1波で無職であったもののうち、約 3分の 1が、第 2波にお
いて就業しているのである。
以上のように、第 1波の従業上の地位によって、第 2波の従業上の地位に差があり、そ
の内訳をみていくと、就業へ向かう一方向の変化ではなく、正規やパー トから無職になっ
たり、無職から正規・パー トになつたりするものが交錯 しているのである。この差は何に
よつて生じているのであろうか。そこに妻本人の性別分業に対する意識が関連しているの
であろうか。ここで、第 1波の意識と従業上の地位の関連をみるために、合成された主成
分「主婦役割肯定志向」と第1波の従業上の地位の関連を確認しておこう。図4-4は、表 1
で示した主成分得点を高群、低群の2つに分割し、第 1波の従業上の地位との関連を示し
たものである。
0%    20%
パート(n=31)
自営家族(n=48)
無職(n=48)
χ2=0.518d.f.=3n.s □主婦役割肯定志向高群 □主婦役割肯定志向低群
図 4¨4 従業上の地位と主婦役割肯定志向の関連
図 4‐4をみると、χ2検定は有意ではなく、どの従業上の地位でも主婦役割肯定志向の高
群と低群が半数程度存在している。傾向としては、正規、パー トにおいて主婦役割肯定志
向低群がやや多くなっている。第 1波の就業と意識の関連については一致しているものの
割合がやや高いといえよう。 しかし、アンビバレン トといえる状態にあるものが、正規で
主婦役割肯定志向高群の 42.1%(8人)、 パー トで高群の 45.2%(14人)、 無職で低群の
?
?
＝
?
?
?
?
?
?
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50.0%(24人)と、無視できない程度に存在している。彼女たちは現在、どのような働き方
をしているのであろうか。
4.9 第 1波従業上の地位・主婦役割肯定志向と第2波従業上の地位
ここでは、主成分分析によつて合成 した主婦役割肯定志向と第1波の従業上の地位が第2
波の就業に影響を与えるのかを確認していく。
主婦役割肯定志向高群(n=6)
主婦役割肯定志向低群(n=13)
主婦役割肯定志向高群(n=14)
主婦役割肯定志向低群(n=15)
主婦役割肯定志向高群(n=21) 48
主婦役割肯定志向低群(n=24)42
主婦役割肯定志向高群(n=21)
主婦役割肯定志向低群(n=23)43
日06年正規 圏06年パート 国06年自営家族 □06年無職
図4-5第1波従業上の地位・主婦役割肯定志向と第2波の従業上の地位
図 4‐5は第 1波の主婦役割肯定志向の高群・低群と第 1波の従業上の地位、第2波の従
業上の地位の関連を示したものである。従業上の地位ごとに主婦役割肯定志向の高低が現
在の働き方に与える作用が異なる傾向にあることがみてとれる。
第 1波時に正規、パー ト、自営家族従業者であったものについては、主婦役割肯定志向
が高かったものに比べて低かったもののほうが、第 2波時点で働いているものの割合が高
い。反対に、第 1波時に無職であったものは、主婦役割を肯定していたもののほうが、第 2
波で働いている割合が高い。
以上でみたように、第 1波の主婦役割肯定志向と従業上の地位は相互に関連しながら、
第2波の就業に影響を与えているといえそうである。
次に、様々な変数でコントロールした上で、過去の働き方と意識が現在の従業上の地位
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に影響を与えているかどうかをみていく。どのような働き方をしてどのような意識をもつ
ていたものが、現在において働いているのだろうか。
表4-3 第2波(2006年)被雇用/無職、自営家族/無職についての
多項ロジスティック回帰分析
妻教育年数
妻第1波従業上の地位
正規
パー ト
自営家族
夫第1波職業
専門管理
事務販売
技能労務
679    4.686
の地位 ×意識 の交互
796
289
736
.290
2.193
正規  ×主婦役割肯定志向
パー ト ×主婦役割肯定志向
自営家族×主婦役割肯定志向
-1.239
- 355
147
1.457
.855
707
5 521定数
Model χ2
-2Log lilelihood
自由度
Nagelkerke ′2
7.527 8 586
69.321  **
164.823
32
0 508
表 4‐3は第2波の妻被雇用 (正規+パー ト)、 自営家族、無職を従属変数とする多項ロジ
スティック回帰分析であり、基準カテゴリは無職である。着目する独立変数は最下段の従
業上の地位と主婦役割肯定志向の交互作用項である。
被雇用/無職を従属変数とするモデルの分析結果をみると、妻教育年数、妻第 1波自営
家族ダミー (Exp(B)=5,761)が有意である。そしてこれらの変数をコントロールしても第
1波の正規ダミー・パー トダミーと第1波の主婦役割肯定志向の交互作用項が有意な効果
(Exp(B)=0.075、Exp(B)=0.100)を持っている。第 1波で正規やパー トとして被雇用で就
業していたもので主婦役害1をより肯定していたものは、第 1波時に主婦役割をより否定し
ていたものよりも現在就業している確率が低いのである。つまり、80年代前半に性別役割
分業肯定の規範を肯定しつつ、その規範に反して雇用されて働いていたアンビバレントな
- 443*       .217     .642
1.225    3 107
1.179       1 281    3 251
.261       1.456    1 298
1,751 †      998    5.761
- 298       1.602     .74
1 216       1.519    3 37
-.195       1.479      82
-2 590 1     1.487     .07
-2 298*      1.043     .1
.350       1.154    1 4
**p<.01,*p<.05, † <10
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既婚女性たちは、現在において働いている確率が低いということである13。
第 1波時点で無職であったものは、妻第 1波主婦役割肯定志向の主効果が有意でないこ
とから、その意識によって第2波の被雇用か無職かに差がないといえる。
以上の結果から仮説を検討すると、「①過去に被雇用で就業していたもので、性別役割分
業をより肯定していたもの (不整合)は現在無職になりやすい」は支持されるが、「②過去
に無職で性別役割分業をより否定していたもの (不整合)は現在被雇用になりやすい」は
支持されなかった。
一方、自営家族/無職を従属変数とするモデルの分析結果をみると、第1波に夫が専門
管理であったことは自営家族での就業確率を低下させるが、夫の教育年数、第1波に自営
家族従業者であったこと、および第2波で夫が有職であることが第2波時点で自営家族従
業者として就業する確率を高める。そして、主婦役割肯定志向と従業上の地位の交互作用
は有意ではなかつた。
4.10 主婦化と就労化のメカニズム
本章の目的は、過去の働き方と性別役割分業意識の組み合わせが、その後の働き方にど
のように影響を与えるのかを明らかにすることであつた。
現在の被雇用での就業には、過去の就業形態 (正規、パー ト)と過去の分業意識 (主婦
役割肯定志向)の交互作用項が有意な効果を持つている。つまり、過去に正規やパー ト就
業をしていて主婦役割肯定志向が高かったものは、現在就業している確率が低い傾向にあ
る。これは、第 1波の夫の職業、学歴、収入をコントロールしてもなお残る効果であり、
妻の現在の就業は妻自身の過去の働き方と意識に影響されるのである。
仮説を確認 しておくと「①過去に被雇用就業していたもので、性別役割分業をより肯定
していたもの (不整合)は現在無職になりやすい」は支持されたが、「②過去に無職で性別
役割分業をより否定していたもの (不整合)は現在被雇用になりやすい」は支持されなか
った。
第 1波調査時は、男女雇用機会均等法が施行される前であり、男性稼ぎ手モデルが大勢
を占める時代であった。既婚女性にとつて、結婚 。出産と同時に仕事をやめ、子供の手が
離れたら再度パー トいう形で復帰するというライフコースが一般的であり、パー トという
13 分析結果は示していないが、第 1波従業上の地位のうち正規とパー トを合わせて被雇用ダミーと
し、第 1波の被雇用ダミーと主婦役割肯定志向の交互作用を基準カテゴリとして投入したモデルにお
いては、第 1波の主婦役割肯定志向の主効果が10%水準で有意となり、その効果はExp(B)=.389と
なる。つまり、第 1波で正規やパー トという被雇用で働いていて、主婦役割をより肯定していると(主
成分得点が1単位上がると)、 第2波で被雇用で働いている確率が無職になる確率のO.389倍となる
ということである。
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就業形態は現在よりも、より家計補助的な意味合いが強かったといえるであろう。
家事にやりがいを感じ、主婦業に専念したいと考えながらもパー ト就業を余儀なくされ
たものにとつて、雇用機会均等法施行以前の職場において、女性の居場所は現在よりもも
つと周辺的であったのであろう。正規就業も現在のようなやりがいを求めるキャリアとし
てではなく、家計補助的な意味合いでの働き方であったのかもしれない。 冒頭にも述べた
ように、「多くの女性にとつて就業の目的は家計補助か小遣い稼ぎであり、生活水準、生活
様式、生活機会は、生計中心者である夫または父の職業や収入に規定される」 (ネ由井 1987)
そんな時代であつたのである。このような状況で、意識と働き方がアンビバレントであっ
た女性たちは性別役害1分業解消という規範の変化に適応せず、実態を変化させる形で対応
した。働きにくい環境や家事育児負担との両立の困難さから、分業肯定の意識をより増幅
させていた可能性も考えられる。
一方、その当時主婦役割を肯定し、その意識に合致する形で専業主婦であつた女性たち
と主婦役割を否定し、かつ専業主婦であつた女性たちの間には、その後働くかどうかに有
意な差がなかった。後者のアンビバレントなものたちは、主婦役害1に否定的で、できれば
働きたいと考えながらも、労働市場の制約によつて再就職が叶わなかつた層なのかもしれ
ない。これは日本の女性が多く就業する事務職において、結婚前の事務職経験が就業継続
に結びつかないだけでなく、就業中断後の再参入にも結びつかないというブリントン(1998)
の分析結果とも合致している。子どもをもつ女性の労働市場への再参入が低調な理由は、
就業中断後の既婚女性が多く参入するパー トが周辺的な仕事にとどまっていて、適正な質
の仕事が不足しているためであるという可能性をKe珂oh(2005)は示唆している。
本章では、正規・パー トで就業していたもののその後の就業状態が、分業意識との重な
り方によつて、就労継続と主婦化とに分岐することが明らかとなった。既婚女性の働き方
や性別役割分業意識の変化が大きかった80年代前半に、既婚であつた女性の現在の働き方
は、主婦役割を肯定する過去の意識によつて影響を受けている。正規やパー トといつた雇
用された形態で働いていて主婦役割を肯定していたものは、主婦という役割に否定的であ
つたものより、現時点において無職である確率が高い。働き方 (=市場労働)だけを見て
いたり、一時点だけを見ていただけでは分からなかつたメカニズムの存在が明らかにされ
たといえるだろう。
無職であったものたちは分業意識によつて就労化と無職継続の間に有意な差がなかった
が、その要因がどこにあるのか、再就職を阻む要因があるのか、無職であることを望むよ
うになったのかなどを詳細に分析していくことは今後の課題であるが、その一端を明らか
にするために、次の5章では、3、 4章と同じデータを用いて、過去の分業意識とその後の
働き方が人生後期の既婚女性の人生満足度にどのように影響を与えているのかを検討して
いく。
?
?
?
?
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第5章 既婚女性の人生満足感
一一過去の分業意識と職業経歴が与える影響一一
本章では、4章の分析を受けて、過去における性別分業意識 と働き方が、既婚女性の
中高年期の人生満足感にどのような影響を与えるかを明らかにしていく。
5.1 問題設定
本章の目的は、女性の就業に関する規範や制度が大きく変化した80年代を既婚女性とし
て生きた女性たちに着目し、その後 (現在)の人生全体に対する評価、すなわち人生満足
感に着目し、過去における性別分業についての意識とそれが実現した者、そうでない者の
間に満足度の差があるのかを明らかにすることである。
日本においては、1960年代の高度成長期に、製造業を中心とした既婚女性のパー トタイ
ム労働が徐々に定着し、70年代の低成長期には、女性フルタイム労働者のパー トタイム労
働者への切り替えが積極的に行われるようになつてきた (井上2003:124)。
パー ト就業者に既婚女性が多いことはよく知られており1、 日本の企業は、一方で女性を
家庭につなぎとめておきながら、他方で低賃金かつ流動性の高いパー トタイム労働者とし
て、その労働力を活用してきたのである (森岡 1995)。このいわゆるパー トや非正規雇用
といつた就業形態は、資本主義体制における二重労働市場の周辺労働にあたると考えられ
るが、既婚女性の側も、近代家族における根強い性別分業規範や家父長制の影響の下、家
庭内で割 り当てられた家事・育児との両立を前提にパー ト就業へと参入していつた。これ
を木本 (1995)は、家族と企業社会の一種の「共犯関係」と呼んでいる。
このように女性のパー ト就業者の割合が高いことは、女性自身が家庭と仕事の両立を目
指して自発的にパー トという就業形態を選択していることを示すものなのであろうか。
確かに、中高年女性の希望する割合が高い雇用形態はパー トタイマーであるというデー
タもある。平成 14年(2002年)の就業構造基本調査によれば、45歳以上の中高年女性が
希望する雇用形態で最も割合が高いのは「パー ト・アルバイ ト・契約社員」で 70.2%を占
めている (厚生労働省雇用均等・児童家庭局編 2006)。また、実際にパー トタイマーで就労
する人々が、現在の勤務形態を選んだ理由として、「余暇時間や自分の時間を大切にしたい
1労働力調査 (総務省2010)における雇用形態別の雇用者の構成割合の推移によれば、男性では、1985
年にパー ト・アルバイ ト、派遣社員・嘱託の割合は 7.4%であり、それ以降徐々に増加 し、2009年に
は 18.4%となつている。他方で、女性雇用者に占めるいわゆる非正規雇用割合は、1985年には32.1%、
2003年には50.6%、2009年には53.3%にまで増加している。
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ため、都合のよい時間に働けたり、勤務時間 。日数が短いから」が最も多く 38.1%、つい
で 「家事 。育児、介護などがあるため、都合のよい時間に働けたり、勤務時間 。日数が短
いから」が37.7%と、自発的理由が75.8%を占める (野間 1997)。このデータからは、既婚
女性自身が家庭と仕事の両立を目指して自発的にパー トという就業形態を選んでいるよう
にみえる。
パー トを希望し、自発的にパー トの職に就いたものは、当然、満足度も高いと考えられ
るが、パー トの職に就いた人は、本当に満足度が高いのだろうか。また、他の働き方 (職
業経歴)をしてきたものはどうなのだろうか。
本章では以上の問題意識のもと、職業経歴と中高年女性の満足度の関連を検討する。そ
の際、ライフコース論の観点を取り入れ、中高年期の人生を振り返つての満足感は、過去
の分業意識や職業経歴によつて影響を受けると考える(Mocn ct al.1992;Eldcr and Likcr 1982
ほか)。 このような過去の意識の影響についての分析を行うためには、パネル・データが最
適であるため、本章では 3、 4章と同様に、2時点におけるパネル・データを用いて分析を
行 う。第 1波時点は 1982年、第2波時点は 20067¨年であり、第 1波時点である82年とは、
均等法成立以前で分業肯定派がいまだ多数派であつた時代である。さらに、第 2波時点は
均等法施行後20年以上が経過し、分業反対派が多数派を占めるようになつた。この間を既
婚者として生きてきた女性たちは、どのような意識をもち、どのように働き、そしてどの
ように自分の人生を評価しているのであろうか。
本章は、性別分業を支持して無職であるものや性別分業を支持せず無職のもの、性別分
業を支持して雇用労働に従事するものや性別分業を支持せず雇用労働に従事するものは、
自分の人生に対する評価が異なるのか?という問いに答えるものである。この分析によつ
て、家父長制と資本主義の妥協点や相互矛盾点に置かれた個人が、自分の人生をどのよう
に評価するのかを明らかにし、今後の性男1分業の変容可能性を検討する。
5.2 先行研究
5.2.1 性別役割分業意識と女性の働き方および満足感
日本の先行研究においては、雇用形態が本人の志向と一致しているときに生活満足度が
高まることが指摘されてきた。例えば、尾嶋 (2000)では、1985年、95年の30代、40代
有配偶女性の生活満足度について分析している。85年では、分業賛成派の専業主婦や分業
反対派のフルタイム就業者のように分業意識と行動が一致している人の満足度が平均的に
は高くなり、意識と行動が一致すれば生活満足度は高まるという結果であった2。
また、中山 (2008)は、「夫は外で働き、妻は家庭を守る」に対して、一般論として賛成
2しかし_方で、尾嶋 (2000)の95年のデータの分析結果では、生活満足度に対する性別役割分業
意識と就業形態の関連は弱まり、就業形態独自の影響が強くなっている。専業主婦と比較してフルタ
イム就業女性の満足度はどのような性別役割分業意識を持とうとも低くなる。
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か反対か、自分自身の生き方としてのぞむかのぞまないかの 2つに分け、前者を性別役割
分業意識の「一般論」、後者を「個人論」とし、従業上の地位と「一般論」「個人論」の一
致・不一致、生活満足感の関連について分析している。その結果、特に個人論の性別役割
分業意識と実態が整合的であることが生活満足感を規定する要因の 1つとなつていること
を明らかにした。中山 (2008)の分析もまた、尾嶋 (2000)の85年の分析結果と同様、分
業賛成と専業主婦、分業反対と常勤であることが意識と実態が一致しているとみなされて
いる。
アメリカにおいても同様の結果が得られている。Favcr(1982)は、アメリカの22歳から
64歳の女性を対象とした調査を行い、仕事・家庭に対する価値観、実際の地位そして、主
観的な生活満足感の関連を分析している。女性たちを3つの年齢別コーホー ト(22～34歳、
35～44歳、45～64歳)に分け、既婚・未婚、従業上の地位、仕事と家庭のどちらを重視
するかの関連を分散分析した結果、重視しているものと実際の家庭状況や職業状況が一致
しない者が、もつとも満足感が低かつた。たとえば、45～64歳のコーホー トにおいては、
「仕事に低い価値しかおいていない独身女性」と「仕事に高い価値をおいている無職の既
婚女性」で最も満足感が低かった。つまり、女性の仕事や家庭に対する価値観は、職場や
家庭における地位と生活満足感の間を媒介していると考えられるのである。
しかしながら、これまでの研究では、性別役割分業意識およびパー トという就業形態と
満足感の関連については明確ではなかった。その理由として、パー トという働き方が、フ
ルタイムと無職の間に位置し、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」という一般的に
性別役割分業意識を肯定しているものと否定しているもののどちらと一致しているといえ
るのかが明確ではないことが考えられる。そこで本章では、一般的な性別役割分業意識と
は異なる、より限定的な分業意識を用いる。これは家父長制支持の指標となるものである。
5.2.2 主観的幸福感・満足感 口人生満足感の研究
これまで、主観的幸福感 。満足感 。人生満足度の研究は社会学を始め、心理学、医学 (公
衆衛生)などの分野で行われてきた。主観的幸福感の研究の蓄積は数多いが、それは主と
して、主観的幸福感 (suttCCtiVc¨wcllbcing)とは何かを因子構造から把握するもの (たとえ
ば Lawton 1975;和田 1981;藤田1981;前田ほか1989;古谷野ほか 1990)とその規定要
因を探るものに大別される (たとえば Medley 1980;古谷野 1993;平山 。柏木 2005;宍
戸 2007)。主観的幸福感とは、人々が感情・認識として生活 。人生を評価することである。
それは人々が幸せ、平和、達成、そして人生満足とよぶものを含む (Diencr ct al.2003)。
古谷野ら (1990)は、老年期の主観的幸福感の構成概念3を、Gcorge(1981)にならい、
①「認知であるか感情であるか」、② 「短期的なものであるか長期的なものであるか」の 2
3主観的幸福感の測定尺度としては、Lawton(1975)の改訂 PGCモラール・スケールや生活満足度
尺度Aが代表的であり、これらの尺度の下位次元の分類を古谷野 (1989,1990)では行っている。
66
第5章 既婚女性の人生満足感
軸にそつて整理し、国内の2地点におけるサンプルを用いて、9項目からなる生活満足度尺
度 A(LSIA)の因子構造の不変性と「主観的幸福感」の測定尺度としての構成概念妥当性
を確認した。また、Diener ct al.(1985)は、5項目からなる人生満足度尺度 (①多くの点で
私の人生は理想に近い、②私のまわりの環境は非常にめぐまれている、③自分の人生に満
足している、④今までのところ、私は、人生で重要なものを手に入れた、⑤私が死ぬとき、
悔いを残すことはないだろう)を作成している。
また、高齢者の主観的幸福感の要因分析の結果は、対象集団の違いによらず、ほぼ一定
していることが知られており (古谷野 1993)、健康度や社会経済的地位と社会的活動の 3
つが最も大きな要因である (Larson 1978)。
一方で、Mocn ct al.(1992)は、 人生後期の社会的統合や健康は成年期全体の選択と経
験を反映している可能性があるとしている。そうであるならば、中高年期の人生満足感は
過去の選択と経験を反映しているだろう。さらにライフコース論の観点からも、中高年期
の人生を振り返つての満足感は、過去の分業意識や職業経歴によつて影響を受けると考え
らオЪる (Moen et al.1992;Eldcr and Liker 1982ほか)。
そこで本章では、1時点の「生活満足度」ではなく、長期的な人生全体に対する評価とし
て「人生満足度」という指標を用いることとする。
5.3 分析視角と仮説
より限定的な性別役割分業意識を用いるため、本章では、分業意識の分割を行う。それ
は、夫と妻の家庭における家事育児分担の責任がどの程度あると考えるか=「家事分担志
向」と世帯収入を得る責任がどの程度あると考えるか=「共働き志向」の 2つである。こ
のことにより、夫と妻が家庭と労働市場においてそれぞれどの程度の責任を担 うべきと考
えているかが明確となる。そして、分業意識と働き方が一致していれば、人生を振 り返っ
ての満足感が高くなり、一致していなければ満足感が低くなると予想される。
これまで用いられてきた「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」に賛成するものは、
当然 「家事分担志向」は低いと言える。逆に、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」
に反対するものは、「家事分担志向」が高いのか、あるいは女性も外で働くべきと考えてい
るのかどちらかの 2つの可能性が考えられるので「家事分担志向」を用いるほうが、より
狭い範囲の厳密な性別分業に対する意識を図ることができるといえる。
つまり、「家事分担志向」が高ければ、夫が妻と同程度に家事育児分担をする必要がある
と考えているということであり、家庭における家事育児の平等な分担を志向しているとみ
なすことができる。
パー ト就業者が家庭責任を果たすために、自発的にパー ト就業を選択しているのであれ
ば、家庭における平等な家事育児分担を志向しないことが予想される。ゆえに、「家事分担
志向」が高いこととパー トで働くことは意識と実態が一致していないとみなすことができ、
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「家事分担志向」が高いパー ト就業者は満足度が低いと予想されるのである。
同様に、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」に賛成のものは、「共働き志向」が
低いと考えられ、「男性は外で働き、女性は家庭を守るべき」に反対のものは、「共働き志
向」が高いのか、あるいは男性も家をまもるべきと考えているのかどちらか 2つの可能性
が考えられるので、「共働き志向」を用いるほうが、より狭い範囲の厳密な性別分業に対す
る意識を図ることができるといえる。
つまり、「共働き志向」が高ければ、妻自身が夫と同程度に収入を得る責任があると考え
ているということであり、労働市場において夫と同程度に働きたい、収入を得たいと考え
ているとみなすことができる。ところが、「共働き志向」が高くてパー ト就業の場合、パー
ト就業は低賃金であることが多く労働市場の周辺的な地位を占めるため、夫と同程度には
収入を得ることができず、意識と実態の乖離が生じていると考えられるであろう。このこ
とから、「共働き志向」が高いパー ト就業者は満足度が低いと予想される4。
以上のように、一般的に使用されてきた性別役割分業意識を分割することによつて、こ
れまでとらえられていなかつた家事・育児の責任と世帯収入を得る責任の夫婦間の配分を
どのように考えるのか、つまり、家事 。育児責任と世帯収入責任についての平等志向がよ
り明確になるのである。
さらに、満足感として、生活満足感ではなく、人生を振 り返つての満足感=「人生満足
度」を従属変数として用いる。その理由は、本章では過去の意識と働き方に対する評価を
検討したいので、現時点ではなく、長期的な人生に対する認知 (Gcorge1981;古谷野 993ほ
か)、 すなわち「目標への到達度についての評価」および「一過性ではなく変化しにくい人
生の評価」を従属変数とすることが望ましいからである。先行研究においては、9項目 (生
活満足度尺度K)や5項目(人生満足度)からなる指標を用いて因子を作成しているが、本章
ではその両者に共通していて、「認知一長期的」な「目標と現実の一致」を代表すると考え
られる「人生を振り返つて、まあ満足である」という項目に対する回答を従属変数とする。
以上のことを踏まえた分析を行えば、過去にいかなる分業意識を持つていた者が、その
後どのような職業経歴をたどり、中高年期を迎えた現時点で人生を振り返つて満足してい
るのかどうかを明らかにすることができる。
本章で検討すべき主要な仮説は以下の3つである。
(1)パートという職業経歴をたどつた女性は仕事を家庭の両立がしやすかったことから、
人生満足度が高い。
(2)「家事分担志向」が高くパー トという職業経歴をたどつた女性は、人生満足度が低い。
4しかしながら、もしかすると、「共働き志向」が高いもの,すなわち,世帯収入を得る責任がある
と回答するものの中には,伝統的な分業意識を肯定しつつも、市場労働を自ら担うのではなく、内助
の功として妻も世帯収入を担う責任があると考えて、世帯収入を得る責任の一端を担つていると考え
ている可能性も考えられる。「共働き志向」については、やや解釈が複雑になる可能性もある。
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(3)「共働き志向」が高くパー トという職業経歴をたどつた女性は、人生満足度が低い。
これ以外にも、それぞれの意識と職業経歴の組み合わせについて人生満足度を検討して
いくこととする。
5.4 データと変数
5.4.1 データ
データは 3、 4章と同様、WP調査データである。
第2波調査の女性有効回答者は 152人で全員が既婚である。回答者は、1982年時点で27
～68歳(平均42.47歳、標準偏差 8.648)、2006年時点で52歳～93歳(平均66.71歳、標準
偏差 8.516)である。分析対象となる女性 152人は第 1波時点 (1982年)で27～68歳であ
るが、その時点で就業できる可能性の高いものに限定するため、分析対象を82年時点で55
歳以下のものとする。
分析対象者の概要は表 5…1のとおりである。第 1波調査時の居住地は直井 (1984)によれ
ば、東京23区:108人(25.8%)、横浜りll崎:43人(10.3%)、その他の県庁所在地:33人(7.9%)、
近郊郊外 (千葉埼玉):65人(15.6%)、近郊郊外 (東京神奈川):50人(12.0%)、地方都市 :
49人(H.7%)、郡部 :70人(16.7%)であつた。これと比較すると、第2波時点では、地方
都市や郡部の割合が相対的に高まり、東京都特別区や横浜 。川崎において割合が低下してい
る。このような対象者の分布の偏 りがあるため、分析結果の読み取りの際には注意が必要で
ある。
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5.4.2 変数
本章で使用する変数は以下のとおりである。
従属変数となる「人生満足度」は、「あなたのこれまでの生活について、あなたはどのよ
うに感じておられますか。あてはまるものにoをつけてください」という設間で「自分の人
生をふりかえつて、まあ満足だ」に対して、そう思う、ややそう思う、どちらとも言えな
い、あまりそう思わない、そう思わないという回答に、それぞれ 5点から1点を与え、得
点が高くなるほど「そう思う」となるように操作化したものを用いる。
性別分業に関する意識としては、家事育児分担についての意識として「家事分担やお子
さんの世話について、ご主人にはどのくらい責任があると思いますか。」に対する回答、1
妻と同じくらい責任がある、2かなり責任はあるが妻より少ない、を「家事分担志向高群」
とし、3すこしは責任がある、4あまり責任がない、を「家事分担志向低群」とする。
さらにもうひとつ性別役割分業意識として、労働市場における収入を伴う労働を志向す
る意識を用いる。「あなたは、世帯収入を得ることに、自分にどれくらい責任があると感じ
ていますか。」に対する回答、1夫と同じくらい責任がある。2かなり責任はあるが夫より
少ない。を「共働き志向高群」、3すこしは責任がある。4あまり責任がない、を「共働き
表5-1 分析対象者の概要
年齢 度 数   % 第 2渡世 帯 人 員 庁 数 °/。
52-54
55-59
60-64
65-69
70-74
75-79
8.2
18. 5
19.9
23 3
15. 1
15 1
4
5
6～8
不 明
5.5
32 2
26.7
10.3
11.0
9.0
5.5学 歴 庁 数 0/0
旧制高等小学校
旧制高等女学校 。実業学校・師範学校
旧制高校 。高専 。旧制女子大学
新制中学校
新制高校
新制短大・高専
新 割 十 登 r十堂 障 か 全 ォ0ヽ
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10.3
0.7
26.7
39.7
11.0
4.8
第1渡蒙 職 業 度 数 %
専門職
事務職
販売
熟練マニュアル
半熟練マニュアル
非熟練マニュアル
農業
缶 騰
7    4.8
26     17 8
12      8 2
10      6.8
22     15 1
4    27
17     11 6
4R     R, 0
筆 1濤調 杏 眸 キ 」v入 庁 数 O/n
0～300万円
301-600万円
601～900万円
901-1200万円
1201-2000万円
アて日月
44.5
44.5
6.2
2.7
1.4
1
第 2渡調 査 時 居 fT llr 庁 数 %
東京都特別区
横浜川崎
他の県庁所在地
近郊郊外 (千葉埼玉)
近郊郊外 (東京神奈川 )
地方都市
郡蔀
7.8
6.8
2.3
6.4
0.3
85
78
第 2渡調 否 時 世 帯 III入 庁数    %
0～300万円
301-600ラ5 Fl
601-900フ5F月
901～1200万円
1201-2000うF「El
70
41
15
14
6
合 計 0
合 計
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志向低群」とする。
最後に職業経歴の変数として、従業上の地位の変化に着目した分類を用いる。1982年か
ら2006年までの従業上の地位の変遷を御船 。重川 (1999)にならつてパターン分けされた
もの5のなかから、第 1波(1982年)から5年間の職業経歴パターンを用いて分析する。3
章の82年以降の分析対象者の職業経歴をみると、第 1波から5年以内に職業経歴の移動が
ほとんど終わつていることが見て取れ、それ以降は無職化がその多くを占める。したがっ
て本章では、82年から5年間の職業経歴パターンが第 1波時点以降の分析対象者の職歴を
代表しているとみなし、それらを用いて分析を行うこととする。
職業経歴パターンは、正規継続、パー ト継続、自営家族継続、有職化、無職化、無職継続、
その他の7パターンである。この内訳は、第 1波調査の現職従業上の地位のうち1勤め (正
規従業員)を「正規雇用」、2勤め (パー ト・臨時雇用・アルバイ トなど)および5内職を「パ
ー ト」、3自営業主 。自由業および4家族従業者 (自家営業に従事している)を「自営家族従
業者」、非該当を「無職」とし、第2波調査の従業上の地位が2常時雇用されている一般従業
者を「正規雇用」、3臨時雇用 。パー ト・アルバイ ト、4派遣社員、5契約社員・嘱託、8内職
を「パー ト」、1経営者 (重役)・役員および6自営業主 。自由業主、7家族従業者を「自営家
族従業者」、9学生、lo無職を「無職」としている。
上記の 7パターンのうち、正規継続を「正規型」、パー ト継続と有職化を「パー ト型」、
自営家族継続を「自営家族型」、無職化と無職継続を「無職型」とする。その他は分析から
除いている。
コントロール変数としては、「年齢」、「教育年数」、「第 1波の夫の収入」、「第2波の世帯
収入」を用いる。性別役割分業意識は年齢や学歴によつて大きく異なり、また就業構造も
時代によって異なることからコントロール変数として「年齢」6、 「教育年数」7を用い、女
性が就業するか否かは夫の収入によつて左右され、夫の収入が多いほど妻は就業しないと
いうダグラス=有沢の法則により「第 1波の夫の収入」8、 生活満足度や幸福感は世帯収入
によつて規定される (宍戸2007)ことから「第2波の世帯収入」9もコントロール変数とし
て投入する。
53章を参照のこと。
6第2波調査時点の満年齢とする。
7妻本人学歴「旧高等小学校」:8年、「新制中学校」:9年、「旧制高等女学校 。実業学校・師範学校」:
15年、「新制高校」:12年、「旧制高校 。高専 。旧制女子大学、新制短大 。高専」:14年、「新制大学 (大
学院含む)」 :16年とする。
8第1波調査時点の過去 1年間の収入のうち、各選択肢の中央値とする。
9第2波調査時の過去 1年間の「仕事による収入」、「公的 。私的年金」、「その他収入」に対する回答
のうち各選択肢の中央値を合計したものとする。「わからない」や 「無回答」を0とする。
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表 5-2 度数分布
度数  有効%
人生満足度 そう思う
「人生振り返つてまあ満足か ?」  ややそう思う
どちらともいえない
あまりそうは思わない
そうは思わない
46    33 8
51    37.5
22    16 2
13     9 6
4   29
136   100
職業経歴パターン 正規継続
パー ト継続
自営家族継続
有職化
無職化
無職継結
18    12 9
20    14.4
45    32.4
8   5.8
7   5.0
41    29 5
合 計 139   100 0
職業経歴4パターン 正規型
パー ト型
自営家族型
無職型
18    12 9
28    20 1
45    32 4
48    34.5
00.0
家事分担志向
「家事の分担やお子さんの世話に
ついて、ご主人はどのくらい責任が
あると黒いますか^ |
と同 じくらい責任がある
かな り責任はあるが妻より少ない
す こしは責任がある
あま り責任がない
36
49
46
24.7
33.6
315
15   10 3
合 計 146   100 0
共働 き志向
「あなたは、世帯収入を得ることに
自分にどの くらい責任があると
感 じていますか。 |
夫 と同じくらい責任がある
かな り責任はあるが夫より少ない
す こしは責任がある
23    16 1
37    25 9
55    38.5
あま り責任 がない                     28    19_6
143   100_0
表 5‐2は分析に用いる主要な変数の度数分布を示している。「人生満足度」については、3
割程度が満足しており、ややそう思う、を含めると約 7害Jが満足している。その一方でど
ちらともいえない、あまりそう思わない、そう思わない、を合わせて 3割程度が満足して
いない。
次に、「職業経歴4パターン」を見ると、「無職型」力｀34.5%と最も多く、「正規型」力｀最
も少なくなつている。「自営家族型」は「無職型」に次いで多くなっており、「パー ト型」
は約2割である。「自営家族型」が多くなっている理由は、長期追跡パネル調査データの特
性上、第1波時点で持ち家居住のものや夫の転勤がないものが住居を移動させず、第 2波
時点の調査で回答を得やすかったということが考えられる。
さらに、「家事分担志向」についてみると、家事や子どもの世話について、夫はかなり責
任はあるが、妻より少ないと考えているものが最も多くなつているが、「家事分担志向高群」
は6割近くにのぼっている。反対に「共働き志向」については、「低群」に分類されるもの
が約6割である。
次節では、過去の意識と職業経歴が人生満足度に与える影響をみていくこととする。
合 計
?
?
，
?
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5.5 分析
5.5,1 パー ト型は人生に満足しているのか
では、どのような職歴パターンをたどった者が人生に満足しているかを確認する。職業
経歴パターンと「自分の人生を振り返って、まあ満足だ」に対する回答をクロス分析 した
ところ、5%水準で有意差があった。最も満足度が低いのはパー ト型で、「そう思わないJ
と「ややそう思わない」を合わせて 30.8%が満足していないという結果であつた。満足し
ている割合 (「そう思う」「ややそう思う」を合わせた割合)は46.2%である。それに対し
て「無職型」では「そう思う」だけで47.8%を占めており、「ややそう思う」を含めると80.4%
が満足度 している。「正規型」「自営家族型」の満足の割合 (「そう思う」「ややそう思う」
を合わせた割合)は、それぞれ 72.2%、76.9%であった。
自発的に選択している割合が高く、余暇や家事 。育児・介護などと両立しやすいはずの
パー ト型において、予想に反して人生満足度が低いのである。
5.5.2 過去の意識と職業経歴は人生満足度に影響を与えるか
ではさらに過去の分業意識・職業経歴パターンと人生満足度の関連をみていこう。
図 5-1は「家事分担志向」別 。「共働き志向」別に職業経歴パターンごとの人生満足度を
示したものである。
80%     100%        |
h  i 正規型 n.lo
パート型 n=9
自営家族型 n‐19
無職型 n‐16
正規型 n‐8
パート型 n・17
自営家族型 n=20
無職型 n・27
正規型 n‐11
パート型 n・17
自営家族型 n‐23
無職型 n=23
正規型 n・7
パート型 n.9
自営家族型 n=16
無職型 n=23
●そう思わない+あまりそう思わない 日どちらともいえない
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alやそう思う+そう思う  | ■そう思わない+あまりそう思わない 日どちらともいえない 口ややそう思う+そう思う
意識別職業経歴別人生満足度
図 5-1左の「家事分担志向」についてみていくと、「家事分担志向」高群において職業経
歴パターン別に満足度に有意差があり、「パー ト型Jの不満足度が最も高いことがわかる。
「そう思わない」「あまりそう思わない」を合わせた割合は、35.3%である。「ややそう思う」
「そう思う」を合計した満足しているものの割合は、3割強程度にとどまっている。次いで、
「正規型」において不満なものの割合が高い。満足しているものの割合は「正規型」と「自
営家族型」がそれぞれ 72.7%と73.9%で同程度となっている。それに対して「家事分担志
向」低群では職業経歴ごとに満足度に有意差はないが、やはり「パー ト型」において不満
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なものの割合がやや高くなっている。
図 5…1右の「共働き志向」についてみていくと、「共働き志向」高群では、10%水準では
あるが、職業経歴パターン別に満足度に有意差がある。やはり、「パー ト型」が人生をふり
かえつてみて、まあ満足だと思っていない割合が高く、「そう思わない」と「あまりそう思
わない」を合わせた割合は、44.4%である。そして最も満足度が高いのは、やはり「無職型」
であり、「そう思う」と「ややそう思う」を合わせた割合は、81.3%となっている。「共働き
志向」低群については有意差はないが、やはり「パー ト型」で不満足である割合が高く、
満足である割合が低くなっている。
図 5‐1の分析から、過去の分業についての意識と職業経歴によつて人生満足度にちがいが
みられることが分かつたが、この意識と働き方の組み合わせが、人生満足度を左右する要
因だといえるだろうか。そこで、他の要因をコントロールした上で、「家事分担志向」「共
働き志向」と職業経歴パターンが人生満足度に与える影響を分析していくこととする。ど
ちらの分析においても多重共線性について問題はないことを確認している。
モデル I
非標準化係数   標準誤差 非標準化係数 数   標準誤差 非標
(定数)
午齢
妻教育年数
夫79年収入
06
無職 型 (ref)
正規 型
パー ト型
正規 型 ×家 事 分担 志 向 高
パー ト型×家事分担志向高
0 875      1 325    1 100
0 036 *   0 016    0 034
0 049     0 052    0 024
0 000     0 000    0 000
0 001 **  0 000    0 001
-0 293     0 298   -0 038
-0 726 **  0 261   -0 087
1 094       1 345
0 035 *     0 016
0 045       0 052
0 000       0 000
0 001 **    0 000
-0 262       0 304
-0 751  **    0 260
1 320
*  0 016
0 054
0 000
**    0 000
0 446
0 394
0 588
0 527
(定数)
年齢
妻教育年数
夫79年収入
無職 型 (ref)
正規 型
パー ト型
-0 323
-0 457
1 349
*  0 016
0 052
 000
** 0 000
0 432
 319
0 992
0 036
0 040
0 0
0 0
-0 475
-1 134
-0 041     0 597
-0 862     0 539
121
2 736 **
N
F値
123
3 426 **
123
2 961 **
まず、家事分担志向・職業経歴と人生満足度の関連をみていく。表5-3は人生満足度を従
属変数とする重回帰分析の結果である。表 5…3左側のモデル Iをみると職業経歴パターンに
は有意な効果があり、過去の意識つまり「家事分担志向」をコントロールしても「パー ト
型」において満足度が低くなっていることが分かる。さらに「家事分担志向」と職業経歴
の交互作用項を投入したモデルⅡをみると、「家事分担志向」と「パー ト型」の交互作用に
有意な効果があり、「パー ト型」の主効果の有意性が消え、非標準化係数は-0.726から一
0.087へと絶対値が大きく低下している。「家事分担志向」と「パー ト型」の交互作用の係
数は-1.134であり、「家事分担志向」の高い「パー ト型」において人生満足度が最も低く
なっている。さらに、モデルⅡでは、「パー ト型」の主効果が消えていることから、「家事
分担志向」の低かった「パー ト型」の満足度は「フルタイム型」「無職型」と差がないとい
表 5-3 人生満足度に対する重回帰分析の結果
**p〈0 01,*p〈0 05,+p〈0 10
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える。
次に、共働き志向 。職業経歴と人生満足度の関連をみていく (表5-3右側)。 モデル Iを
みると、過去の「共働き志向」をコントロールしても「無職型」に比べ、「パー ト型」にお
いて満足度が有意に低くなっていることが分かる。さらにモデル Iに職業経歴パターンと
「共働き志向」の交互作用項を投入したモデルⅡでは、調整済みR2乗の値が0.001低下し、
「パー ト型」の主効果が有意でなくなり、「共働き志向」と「パー ト型」の交互作用も有意
ではない。
以上の分析によつて明らかになったことは、「パー ト型」という職業経歴をたどつたもの
のうち、過去において「家事分担志向」が高かったもの、つまり夫婦間の家庭内の分業に
否定的であったものは他のものに比べて人生満足度が低いということである。これは本章
において、夫婦間の家事育児分担についての過去の意識、世帯収入分担についての過去の
意識を用いて分析したことによりはじめて明らかとなつたものである。
また、「正規型」「自営家族型」「無職型」においては、過去の意識の高低によつて人生満
足度に差がないという結果であつた。さらに「正規型」の人生満足度は、「無職型」と差は
ないといえる。これは、先行研究での知見、つまり、性別役割分業肯定の専業主婦と否定
の常勤就業者の満足感が相対的に高いという結果とは一致しないものとなつた。この点に
ついては、次節で考察していく。
5.6 議論と考察
本章における主要な仮説は (1)パートという職業経歴をたどつた女性は仕事を家庭の両
立がしやすかつたことから、人生を振り返つての満足度が高い。(2)「家事分担志向」力｀高
くパー トという職業経歴をたどつた女性は人生を振り返つての満足度が低い。(3)「共働き
志向」が高くパー トという職業経歴をたどつた女性は人生を振り返つての満足度が低い。
の3つであつた。
本章での分析の結果、仮説 (1)は支持されず、反対に「パー ト型」のものは、「正規型」、
「自営家族型」、「無職型」に比べ、満足度が低い傾向にあつた。さらに、仮説(2)は支持され、
「家事分担志向」力｀高い「パー ト型」のものが「家事分担志向」の低い「パー ト型」および
「正規型」「自営家族型」「無職型」に比べて満足度が低いことも明らかになつた。夫にも自
分と同じ程度に家事育児の分担があると考えながら、パー ト就業をしていた主婦は、実際に
はほとんど自分自身が家事 。育児を分担しながら、パー トでも働くという新・性別役割分業
(樋口 1985)を体現していたことが予測される。ここでは、分析結果を省略しているが、第
1波(1982年)における家事分担 (買い物、料理、掃除、修理について)を妻に聞いている。
買い物、料理については、「全く妻」や「ほとんど妻」と回答する割合が高いが、なかでも「パ
ー ト型」の女性では、買い物、料理の担当について「全く妻」か 「ほとんど妻」と回答した
ものが 100%であつた。このような負担が、人生満足度を低下させたのであろう。
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以上のことから「家事分担志向」という過去の意識変数を用いることによつて、先行研究
でこれまで明らかにされてこなかつた、過去の分業意識とパー ト就業及び人生後期の満足度
の関連が明らかになつたと言えよう。このことは、家父長制の不支持と二重労働市場の周辺
労働の組み合わせ、すなわち家父長制と資本制の妥協点に位置する既婚女性の人生満足度の
低さが露呈したともいえる。本章の知見は家父長制と資本制の共謀であったパー ト就業とい
う働き方にほころびを見え始めていることを示しており、家庭内における家事分担や非正規
といった働き方の変更を迫るものといえよう。
仮説 (3)については、支持されなかつた。しかし、過去の「共働き志向」をコントロー
ルしても「パー ト型」の者の人生満足度は「無職型」のものより有意に低かつた。
以上の結果からどのようなことが考えられるだろうか。本章が分析対象とした調査の第 1
波時点である82年とは、均等法成立以前で分業肯定派がいまだ多数派であつた時代である。
82年時にすでに結婚していた女性は、性別分業を肯定し、結婚すれば主婦になるという生
き方が規範としても肯定され、社会制度もそれを後押ししていた時代を少なくとも結婚す
るまでは経験してきたといえるだろう。
その規範を内面化し、その規範 (性別役割分業肯定)に沿う形で「無職型」という職業
経歴をたどった既婚女性たちが中高年期を迎えても人生について相対的に満足している。
一方でパー トという職業形態を選択したものが相対的には満足度が低い。特に「家事分担
志向」の高い女性においてその傾向は顕著である。
80年代に既婚女性が無職化すること、無職でつづけることは、それが可能であれば、規
範にも合致し、生き易い選択肢であったのだろう。しかし、パー トで働くことは、都合の
よい時間に働き、家事育児とも両立できると考えられていたが、実際には満足感が高まる
ことにはつながらず、負担となって満足度を下げることになっていった。これは、パー ト
が働く職場環境によるものであるかもしれないし、また家庭における家事・育児分担の荷
重によるものであるかもしれない。
また、先行研究の結果から予想された「家事分担志向」「共働き志向」の高い「正規型」
の満足度が高いという点については、今回の分析結果からは支持されず、過去にどのよう
な意識をもつていようとも、第2波時点では、「正規型」は「無職型」と満足度に差がなか
つた。第2波調査時点の2006-7年における性別役割分業についての規範は第 1波調査時点
の 1982年とは大きく変化している。第 1波時点に比べれば、今は法律上、男女ともに同等
に働くことができる時代であり、男女共同参画の機運から、女性の就業が推奨されている
はずである。こうした時代の変化も後押しして、過去においてどのような意識をもつてい
たとしても、頑張って働いてきてよかつたと振りかえることができているのかもしれない。
先行研究と異なる結果となった要因として、他に考えられることは、クロスセクショナ
ルな調査では、実態を評価する際にその時点の意識と直接照らし合わせてしまったことに
よるものであるかもしれないし、実態に合わせて意識を変化させたものが、満足と回答し
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たという可能性もある。尾嶋 (2000)や中山 (2008)の分析では、他の変数でコントロー
ルされていなかったということも理由として考えられる。あるいは、本章では、「男性は外
で働き、女性は家を守るべき」という一般的な性別役割分業意識とは異なる指標を用いた
こともその要因の 1つと考えられる。
ここで、留保すべき点をあげておきたい。まず、サンプル数が非常に限られており、さ
らに長期追跡パネル調査データの制約から、第 1波のサンプルから多くが脱落し、捕捉で
きたものは第 1波時点で持ち家に居住していたものの割合が高いというバイアスがある
(田靡 2009)。そのため、第 1波時点では、関東7都県でサンプリングを行つているが、母
集団を関東7都県とは言い難いという点に注意が必要である。
さらに、分析では過去における人生満足感、生活満足感といったものが、コントロール
されていない点にも注意すべきである。もともと人生満足感の高かったものが「無職型」
であつた可能性もあり、職業経歴だけの効果とは言い切れないため、今後の課題としたい。
また、従業上の地位のみではなく、職業の具体的な内容についても考慮するべきであろう。
本章では、4章と同様にソコロフの労働市場の弁証法的諸関係のモデルに依拠しながら、
ライフコース論の観点を取り入れ、過去の意識と働き方を分析に組み込むことによつて、
新たな知見を得ることができた。家父長制と資本制の妥協点に位置する周辺労働市場で働
いていたパー ト就業者たちの人生満足度の低さは見過ごされてはならない。
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第6章 働き方と性別役割分業意識が家事分担に与える影響
―
NFRJ08を
用
い た 分 析 一
本章の目的は、現代の日本における家事分担の規定要因を、女性の就業形態と性別役害1
分業意識に着目し、第3回家族についての全国調査 (NFRJ08)のデータを用いて、計量的
に明らかにすることである。特に、労働市場において中核的な働き方である正規就業と性
別役割分業意識 (=家父長制への支持)力｀家事分担に与える影響に焦点をあてる。
5章までは、女性の労働市場での働き方 (従業上の地位)に焦点をあて、性別役割分業意
識との関連についてパネルデータを用いて分析を行ってきた。続く6、 7章は家庭における
性別分業を従属変数とする分析である。
6.1 問題設定
本章では、現代の日本における家事分担の規定要因を、女性の就業形態と家族に関する
意識に着日し、全国規模の調査データを用いて、計量的に明らかにする。特に焦点をあて
るのは、女性の中核市場での働き方である正規就業と性別役割分業意識 (=家父長制への
支持)が家事分担に与える影響である。本論文を貫く分析枠組みである女性労働の弁証法
的諸関係の中でも家事労働と市場労働の関係は最も大きな課題である。
さらに性別分業は、近代家族を特徴づけるものの一つであり、その実態とそれを支える
要因の解明は、家族研究の主要なテーマとされてきた (松田・鈴木 2008)。また、子どもの
社会化は家庭内においてまずなされることから、家庭内の性別分業の実態やその規定要因
を明らかにすることは、次世代の性別分業を考える上でも重要な課題といえる (Blair and
Lihter 1991)。
日本においては、被雇用者としての労働市場への女性の参入は増大を続けているが、そ
の一方で、男性の家事分担割合は、国際的にみて非常に低い数値にとどまっている。図 6-1
はISSP2002“Family and Changing Gender RolcⅢ"のデータをもとに、週あたりの夫婦の家事
時間にしめる夫の家事時間の割合をグラフにしたものである。
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1
ー|
1
図 6…1 男性の家事分担時間割合
(ISSP2002 Farnily and Changing Gcndcr RolelⅡより作成)
この図をみると明らかなとおり、一番左側の日本の男性の家事分担害1合は10%程度で、
この調査の対象国 (地域)の中では最も低い割合となつている。同じデータを用いて、家
事分担に対する不公平感の国際比較分析を行った不破 。筒井 (2010)は、性別役害1分業意
識が強い国では、実際に妻の家事負担が大きく、また、妻が長時間働いていたり、高学歴
であつても、そのことに対して不公平感を持ちにくいということを、マルチレベル分析を
用いて明らかにした。つまり、そもそもの家事分担比率が不平等でかつ性別分業意識が強
い日本のような国では、女性は不公平感を感じにくく、それゆえ家事の大部分を担い続け
てしまうという循環があるという。このような状況の中で、日本の家庭内や労働市場など
における性別分業の実態を詳細に解明することは、その平等化に向けて、喫緊かつ継続的
な課題であるといえるだろう。
本章が着目するのは、性別分業の根強い日本において、その体制に抗して正規雇用で働
く既婚女性である。Engcls(1884=1973)はかつて、女性の解放は、全女性が公的産業に復
帰することを第一前提条件とすると述べた。しかしながら、多くの既婚女性たちは、パー
トという就業形態を選択することにより、仕事も家事も負担するという二重役割を担 うこ
ととなった。つまり、上野 (1991)の言葉を借りれば、「エンゲルスのいうような女性の労
働者化が家父長制をゆるがすという仮説はあてはまらない」のである。
では、中核的な労働市場で働いていると考えられる正規雇用の女性たちはどのような家
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事分担を行っているのであろうか。彼女たちは家父長制と資本制の矛盾点に立つ者といえ
るが、多少なりとも家事労働を免れているのであろうか。それとも、不破・筒井 (2010)
が明らかにしたように、日本の女性たちは不公平感を感じにくいため、どのような働き方
をしていても、同程度に家事を担っているのであろうか。
さらに、女性が働くこと、特に正規という雇用形態で働くことと性別役割分業意識の革
新化には一定の関連が予測される (末盛・石原 1998)。すなわち、正規で働く女性は、より
平等志向の分業意識をもつことが予想され、その妻をもつ夫も、分業意識を平等化させる
ということが考えられる。反対に女性の中でも正規就業をしつつ分業を肯定しているとい
う葛藤を抱えた状態に陥っている者もいると考えられる。
正規で働く妻は分業意識を平等化させ、より少なく家事を行い、妻が正規で働く夫は、
性別役割分業意識を平等化させ、より多く家事を行うのだろうか。分業を肯定している正
規就業の妻や正規就業の妻をもつ分業肯定の夫はどのような家事分担を行つているのだろ
うか。
6.2 先行研究と仮説
夫婦間の家事分担を規定する要因、特に夫の家事頻度を規定する要因についての研究に
は膨大な蓄積があるが、2章において整理しているので、ここでは簡単な確認だけしておこ
う。
アメリカにおける家事分担の規定要因に関する研究をレビューした論文として ShcltOn
and John(1996)のものが代表的である。その中では、家事分担を規定する要因として4つ
に整理されている1。 その4つとは、①ニーズ説、②相対的資源説、③時間制約説、④性役
割イデオロギー説である。以上のような、アメリカにおける代表的な家事分担の規定要因
についての仮説に基づき、日本においても多くの実証研究が積み重ねられてきた。
ニーズ仮説として、子どもの年齢や人数、親との同居が検討されてきた (品田 1996;稲
葉 1998;Nishioka 1998;永井 19 ;松田2004;岩間2008ほか)。 親との同居は、ニーズ仮説
の変数であると同時に、代替資源仮説の変数でもある。代替資源仮説は、世帯内外で夫婦
以外に家事を担当してくれる人間がいれば、男女ともに家事参加が減るという仮説である
(稲葉 1998)。親との同居は、家事の量 (ニー ズ)を増やすこともあれば、親が代わりに家
事を分担してくれることによつて、子世代の家事が減ることもある。相対的資源仮説とし
ては、夫婦の収入格差や学歴が用いられ (Kamo 199生稲葉 1998;永井 1999;松田2004ほ
か)、 時間的余裕仮説としては、妻の就労形態や夫の帰宅時間などが分析に用いられている
(Kamo 1994;稲葉 1998;永井 1999,2001;松田2004;岩間 2008)。さらにジェンダーイデオ
ロギー仮説として、「男性は外で働き、女性は家を守るべき」という意識を用いたもの (稲
1大きくはrelative resources,time availabilittt ideologyであるが、日本で多く取り上げられる仮説との
整合性を考慮し、ここではtime availabilityをニーズ説と時間制約説に分割 している。
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葉 1998;松田2004)、複数項目の意識変数を主成分分析したもの (Nishioka 1998)2、学歴を
代替変数としたもの (永井 1999)、複数の家族観に関する意識項目をダミー変数として用い
たもの (岩間2008)などがある。
以上の4つの仮説以外に、夫婦間の情緒関係を考慮した情緒関係仮説 (稲葉 1998)があ
り、これは、夫婦の情緒関係が高いほど、男性の家事参加が高まるというものである。夫
婦で一緒に外出や買い物をするといつた、情緒的な意味をもつた共同行動が増えると、家
事・育児も夫婦共同で行 うことが増加 し、男性の家事参加が増大すると考えられる (稲葉
1998)。
ここまで、国内外の家事分担についての先行研究を簡単に再確認 したが、本章では、妻
の有償労働および、その有償労働や家事分担と大きく関連する性別役割分業意識 (=家父
長制の支持)に着目することから、次に、女性の就業と家事分担の関連に関する先行研究
に焦点をあてて検討していく。これらは、先にあげた相対資源仮説や時間的余裕仮説にま
たがる研究であるといえる。
90年代前半には、妻の従業上の地位は夫の家事に有意な効果がない(永井1992;Kamo 1994)
という結果が得られていたが、2000年代に入ると、一部の家事 (掃除)に効果がある (永
井 2001)というものや、妻の職業階層別にみるとフルタイム就業であることが夫の家事参
加度に正の効果 (専門管理職と事務職)と負の効果 (サー ビス職)をもつという研究結果
(岩間 2008)も出てきている。これらの先行研究から、さらに時を経て、女性の労働市場
への参入が進んでいる現在においては、夫婦間の家事分担の平等化が進んでいると期待さ
れるが、実際にはどうなっているのであろうか。
以上のことを踏まえ、本章では、妻の正規就業による性別役割分業意識の革新化 (末盛 。
石原 1998)に着目し、妻の従業上の地位と性別役割分業意識が夫婦の家事分担に与える影
響を明らかにする。それぞれが、個別に影響を与えることも考えられるが、本論文全体と
しては、それらの相互作用や矛盾点に焦点をあてることから、本章ではこれまであまり検
討されてこなかつた交互作用についての検討を行う。
本章で検証を行 う仮説は以下のとおりである。
1.妻の従業上の地位による差異仮説
①夫の家事頻度・割合は、妻が就業することによつて増加する。
(正規>パー ト>無職の順に多くなる)
②妻の家事頻度は、妻が就業することによって減少する。
(正規<パー ト<無職の順に少なくなる)
2.性役割イデオロギー仮説
2 結婚後は、夫は外で働き、妻は家事労働に専念すべき。母親は、
持たず、子育てに専念すべき。男女は違った育て方をすべき。の 3
に反対、を反転したものを主成分分析 している。
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①夫の家事頻度・割合は、夫もしくは妻が性別役割分業を肯定しているほど減少する。
②妻の家事頻度は、妻もしくは夫が性別役割分業を肯定しているほど、増加する。
3.性別役割分業意識と従業上の地位による差異仮説
①夫の家事頻度・割合は、妻の従業上の地位と性別役割分業意識の交互作用によって差
異が生じる。
②妻の家事頻度は、妻の従業上の地位と性別役割分業意識の交互作用によって差異が生
じる。
6.3 データと変数
6.3.1 データ
使用するデータは、第3回家族についての全国調査 (NFRJ08)である。これは、日本家
族社会学会全国家族調査委員会が 1998年度より実施している継続的全国調査の3回日にあ
たるものであり2009年1～2月に実施された。対象者は日本国内に居住する 1936～1980年
生まれの個人であり、層化二段無作為抽出法によつてサンプリングされ、標本サイズは9400
人、回収数は5203人、回収率は55.35%である。調査は訪問留置法で実施された。
対象者本人や配偶者の職業に関する情報や家事分担および家族構成の情報が豊富に得ら
れる最新のデータであり、現在の日本における夫婦間の家事分担を職業や意識といつた要
因によつて明らかにするうえで有効なデータであるといえる。このうち、男女とも60歳以
下で有配偶、男性については有職のサンプルを分析に用いる。女性の就業と家事分担の関
連に着目するため、本章では、女性の就業割合が高くなる末子 7歳以上に限定して分析を
行 う3。 対象者は、男性615人(平均年齢 50.951歳)、 女性679人(平均年齢48.063歳)で
ある。(表6…1、 6…2参照)
6.3.2 従属変数
従属変数は、週あたりの家事頻度を用いる。これは岩井 (2001)や松田 (2004)に従つ
たものである。
問7付問18あなた自身と配偶者の方は、次にあげる (ア)～(オ)の家事を現在どのく
らいの頻度で行っていますか。(ア)「食事の用意」は、(イ)「食事のあとかたづけ」は、(ウ)
「食料品や日用品の買い物」は、(工)「洗濯」は、(オ)「そうじ (部屋、風呂、 トイレな
ど)」 は、に対する回答 「ほぼ毎日」に7点、「週に4～5」 回に4.5点、「週に2～3回」に
2.5点、「週に1回」に 1点、「ほとんど行わない」に0点を与える。この5項目の家事の得
点を合計し、夫の家事頻度、妻の家事頻度とする。さらに、夫の家事割合として夫の家事
3 本人と配偶者の過去一年間の健康状態について、「大変悪い」と回答 した者についても、分析から
除外 している。
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頻度の合計得点を夫の家事頻度と妻の家事頻度の合計得点で割つたものに 100をかけて使
用する。この理由は、日本における先行研究は、夫の家事時間や頻度に着目したものが多
い (永井 1992)が、夫婦間の分業を明らかにするためには、それぞれがどの程度の家事を
分担しているのか、さらに相対的な割合がどの程度であるかを規定する要因を明らかにす
ることがのぞましい (Kamo 1988;Blair and Lichter 1991)と考えられるからである。
6.3.3 独立変数
まず、妻の現在の従業上の地位である。正規、パー ト、自営家族、無職の4つに分類し、
それぞれをダミー変数として用いる。その内訳は、「正規」=経営者・役員、常時雇用され
ている一般従業者、「パー ト」=臨時雇い 。パー ト・アルバイ ト、派遣社員・契約社員・嘱
託社員、「自営家族」=自営業主 。自由業者、自営業の家族従業者、内職、「無職」=無職
である。
次に性役割イデオロギー仮説を検証するものとして、性別役割分業意識を用いる。問 8
の (ア)男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである。(イ)子どもが3歳くらいまでは、
母親は仕事をもたず育児に専念すべきだ。(ウ)家族を (経済的に)養うのは男性の役割だ。
の3項目に対する回答、1そう思う、2どちらかといえばそう思う、3どちらかといえばそ
う思わない、4そう思わない、を肯定するほど得点が高くなるように反転する。以上の3項
目を主成分分析したものを性別役割分業肯定主成分とする4。 男女別に分析を行うため、男
女別に主成分分析を行つている。
夫婦の情緒関係を示す変数として、情緒的サポー ト主成分を用いる。問7付問 17の(ア)
配偶者は、わたしの心配ごとや悩みごとを聞いてくれる。 (イ)配偶者は、わたしの能力や
努力を高く評価してくれる。 (ウ)配偶者は、わたしに助言やア ドバイスをしてくれる。の
3項目に対する回答、1あてはまる、2どちらかといえばあてはまる、3どちらかといえば
あてはまらない、4あてはまらない、を肯定するほど得点が高くなるように反転する。以上
の3項目で主成分分析したものを情緒的サポー ト主成分とするS。
その他のコントロール変数として、以下のものを用いる。ニーズ仮説 。代替資源仮説に
もとづくものとして、子どもの数、末子年齢、母親との同居ダミー、相対的資源仮説にも
とづくものとして、夫教育年数、夫婦の教育年数差、妻収入、夫婦の収入差を用いる。時
間制約仮説にもとづくものとして、夫の労働時間を用い、さらに階層をコントロールする
ものとして、夫の職業階層をダミー変数として用いる。各変数の記述統計や度数分布は以
下のとおりである。
表 6‐1は記述統計であり、上半分が男性回答者、下半分が女性回答者によるものとなつて
4 主成分得点は付表 6-1のとお りである。
S 主成分得点は付表 6-2のとお りである。
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いる。男性回答者の夫家事頻度の平均値は 4.801、妻家事頻度平均値は29.204である。夫の
家事割合の平均値は 12.294%となつている。それに対して、女性回答者の夫家事頻度の平
均値は 3.032、妻家事頻度の平均値は29.439である。夫の家事割合は8.854%となっており、
男女で比較すると、それぞれ自分自身の家事頻度を多めに回答する傾向があるようである。
回答者の年齢は、男性が30から60歳、女性は31歳から60歳である。末子年齢は、男
性回答で7歳から39歳、女性回答で7歳から34歳である。夫の教育年数と妻の教育年数
の差は0.621年と0.676年で、夫のほうがやや長くなつている。夫収入と妻収入の差は、約
450万円と414万円で夫のほうが多く、妻収入の平均は 170～180万円程度である。夫の 1
日あたりの労働時間は、片道の通勤時間を加えた数値を表示しているが、平均で 10時間程
度となっている。
情緒的サポー ト主成分、性別役割分業肯定主成分については、どちらも男性回答のほう
が平均得点が高くなっている。
表6-1 記述統計
男性             度数   最小値 最大値 平均値 標準偏差
夫家事頻度
妻家事頻度
夫相対的家事割合 (%)
608            0
615            0
592            0
4.801     6.379
29.204     6.317
12.294    14.640
35
35
10
年齢
末子年齢
夫教育年数―妻教育年数
夫教育年数
夫収入―妻収入 (万円)
妻収入 (万円 )
夫一 日あた り労働時間
情緒的サポー ト主成分
性別役割分業肯定主成分
60    50.951     6.410
39    18.065     6.733
7     0.621     2.081
18    13.626     2.274
1200   449.886   330.857
1150   174.130   193.517
15     9.997     1.652
1.279     0.101     0.895
1.555     0.176     0.916
615
615
615
615
615
615
615
615
615
30
7
-5
9
-600
0
3
-2.651
-2.164
女 性 度 数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
夫家事頻度
妻家事頻度
夫相対的家事割合 (%)
651
679
645
0
9.5
0
23.5     3.032     4.127
35    29.439     5.644
65.6258.854    11.502
年齢
末子年齢
妻教育年数―夫教育年数
夫教育年数
妻収入―夫収入 (万円)
妻収入 (万円)
夫一日あたり労働時間
情緒的サポー ト主成分
性別役割分業肯定主成分
60    48.063     6.333
34    17.183     6.651
5    -0.676     1.985
18    13.809     2.236
500  -414.205   335.676
1200   176.333   186.743
15     9.960     1.844
1.279    -0.124     1.041
1.555    -0.140     0.949
679
679
679
679
673
679
679
679
679
31
7
-7
9
-1200
0
0
-2.651
-2.164
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表6-2は、独立変数の度数分布を示したものである。左半分が男性回答、右半分が女性回
答である。子どもの人数の最頻値は 2人で、半数以上を占めており、回答者の大多数が、
子どもが3人以内である。親との同居については、男性回答では、24.9%が自分の親と同居
している。妻の母親と同居しているのは、6.3%である。女性回答では、22.4%が夫の母親
と同居している。自分の母親と同居しているのは、9.9%である。男女どちらの回答におい
ても、夫の母親との同居率が高くなつている。夫の職業については、男女どちらの回答に
おいても、専門管理が最も多くなってお り、次いで、技能労務、事務営業の順となつてい
る。農業漁業が最も割合が低い。
妻の従業上の地位については、男女どちらの回答においても、パー トが最も多く、4割程
度を占めている。次いで、無職、正規の順となっており、自営家族が最も少ない。分析対
象者は以上のような構成になっている。
表 6…2 度数分布
男性 性
N    %   累積% %   累積%N
子 どもの数
1人
2ノ｀
3ノ｀
4人
5人
77     12.5      12.5
354     57 6      70.1
166     27.0      97 1
15      2.4      99.5
3      0.5     100.0
88      13.0      13.0
380      56.0      68 9
182     26.8      95 7
27       4 0      99.7
2       0.3     100.0
自分の母 と同居 していない
自分の母 と同居
義理の母 と同居 していない
義理の母 と同居
462     75.1      75.1
153     24 9     100.0
576     93.7      93 7
39      6.3     100.0
612      90 1      90.1
67       9.9     100 0
527     77.6      77.6
152      22.4     100.0
夫職業
専門管理
事務営業
販売サー ビス
技能労務
農業漁業
235     38.2      38 2
99     16 1      54.3
75     12.2      66.5
181     29.4      95.9
25      4.1     100.0
252     37.3      37.3
105      15.5      52 8
88      13.0      65 8
212      31 4      97.2
9       2.8     100.0
妻従業上の地位
正規
パー ト
自営家族
無職
136     22.1      22 1
246     40.0      62.1
61      9 9      72.0
172     28.0     100 0
155     22.8      22.8
290      42 7      65.5
71      10 5      76.0
163     24.0     100 0
N
6.4 分析
それでは、分析に入つていこう。tt 6-2、図 6‐3は、従属変数の家事項目別に夫と妻の週
あたりに行 う平均回数をグラフにしたものである。男性回答でも女性回答でも、妻は食事
用意、後片付けを週に平均6.5回程度行い、洗濯も6回強、買い物とそうじは5回程度行つ
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ている。それに対して、夫の家事頻度は低調であり、いずれの家事についても週に 1回す
るかしないかである。特に女性回答の夫の家事頻度平均値はすべて 1回未満となつている。
7
6
5
週
絶
4
呂 3
数 2
1
0
?
?
?
?
?
?
已 が 誰 が ド当 が
□夫
□妻
□正規
日パート
ロ自営家族
■無職
図 6‐2 家事頻度平均値 (男性回答) 図 6…3 家事頻度平均値 (女性回答)
次に妻の従業上の地位別の家事頻度を見ていこう。図 6‐4は、妻の従業上の地位別に夫が
週あたりに行う家事頻度の平均値を示したものである。どの家事項目においても、妻が正
規において、夫の家事頻度が高くなつている。特に食事後片付けと食事用意が多くなつて
いる。tt 6-5は、妻の従業上の地位別の妻の家事頻度を家事項目別に示したものである。こ
ちらは、どの家事項目においても正規就業のものにおいて最も頻度が低くなっている。
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
□正規
田パート
ロ自営家族
口無職
ゲ
，????
4バが結が
図6-4 妻の従業上の地位別夫の家事頻度
(男性回答)
図 6‐5 妻の従業上の地位別妻の家事頻度
(女性回答)
次に、重回帰分析を用いて、夫婦の家事分担の規定要因を分析していこう。まず、夫の
相対的な家事割合を従属変数とした分析を行う。モデル Iにはコントロール変数と妻の従
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業上の地位を投入し、モデルⅡにはモデル Iに情緒サポー ト主成分と性別役割分業肯定主
成分を投入し、最後にモデルⅢには、さらに妻の従業上の地位と性別役割分業肯定主成分
の交互作用項を投入していく。分析結果は、表 6‐3のとおりである。左半分は男性回答、右
半分は女性回答によるものであり、係数はすべて非標準化係数である。
表6-3 夫の相対的な家事割合の規定要因
従属変数 :夫相対的家事害1合
ル
(定数)
ニーズ仮説
末子年齢
子 どもの人数
20 704 **
-0 230 *   -0 200 *    -0 211  *
-1 050     -1 165      -1 338
19 832 * 22 813  **13 856 *17 912 **   17 880 **
-0 070    -0 103      -0 091
-0 616      -0 480      -0 441
代替資源仮説
夫の母同居ダミー -2 734  1   -2 798 *    -3 010 *       -3 256 **   -3 231  **   -3 125 **
書 の 母 同 居 ダ ミー        ー1732   1910   1674     2140   2164   22R0
相対的資源仮説
本人教育年数―配偶者教育年数
夫教育年数
本人収入 配偶者収入
-0 148      -0 168
0 066       0 064
0 001       0 001
-0 564
0 551
-0 003
0 011
-0 483
0 469
-0 002
0 011
-0 423
0 421
-0 003
0 009
-0 018
0 250
0 001
夫専門管理ダミー (ref)
夫事務営業ダミー
夫販売サービスダミー
夫技能労務ダミー
-2 727
0 401
-0 031
-3 787
-2 568
0 553
0 020
-3 727
-2 692
0 391
-0 125
0 088
0 125
1 993
-0 017      -0 053
-0 239      -0 205
1 580       1 471
ダミー
妻パー トダミー
上の地位
妻無職ダミー (ref)
妻正規経営ダミー 2 565       2 261
-1 258      -2 300
1 494       0 875
-0 080       0 206
-2 860      -2 725
2 968
-1 440
1 996
-  475
妻家族ダミー          1287   0864   0379    3H8†
情緒 的サポー ト主成 分 (本人回答 ) -0 047      -0 056 2 207 **2 137 **
7
妻正規 ×性別役割 分業 肯定主成 分
妻パ ー ト×性別役割 分業肯定主成分
0 253
2964 †
-3 217 **
-1 667
0 467妻 家族従業 者 ×性 別 役割 分業肯定主成 分               -2297
N
AIC
F値
調整 済みR2乗
592         592        592
3139 42     3137 85    3136 63
4 590 **   4 405 **    4 136 **
0 089       0 094      0 100
637         637        637
3067 02     3039 00     3037 57
5 338 **    6 744 **    6 163 **
0 098      0 140       0 146
**pく001,*pく005,†p<01
AICや調整済みR2乗の値から、男女の回答ともに、モデルⅢが採択される。男性回答に
ついてみていくと、末子年齢が高いこと、夫の母と同居していること、夫の労働時間が長
いことは負の効果があり、妻の従業上の地位は夫の相対的な家事割合に効果がない。妻の
年収は、10%水準ではあるが、正の効果がある。夫の性別役割分業肯定主成分は負の効果
があり、性別役割分業を肯定している夫は家事割合が低い傾向にある。これは先行研究に
も合致する結果である。しかしながら、情緒的サポー ト主成分については、有意な効果が
ない。
次に、女性回答について見ていくと、夫の母親同居、夫の労働時間が夫の家事割合を減
らす効果をもつており、反対に妻の収入は夫の家事害1合を増やす効果をもつている。また、
情緒的サポー ト主成分の得点が高いほど、夫の家事割合は増加する。さらに、妻が正規で
性別役割分業を肯定していると夫の家事割合は減少する。モデルⅡでは、性別役割分業肯
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定主成分が有意な負の効果を持っていたが、モデルⅢではその主効果が消えている。モデ
ルⅡの主効果は、特に、正規で働く妻のうち、性別役割分業を肯定する者において、夫の
家事割合が低下することの効果を示していたものといえるだろう。つまり、家事割合は、
妻が正規の場合に、妻の性別役割分業意識によって差が生じるが、妻がパー トや自営家族
の場合には、妻の分業意識によつて差がないのである。
これまでみてきたように、夫の相対的家事害1合の規定要因については明らかとなったが、
その内訳はどのようになっているのであろうか。つまり、夫の家事割合が増加する要因と
して、夫の家事の絶対量が増えるか、妻の絶対的な家事頻度が低下するということが考え
られる。これらの規定要因を探ることによって、より詳細な家事頻度の規定要因が明らか
になると考えられる。そこで、次に夫と妻それぞれの家事頻度の規定要因について見てい
く。
表6-4は夫の家事頻度の規定要因の分析結果である。モデルの構成は表 6‐3と同様である。
AICの値から男女の回答ともに、モデルⅡが採択される。男性回答を見ていくと、夫の労働
時間が有意となつており、夫の労働時間が増加すると夫の家事頻度は減少する。夫が性別
役割分業を肯定していると夫の家事頻度は減少する。女性の回答を見ていくと、夫の母が
同居すると夫の家事頻度が減少し、妻の年収が上昇すると、夫の家事頻度が増加する。夫
の労働時間が増加すると夫の家事頻度が減少し、情緒サポー ト主成分の得点が高いと、夫
の家事頻度は増加する。
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表6-4 夫の家事頻度の規定要因
従属変数 :夫家事頻度
(定数 )
ニーズ仮説
末子年齢
子どもの人数
男性 回 答 女 l■回 答
8 082
-0 071
-0 523
8 759 *
-0 058
-0 576
9330 1
-0 061
-0 652  *
5 071
-0 032
-0 069
6 822 **
-0 048  †
-0 032
6 823 **
-0 044  1
-0 020
代替資源仮説
夫の母同居ダミー
妻の母同居ダミー        1ー548
-0 091 -0 119
-1 603
-0 179
-1 564
-1 165 **
-0 799
-1 152 **
-0 791
-1 122 **
-0 831
相対的資源仮説
本人教育年数―配偶者教育年数
夫教育年数
本人収入―配偶者収入
妻年収
-0 252      -0 194
0 260       0 200
-0 001       0 000
0 004 *    0 004  †
-0 179
0 188
-0 001
0 003
-0 010
0 062
0 000
0 004 **
-0 061
-0 010
0 000
0 003 *
-0 069
-0 010
0 000
0 003 *
時間制約仮説
夫一 日あたり労働時間 -0 419 *   -0 413 *-0 407 *-0 273 **   -0 314 **   -0 328 **
夫階層
夫専門管理ダミー(ref)
夫事務営業ダミー
夫販売サービスダミー
夫技能労務ダミー
妻無職ダミー (ref)
妻正規経営ダミー
妻パー トダミー
妻家族ダミー
-0 923      -0 835      -0 920
0 785       0 792       0 704
-0 036      -0 020       -0 070
0 129       0 134       0 128
0 174       0 038       0 048
0 793 †    0 651       0 619
夫農業ダミー          2093   2076   2128     0206   0066   0072
妻従業上の地位
0 370       0 119       0 033
-0 771      -0 682       -1 019
-0 272      -0 479      -0 575
0 521       0 385       0 206
-0 123       0 039       0 118
-0 952      -0 864      -0 834
夫婦関係 良好主成分 (本人回答)            0197    0180
性 別役害1今業昔F十成今
`本
人同客)         -0798 **  1022 1
0 944 **
-0 289  1
0 923 **
0 157
妻正規 ×性別役害1分業肯定主成分
妻パー ト×性別役割分業肯定主成分
妻家族従業者 ×lVL別役割分業 肯宇主成分
-0 383
1 052
-0 793
-0 924  †
-0 511
0 206
??
?
調整 済みR2乗
608
2240 96
2 855
0 047
643
1892 93
3 690 **
0 063
608          608
2237 10     2237 34
**   2 988 **    2 838 **
0 056        0 06
643          643
1767 14      1768 13
5 691  **    5 124 **
0 116       0 119
**pく001,*p〈005,†p〈01
ここまでの分析結果、つまり、
家事頻度の規定要因 (モデルⅡ)
夫の相対的な家事割合の規定要因 (モデルⅢ)と、夫の
の分析結果をまとめると次の表 6-5のようになる。
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表6-5 結果のまとめ①
夫相対的割合 夫家事頻度
男性 日答 女 性 日 答 男性 □ 答 女 l■回 答
ニーズ仮説
末子年齢
子 どもの数
代替資源仮説
キの母同居
妻 の 母 同 居
旧 対 的 資 源 仮 説
本 人 と配偶者 の教育年数差
夫教育年数
本人 と配偶者の収入差
妻年収 十 十
1寺間制約仮説
夫の労働時間
情緒的サポー ト主成分 十 十
性別役割分業主成分
正規 ×性別役害1分業主成分
く― 卜×性別役割分業生成分
家族 ×性別役害1分業主成分
重回帰分析の結果、有意な正の効果のあった変数のところにプラス、負の効果があつた
変数のところにマイナスの符号をつけている。夫階層と妻の従業上の地位は有意な効果が
なかったため、省略している。相対的資源仮説より下に位置していて、有意な効果のあっ
た変数は四角で囲んでおり、一見して、夫の相対的家事割合と夫の家事頻度の規定要因は
ほぼ一致していることが分かる。唯一異なるのは、網かけの部分、すなわち、女性回答の
正規と性別役害1分業肯定主成分の交互作用項の負の効果である。ここまでの分析から、夫
の相対的家事割合は、おおむね夫自身の家事頻度の増減によつて左右されていることが想
定される。そして、男性回答では、男性側の要因、つまり、夫の労働時間と夫の性別役割
分業肯定主成分が効果をもち、女性回答では、主に女性側の要因、つまり、妻の年収と情
緒的サポー ト主成分が効果をもつのである。
網かけ部分については、夫の相対的な家事割合にのみ有意な効果があり、夫の家事頻度
に対しては有意な効果がみられなかった。このことから、妻が正規で分業肯定の場合に、
夫の相対的家事害1合を低下させる要因は、妻の家事頻度の増大であることが予想されるの
である。そこで、次に妻の家事頻度の規定要因を見ていこう。
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表 6‐6 妻の家事頻度の規定要因
従属変数 :妻家事頻度 男性 回 答 女 性 回 答
モデ ル I モiデル Ⅱ モデル l モデル Ⅱ  モデルⅢモデルⅢ
(定数)
ニーズ仮説
末子年齢
子ど|、の人数
31 058 **
0 004
0 485
30 990 **
-0 003
0 520
30 595 **
-0 002
0 565
33 031 **
-0 051
0 685 *
32 856
-0 052
0 595
?
?
?
?
32 919
-0 057
0 571
代替資源仮説
夫の母同居ダミー 1 485 *    1 493 *     1 557 **
妻の母同居 ダミー                 0ー 987    -0 944      -0 963
-0 607
-1 467 *
-0 589
-1 385  †
-0 693
-1 288  1
相対的資源仮説
本人教育年数―配偶者教育年数
夫教育年数
本人収入―配偶者収入
0 254
-0 260
0 003 **
0 247
-0 253
0 003 **
0 236
-0 246
0 003 **
-0 060
-0 310 *
-0 001
-0 032
-0 276  †
-0 001
-0 017
-0271 1
-0 001
時間制約
夫専門管理 ダミー (ref)
夫事務営業ダ ミー
夫販売サー ビスダ ミー
夫技能労務 ダミー
美農業ダ ミー
-0 254
0 317
-0 583
-0 547
-0 276
0 283
-0 600
-0 565
-0 219
0 354
-0 557
-0 511
-0 107
-0 095
-0 636
-2 379 +
-0 028
-0 072
-0 544
-2 198
0 010
-0 091
-0 498
-2 548  1
妻従業上の地位
妻無職ダミー (ref)
妻正規経営ダミー
妻パー トダミー
-2 979 **
0 667
-2 926 **
0 634
-0 39,
-2 899 **
0 857
-0 324
-2 439 **
-0 786
0 792
-2 170 *
-0 783
0 744
-1 815 *
-0 895
0 741喜 蒙 棒 ダ ミー            o4R4
夫婦 関係 良好 主 成 分 (本人回 答 ) 0 155 -0 057 -0 024
0 0
妻正規 ×性別役割 分業肯定主成分
妻パー ト×性別役害1分業肯定主成分
0 236
-0 730
0 623
1 372  *
0 551
-1 139
615         615
2208 54     2210 91
6 010 **   5 427 **
2213 80
4 794 *
0 115
670
2243 85
7 451 **
0 134
670         670
2238 538    2,234 05
7 201 **    6 727 **
0 143       0 152
**pく0 01,*p〈0 05, †pく0 1
表 6-6は妻の家事頻度を従属変数とする重回帰分析の結果である。AICや調整済みR2乗
の値から男性回答ではモデル Iが、女性回答ではモデルⅢが採択される。男性回答のモデ
ル Iについて見ていくと、夫の母同居によつて妻の家事頻度が増加する。これは品田 (1996)
や稲葉 (1998)で示された結果と一致している。しかしながら、夫は自分の母同居によつ
て、妻の家事頻度が増大していると回答しているが、女性の回答では、夫の母同居ダミー
の効果が有意ではなく、符号はマイナスである。この男女の捉え方の差異は興味深い。さ
らに、男性回答では、夫と妻の収入差が大きいほど妻の家事頻度が増し、妻が正規雇用で
就業していると無職に比べ、妻の家事頻度は減少する。情緒的サポー ト主成分や性別役割
分業肯定主成分については、有意な効果がない。女性回答のモデルⅢについてみていくと、
子どもの人数が増えると妻の家事頻度は増加 し、妻の収入が増加すると妻の家事は減少す
る。妻が正規就業では、妻の家事頻度は減少するが、妻が正規で性別役割分業を肯定して
いるほど、家事頻度は増加する。ここで、女性回答のモデルⅡをみると、性別分業肯定主
成分の主効果が有意であるが、モデルⅢでは、その主効果の効果は消えているのである。
つまり、分業肯定であるほど、家事頻度が増える効果は、妻が正規であるものにおいて、
分業肯定であるほど家事をより多く行 うという効果であったことが、モデルⅢとの比較で
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明らかとなつた。
以上の結果をまとめると表 6‐7のとおりとなる。tt 67¨は表 6‐6に妻家事頻度の分析結果
をカロえたものである。
表6-7 結果のまとめ②
夫相 対 的割 合 夫家 事 頻 度 妻家事頻度
男性 回 答 女性 回 答 男性 回答 :女性 回 答 男IF回答 な伴同客
ニー ズ 仮 説
末 子 年 齢
子 ど もの数
代替 省 源 仮 説
夫 の母 同居
妻 の 母 同居
贈支1的瞥 源 仮 説
本 人 と配 偶者 の 教 育 年数 差
夫教 育 年 数
本 人 と配 偶者 の収 入 差 +
妻年 収
時間 制 約 仮 説
夫の 労働 時 間
夫階 層
専門 管理
事務営業
販 売 サ ー ビス
技 能 労 務
農 業
吾従 業 上 の IIll位
無 職
正 規
ノ｀一 ト
家 族
情緒的サポー ト生成分 +
性別役害1分業主成分
正 規 ×性 別役 割 分 業 主成 分
ペー ト×性別役割分業主成分
家族 ×伴 別 役 割 合 業 幸 成 今
表 6‐7の妻家事頻度の規定要因をみると、左側の2つの結果 (夫の家事相対害1合・夫家事
頻度)とは大きく異なっていることが分かる。まず、男性の意識、つまり性別役割肯定主
成分は妻の家事頻度に影響を及ぼしていない。そして男女双方の回答で、妻が正規である
ことが無職に比べて、妻の家事頻度を低下させている。さらに女性の回答で、正規と性別
役割分業肯定主成分の交互作用が正の効果を持っている。つまり表 6‐6で確認した、女性回
答における夫の相対的家事割合を低下させていた網かけ部分の効果は、女性自身の家事頻
度の増減によつてもたらされていたということが明らかとなつた。
6.5 議論と考察
以上の分析結果を、仮説を検証しながら確認していく。
まず、1.妻の従業上の地位による差異仮説であるが、これは、女性回答において、正規
就業の妻の家事頻度が、無職の妻より低いという部分のみ支持された。逆にいえば、様々
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な変数をコントロールすると妻が正規就業であつても、パー ト就業であっても、無職の妻
をもつ夫と比べて、夫の家事頻度は増えないということである。
2.性役割イデオロギー仮説については、男性回答では、夫の相対的家事割合・家事頻度
ともに支持された。つまり、夫が性別役割分業を肯定していると夫自身の相対的家事割合・
家事頻度はともに減少する。 しかしながら、女性の回答では、採択されたモデルにおいて
は、夫の相対的家事害J合・家事頻度、妻の家事頻度のいずれに対しても主効果として有意
な効果はなかつた。
3.性別役割分業意識と従業上の地位による差異仮説については、男性回答では支持され
なかった。一方、女性の回答では、正規と性別役害1分業肯定主成分の交互作用項に有意な
効果があつた。すなわち、夫の相対的家事割合に対しては、妻が正規で分業を肯定してい
ると負の効果があり、妻の家事頻度に対しては、妻が正規で分業を肯定していると正の効
果があることが明らかとなった。
以上のことから、本章で得られた新たな知見は、中核的な市場で働いていると考えられ
る正規就業の女性の家事頻度は、性別役割分業意識によつて差異化されているということ
である。性別役割分業を肯定している正規就業の妻は、肯定していないものに比べて、よ
り多くの家事をしていて、そのことが夫の家事の相対的な割合を低下させている。分業肯
定派 (=家父長制支持)の正規就業の女性は、多く家事をすることによつて、BHncs(1994)
がいうところの、ジェンダー・ディスプレイを体現しているのかもしれない。Brines(1994)
が示したのは、妻への経済的依存度の高い夫、つまり、妻より少なく稼ぐ夫ほど、家事時
間が少ないというものであつた。それとは逆に、日本では、中核的市場で働き、性別分業
を肯定する妻が、家事も行うことで象徴的女性らしさを示している可能性が考えられる。
このような、性別役割分業意識による家事分担の差異が生じた要因としては、正規就業
の女性の中でも働き方が異なり、労働時間の長さや責任の重さといつたことが家事分担の
差につながり、家事頻度が実際に低下している正規の女性が性別分業を否定し、家事分担
の差が性別役割分業意識の差につながつているという逆の因果も考えられる。いずれにせ
よ、性別分業の変革に向けては、労働条件なども含めて、さらに詳細な検討を行 う必要は
あるだろう。性別分業を否定しつつ正規就業をしている女性たちが、労働市場においても
家庭においても性別分業の堅固な牢を破っていく担い手となる可能性を秘めている。
情緒的サポー トについては、女性の回答でのみ効果がある。妻の悩みを聞き、妻を高く
評価し、妻に助言ア ドバイスをする夫は、家事も多く行う傾向がある。しかし、この点に
ついても、因果が逆である可能性が考えられ、留意が必要である。家事を多く分担してく
れる夫を、妻が、情緒的サポー トも提供してくれていると評価している可能性もあるから
である。また、男性回答では、妻が提供する情緒的サポー トの量によつて、妻の家事頻度
に対する回答に差がない点にも留意すべきであろう。
本章では、最新の全国規模の調査データを用いて詳細な分析を行 うことにより、夫婦の
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家事分担の構造や規定要因の差異、女性の正規就業と性別役割分業意識及び家事分担との
関連について、新たな知見を得ることができた。家事分担というテーマは「市場」と「家
族」、有償労働と無償労働をつなぐ要であり、近年注目されているケア労働の一部を構成す
るものである。少子高齢化、労働力人口の減少という日本社会の趨勢のなかで、家事分担
や性別分業の問題は、今後もよリー 層注視していくことが求められている。
それでは、次の7章ではさらに分業対象者の範囲を広げた分析を行っていく。
付表 6…1 性別役割分業肯定主成分
性別役割分業肯定主成分 (男性 )
性別役割分業肯定主成分
(ア)男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである
(イ)子どもが3歳くらいまでは、母親は仕事を持たず育児に専念すべきだ
0.827
0.801
(ウ)家庭 を (経済的 に)養うのは男性 の役割 だ                 o_795
固有値
分散
1 958
65 264
クロンバ ックα=0734
性別役割分業肯定主成分 (女性 )
性 別役割 分業 肯定主成分
(ア)男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである
(イ)子どもが3歳くらいまでは、母親は仕事を持たず育児に専念すべきだ
0.800
0 780
(ウ)家庭 を (経済的 に)春うのは男性 の役割 だ                0845
固有値
分散
1.962
65 401
ク ロンバ ック α=0735
付表6-2 情緒的サポー ト主成分
情緒的サポー ト主成分 (男性 )
情緒的サポー ト主成分
(ア)配偶者は、わた しの心配 ごとや悩み ごとを聞いてくれる
(イ)配偶者は、わた しの能力や努力を高 く評価 して くれ る
(ウ)配偶者は、わた しに助言やア ドバイスを して くれる
0 891
0 866
0 859
固有値
分散
2.281
76 032
クロンバ ックα=0842
情緒的サポー ト主成分 (女性 )
情緒的サポー トキ成分
(ア)配偶者は、わた しの心配 ごとや悩み ごとを聞いてくれ る
(イ)配偶者は、わた しの能力や努力を高 く評価 してくれる
(ウ)西F偶者は わた l´に助言やア ドバイスケ lンてくね′る
0.914
0.875
0_914
固有値
分散
2.438
81 251
クロンバ ック α=0.884
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第7章 女性の労働市場への進出は家事分担を平等化するのか
一NFRJ03と08の比較―
6章では、1時点のNFRJ08データを用いて末子7歳以上を持つ男女に対象者をしぼった
分析を行った。本章では、2時点のデーターを用いて分析対象者を拡大してさらなる分析を
行つていく。
7.1 問題設定
本章の目的は、日本における夫婦の家事分担の変化や規定要因の変化を全国規模の調査
データを用いて明らかにすることである。
日本においては、2005年12月に経済界、労働界、地方公共団体の合意により、「仕事と
生活の調和 (ワー ク・ライフ・バランス)憲章」とその行動指針が策定され、仕事と生活
の調和の実現に向けての取り組みが官民一体となって始まっている。国際的にみれば、日
本の男性の家事分担割合は非常に低い程度にとどまっているが、わずかながら平等化しつ
つあると考えられる夫婦の間の家事分担、とりわけ男性の家事分担割合の規定要因が過去 5
年の間にどのように変化したのかを本章において明らかにする。その際、妻の労働市場ヘ
の参加と夫婦の性別役割分業意識に着目する。tt 6章において、2008年では妻の性別役害1
分業意識と正規就業の交互作用が夫の家事分担割合に影響を与えていることを明らかにし
ているが、2003年時点ではどうだつたのか、ワーク・ライフ・バランス憲章前後の2時点
の変化を明らかにする。また同様に夫の性別役割分業意識、妻の就業、夫の職業と夫の家
事分担の関連も明らかにし、市場労働と家庭内労働の分業の変化を詳細にみていくことに
よって、妻の就業が家庭内の性別分業を解消していくことにつながるのかを検証する。
家族内の分業は、それを規定し、それを取り囲んでいる経済構造によつて決定され、家
族は社会の物質的条件の変化に伴って歴史的に変化する産物である (マルクス・エングル
ス2002=2008)とも言われる。家族の歴史変動を重視し、階級 。階層差に着日して家族と外
部社会を接続すべきという指摘もある (布施 1982;木本 [1995]1999)。
そこで、本章では、ワーク・ライフ・バランス施策が取り組まれる前後 2時点の男性の
家事分担とのその規定要因の変化を明らかにする。実際に平等化が進んでいるのであろう
か。その規定要因に変化はあるのだろうか。
7.2 先行研究と仮説
夫婦間の家事分担を規定する要因、特に夫の家事頻度を規定する要因については、2、 6
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章で整理したので列挙するにとどめておく。
家事分担を規定する要因として大きく4つあり、その4つとは、①ニーズ説、②相対的
資源説、③時間制約説、④性役割イデオロギー説である。
本章でも、6章と同様に妻の有償労働および、その有償労働や家事分担と大きく関連する
性別役割分業意識 (=家父長制への支持)に着目する。6章では、妻の正規就業による性別
役割分業意識の革新化 (末盛・石原 1998)に着目し、妻の従業上の地位と夫婦の性別役割
分業意識の組み合わせが夫婦の家事分担に与える影響を明らかにした。
さらに、時点によつて男性の家事分担に差異が生じている可能性が考えられる。本章が
対象とする2003年と2008年では、男女の家事分担の間に平等化が進んでいると想定され
る。つまり、男性の家事頻度が増加 し、男性の家事分担割合が増加 していると考えられる
のである。
以上のことから本章で検証を行 う仮説は以下のとおりである。
1.妻の従業上の地位による差異仮説
夫の家事害1合は、妻が就業することによつて増加する。(正規>パー ト>無職の順に多
くなる)
2.性役割イデオロギー仮説
夫の家事割合は、夫もしくは妻が性別役割分業を肯定しているほど減少する。
3.性別役割分業意識と従業上の地位による差異仮説
夫の家事害J合は、妻の従業上の地位と性別役害1分業意識の交互作用によつて差異が生
じる。
4.時′点による差異仮説
夫の家事割合は、時を経ると平等化が進み増加する。さらに職業や従業上の地位による
差異がなくなつていく。
7.3 データと変数
7.3.1 データ
日本家族社会学会全国家族調査委員会が行った第 2回、第 3回全国家族調査のデータを
用いる。第2回は2004年1～2月に実施され、対象者は日本国内に居住する1926～1975年
生まれ、標本規模は 10000人で回収数は6302人(回収率 63.0%)、第 3回は2009年1～2
月に実施され、標本規模は9400人(回収数5203人、回収率 55.35%)、対象者は 1936年～
1980年生まれ、2回とも、層化 2段無作為抽出法で標本抽出されている。現在の夫婦の労
働市場と家庭内の分業に焦点をあてるため、60歳までのサンプルを分析に用いる。このう
ち、男女とも60歳以下で有配偶、男性については有職のサンプルを分析に用いる。tt 6章
では、末子年齢 7歳以上にしばつた分析を行ったが、本章では末子年齢による制限は設け
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ない。したがって、分析対象者は、2003年男性 H30人(平均年齢 45。217歳、標準偏差 9.081)、
2003年女性 1297人(平均年齢 42.733歳、標準偏差 8.325)、2008年男性 985人(平均年齢
45.863歳、標準偏差 9.214)、2008年女性 1030人(平均年齢43.546歳、標準偏差 8.399)で
ある。
7.3.2 従属変数
従属変数は、週あたりの家事頻度から算出した夫の家事分担割合を用いる。
問7付問18あなた自身と配偶者の方は、次にあげる (ア)～(オ)の家事を現在どのく
らいの頻度で行っていますか。(ア)「食事の用意」は、(イ)「食事のあとかたづけ」は、(ウ)
「食料品や日用品の買い物」は、(工)「洗濯」は、(オ)「そうじ (部屋、風呂、 トイレな
ど)」 は、に対する回答「ほぼ毎日」に7点、「週に 4～5」 回に4.5点、「週に2～3回」に
2.5′点、「週に 1回」に 1′点、「ほとんど行わない」に 0′点を与える。この5項目の家事の得
点を合計し、夫の家事頻度、妻の家事頻度とする。夫の家事割合として夫の家事頻度の合
計得点を夫の家事頻度と妻の家事頻度の合計得点で割つたものに 100をかけて使用する。
これは第6章と同様である。
7.3.3 独立変数
まず、妻の現在の従業上の地位である。正規、パー ト、自営家族、無職の4つに分類し、
それぞれをダミー変数として用いる。その内訳は、「正規」=経営者・役員、常時雇用され
ている一般従業者、「パー ト」=臨時雇い 。パー ト・アルバイ ト、派遣社員・契約社員・嘱
託社員、「自営家族」=自営業主・自由業者、自営業の家族従業者、内職、「無職」=無職
である。
次に性役割イデオロギー仮説を検証するものとして、性別役割分業意識を用いる。問 8
の (ア)男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである。(イ)子どもが3歳くらいまでは、
母親は仕事をもたず育児に専念すべきだ。(ウ)家族を (経済的に)養うのは男性の役割だ。
の3項目に対する回答、1そう思う、2どちらかといえばそう思う、3どちらかといえばそ
う思わない、4そう思わない、を肯定するほど得点が高くなるように反転する。以上の3項
目を主成分分析したものを性別役割分業意識とするl。 男女別に分析を行うため、男女別に
主成分分析を行い、その値を標準化している。
その他のコントロール変数として、以下のものを用いる。ニーズ仮説・代替資源仮説に
もとづくものとして、子どもの数、末子年齢、母親との同居ダミー、相対的資源仮説にも
とづくものとして、夫教育年数、夫婦の教育年数差、妻収入、夫婦の収入差を用いる。時
間制約仮説にもとづくものとして、夫の労働時間を用い、さらに階層をコントロールする
ものとして、夫の職業階層をダミー変数として用いる。各変数の記述統計や度数分布は以
1 主成分得点は付表 7‐1のとおりである。
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下のとおりである。
表 7-1は記述統計であるが、上半分が男性回答者、下半分が女性回答者によるものとなっ
ている。男性回答者の夫の家事分担割合の平均値は2003年で 10.562%、008年で 13.411%
となつている。それに対して、女性回答者の夫家事頻度の平均値は2003年で8,H3%、2008
年で9.974%となっている。
男性の本人の年収は2003年は約 583万円、配偶者年収は約 146万円、2008年は本人は約
586万円、配偶者は約 159万円である。女性回答では、2003年では本人年収約 138万円、
配偶者年収約 579万円、2008年では本人年収約 165万円、配偶者年収約 566万円である。
夫の 1日あたりの労働時間は、片道の通勤時間を加えた数値を表示しているが、いずれ
の回答でも平均で 10時間程度となっている。
表 7‐1 記述統計
表 7-2は、独立変数の度数分布を示したものである。左半分が男性回答、右半分が女性回
答である。子どもの末子年齢は 0から6歳が最も多くなっている。子どもの人数について
は、2人がもつとも多く、約5割程度を占めており、回答者の9割以上が子どもが3人以内
である。親との同居については、男性回答では、2時点とも約2割が自分の親と同居してお
り、約7%が妻の母親と同居している。女性回答では、2003年には6.6%が自分の母親と同
居していたが、2008年には10%が自分の母親と同居しており、やや増加している。夫の親
と同居しているものは2時点とも約 2割程度である。男女どちらの回答においても、夫の
席 数   最 小 値  最 大 値  平 均 値  煙 姿 偏 羊
男性 2003年 年齢
夫家事分担割合
本人年収
配偶者年収
本人一 日あた り労働時間
枠剛1得割合当音許
1130       28       60  45.217    9.081
1130        0      100  10.562   14.764
1130        0     1200 583.358  257 992
1130        0     1200 145 527  186 723
1130        0        17   10 310     1.952
1130   -2 364    1.571   0.000    1.000
2008年 年齢
本人夫家事分担割合
本人年収
配偶者年収
本人一 日あた り労働時間
性 剛I得害‖今 業 音 許
985       28       60  45.863    9.214
985        0      100  13.411    15.270
985        0     1200 585.878  260 641
985        0     1150 158 680  184.549
985        1     16 5  10.220    1.812
985   -2 327    1.519   0.000    1.000
女 性 2003年 年齢
夫家事分担割合
本人年収
配偶者年収
配偶者一 日あた り労働時間
枠 剛1籍割 小 輩 音 識
60  42.733    8.325
100   8.113   12.235
1200 137.525  173 897
1200 579 227  262.618
17  10 432    2.025
1.925   0.000    1_000
287       28
287        0
287        
287        
287        0
287   -1 972
2008年 年齢
夫家事分担割合
本人年収
配偶者年収
配偶者一 日あた り労働時間
性 剛1得割 合 業 音 識
030       28       60  43.546    8.399
030        0  92.424    9.974   12 160
030        0     1200 164 563  184.007
030      100     1200 566 490  265.027
030        0       17  10 287    1.901
030   -2 027    1_833   0_000    1_000
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母親との同居率が高くなっている。教育年数については、男性は2時点とも、12年の次に
16年が多いが、女性は2時点との 12年の次に 14年が多くなっている。男性は高卒か4年
制大学卒が多く、女性は高卒の次は短大か専門学校卒が多いことを示している。
夫の職業については、男女どちらの回答においても、専門管理と技能労務が多くなって
おり、次いで、事務営業、販売サービスの順となっている。農業漁業が最も割合が低い。
妻の従業上の地位については、男女どちらの回答においても、2003年では無職が最も多
く次いでパー トだつたが、2008年になるとパー トが無職を逆転している。パー トと無職は
それぞれ 3～4割を占めている。3番目が正規で2割前後、自営家族従業者が最も少なくな
つている。分析対象者は以上のような構成になっている。
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表 7‐2 度数分布
末子年齢
子 どもな し
末子 0から6歳
末子 7～12歳
末子 13から18歳
末子 19から24歳
末子25から30歳
夫子31歳以 ト
男性2003
,す番支  ハ゜―セント
男性2008
,す番女  ハ゜―セント
女性2003
,す番i   ハ゜―セント
女性2008
,す場を  ハ゜―セント
104    9.2
328  29.0
195   17.3
191   16.9
120   10.6
87   7.7
105    9.3
99  10.1
274  27.8
146   14.8
178   18.1
105   10.7
36    3.7
147  14.9
85   6 6
409  31.8
235   18 3
220  17.1
146   11 3
88   6.8
104    8.1
83   8.1
298   28.9
197  19.1
80  17.5
105  10.2
42   4.1
125  12.1
合 計 1130  100.0985  100.01287  100 01 30 100.0
子 どもの人数
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
男性2003
度数  ハ゜ ―セント
男性2008
庁数  ハ゜―セント
女性2003
庭Ftti   ハ゜―セント
女性2008
月テ番女  ハ゜―セント
104   9.2
203   18.0
563  49.8
224   19.8
29   2.6
7  0.6
99   10.1
147  14.9
497  50.5
214  21.7
24   2.4
3  0.3
1  0.1
85   6.6
224  17.4
659  51.2
277  21.5
37   2.9
3  0.2
1  0.1
1  01
83   8.1
187  18.2
486  47.2
235   22.8
34   3.3
3  03
2  02
合 計 130  100.0985 100 01287  100_01030  100_0
自分の母同居
していない
している
2003男性
たFtti   ハ・―セント
2008男性
民テ番i  ハ゜―セント
2003女性
展Ftti   ハ゜ ―セント
2008女性
民テ番立   ハ゜ ―セント
889  78 7
,41   ,l R
766  77 8
,10  ,, ,
1202   93.4
RA   6 6
927  90.0
10R  10 0
合 計 130  100 0985  100_01287  100_01030  100_0
義理の母同居
していない
lンて い る
2003男性
底F番支   ハ゜―セント
2008男性
店 挙●   ハ ―゜ヤッ
2003女性
,す番i   ハ゜ ―セント
2008女性
′す番i   ハ゜ ―セント
1044  92.4
RA   7 ^
914  92.8
71     7_ 2
1036  80.5
,■1   19 R
806   78.3
,,4   ,1 7
合 計 130  100_0985  100_01287  100_01030  100_0
本人教育年数
9年
12年
14年
16年
lR生
2003男性
,す渚女  ハ゜―セント
2008男性
庭F拳ケ  ハ゜ ―ヤット
2003女性
展テ番立   ハ゜―セント
2008女性
民F番立   ハ゜ ―セント
77   6.8
466  41.2
162   14.3
395   35.0
RO    , 7
48   4 9
4 2  42 8
124  12.6
353  35.8
RR    R O
48   3.7
563  43.7
507  39.4
166   12.9
R    O ,
27   2.6
438   42.5
410  39.8
144  14.0
11    1 1
合 計 130  100_0985  100_01287  100 01030  100_0
兄偶者教育年数
)年
12年
14年
16年
18年
2003男性
崖F券ケ   ハ゜―ヤッ
2008男性
,す巻立  ハ゜ ―ヤント
2003女性
層五番女   ハ゜―セント
2008女性
月芝な文  ハ゜―セント
49    4.3
550  48.7
387  34.2
135   11.9
9  08
36    3.7
441   44.8
357  36.2
139  14.1
12    1 2
77    6 0
513   39.9
201  15.6
445   34.6
51   4.0
39   3.8
398   38 6
157   15.2
392   38.1
44   4 R
合 計 130  100.0985  100 01287  100_01030  100_0
10]
表7-2 度数分布 (続き)
夫職業
専門管理
事務営業
販売サー ビス
技能労務
農業
2003男性
1lF歩ケ   ハ・ ―ヤッ
2008男性
層E委支  ハ・―セント
2003プk十生
月ご凌史  ハ゜―セント
2008女性
,雪番i   ハ゜―セント
345  30.5
244  21 6
155   13.7
372   32 9
350   35 5
172   17.5
130  13 2
306   31.1
,7   , 7
433    33 6
260    20.2
152    11.8
426    33.1
16      1 ,
357   34.7
194   18.8
132    12.8
324   31 5
23    2.2
合 計 1130 100.0985  100_01287   100_01030  100.0
妻従業上の地位
正規
パー ト
自営家族
無 爵
2003男性
,す当女  ハ゜―セント
2008男性
展ア番i  ハ゜ ―セント
2003女性
崖F迷ケ   ハ・ ―ヤッ
2008女性
月讐凌k  ハ・―セント
220  19.5
367  32.5
110   9 7
4RR   RR R
215  21.8
350   35.5
8    7.9
342   34.7
239   18.6
393    30.5
137   10.6
518    40.2
221   21.5
393   38.2
91    8.8
3 5   31 6
合 計 130 100.0985  100.01287   100.01030  100 0
性 別 役 割 分 業 意 識 (合計 得 点 )
3
4
5
6
7
8
9
10
11
1,
2003男性
層モ委文  ハ゜―セント
2008男性
層[菱史  ハ゜―セント
2003女性
,lF番支  ハ・―セント
2008女性
層Ftti   ハ゜一セント
51   4.5
27   2.4
59   5 2
90   8 0
125  11.1
171  15.1
231  20.4
164  14.5
132   11.7
80   7 1
50    5.1
25   2.5
45    4.6
80    8.1
93    9.4
134   13.6
208  21.1
160  16.2
109  11 1
81    8.2
90     7 0
60    4.7
106    8.2
129   10.0
195    15.2
202    15.7
239   18.6
135   10.5
95    7.4
36    2.8
81    7.9
36    3.5
64    6 2
111    10.8
123    11.9
163    15.8
204   19.8
144   14.0
74    7.2
30    , 9
合 計 1130 100.0985  100.01287   100.01030  100_0
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7.4 分析
それでは、分析に入つていこう。図 7…1、 図 7…2は、家事項目別に夫と妻の週あたりに行
う平均回数をグラフにしたものである。2時点で有意に男女差がある家事項目には*印がつ
いている。**は1%水準、*は5%水準で有意である。
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■2003年
□2008年
図7-1 家事頻度平均値 (女性回答)
図7-1の女性回答では、妻は食事用意、後片付けを週に平均 6.5回程度行い、洗濯も6回
強、買い物は4.5回、そうじは5回程度行っている。それに対して、夫の家事頻度は低調で
あり、いずれの家事についても週に1回していないようである。2時点を比較すると妻の家
事頻度は食事用意、食事後片付け、そうじが減 り、夫の家事頻度は食事用意、食事後片付
け、洗濯、そうじが増えている。
■2003年
□2008年
図 7…2 家事頻度平均値 (男性回答)
図 7‐2の男性回答を見ると、家事頻度の平均値は女性回答とほとんど変わりないようにみ
える。男性の自分の家事頻度の回答は2003年から2008年にかけてわずかではあるが上昇
しており (食事用意以外)、 妻の家事頻度は全般的に減少しているが有意差はあるのはそう
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じのみである。
次に妻の従業上の地位別の家事頻度を見ていこう。図 7‐3は、妻の従業上の地位別に夫が
週あたりに行 う家事分担割合 (女性回答)の平均値を示したものである。
■夫家事分担割合2003
□夫家事分担割合2008
図 7‐3 妻従業上の地位別夫家事分担害1合 (女性回答)
図7-3をみるとどの家事項目においても、2003年より2008年の夫家事分担割合が上昇し
ているが、有意差があるのは、10%水準を含めると妻が正規とパー トである。妻が正規に
おいて、夫の家事分担割合が最も多くなっている。
図7-4は、妻の従業上の地位別の夫の家事分担割合 (男性回答)を家事項目別に示したも
のである。こちらもどの家事項目においても2008年では2003年より夫家事分担割合は上
昇しているが、有意差は妻がパー トと無職のものである。どの家事項目においても妻が正
規就業において最も割合が高くなっている。図 7…3,7-4ともにわずかではあるが、2003年
から2008年にかけて、若干の家事分担の平等化が進んだことを示しているといえるだろう。
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■夫家事分担割合2003
□夫家事分担割合2008
?
?
?
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?
?
ー
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?
?
図 7¨4 妻従業上の地位別夫家事分担割合 (男性回答)
次に、重回帰分析を用いて、夫婦の家事分担の規定要因を分析 していこう。従属変数は
夫の相対的な家事分担割合である。モデル Iにはコン トロール変数 と妻の従業上の地位を
投入 し、モデルⅡにはモデル Iに性別役割分業意識を投入 し、最後にモデルⅢには、さら
に妻の従業上の地位 と性別役割分業意識の交互作用項を投入 していく。分析結果は、表 7…3、
7‐4のとお りであるが、時点別男女別に結果をみていこう。係数はすべて非標準化係数であ
る。
?
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表7-3 2003年夫家事分担割合の規定要因 (女性回答)
2003年女性回答 モデル I モデルⅡ モデルⅢ
夫家事分担割合          B      B      B
(定数 )
子 どもな し
末子0～6歳
末子7～12歳
末子13～18歳
末子19～24歳
末子25～30歳
末子31歳以上 (基準)
12.095 **
4.407 *
1.870
0.124
-0.673
-1.610
-0.217
12.201 **
4.400 *
1.855
0.113
-0.674
-1.624
-0.214
12.242
4.363
1.788
0.039
-0.712
-1.723
-0.276
**
*
義理母同居ダミー
自分の母同居ダ ミー
子 どもの人数
-2.246 **
1.033
-0.517
-2.208 *
1.038
-0.542
-2.211  *
1.045
-0.539
本人教育年数―配偶者教育年数
配偶者教育年数
本人収入マイナス配偶者収入
本人年収
配偶者一 日あた り労働時間
0.063
-0.012
0.002
0.006 *
-0.350 *
0.057
-0.018
0.002
0.006 *
-0.352 *
0.058
-0.029
0.002
0.006 +
-0.343 *
夫専門管理 (基準 )
夫事務営業ダミー
夫販売ダミー
夫技能労務ダミー
夫農業ダ ミー
0.513
0.665
-1.402
7.895
0.519
0.668
-1.394
7.898
0.536
0.668
-1.388
8.035
正規ダミー
パー トダミー
自営家族ダミー
無職 (基準)
3.533 *
1.543 +
-1.313
3.508 *
1.535 +
-1.313
3.383 *
1.585 +
-1.376
性別役割分業意識 (高いほど分業肯定) -0.080 -0.031
性別役割分業意識 ×妻正規ダミー
性別役割分業意識 ×妻パー トダ ミー
性別役害1分業意識 ×妻 自営家族ダ ミ=
-0.594
-0.256
1.265
?
?
?? 12876377.225
0.068
1287
6379.171
0.067
1287
6382.817
0_067R25民
**:p<0.01,・:pく0.05,+:p<0.10
表 7‐3は、2003年の女性回答者を分析対象とする、夫の家事分担割合を従属変数とした
重回帰分析である。調整済みR2乗の値をみると、モデル Iがもつとも当てはまりがよくな
つており、6.8%の説明力である。有意な効果を持っているのは、子どもがいないこと、義
理の母が同居していること、本人 (妻)の年収、配偶者 (夫)の労働時間、夫農業ダミー、
正規ダミーである。
子どもがいないこと、本人 (妻)年収が高いこと、夫が農業であること、妻が正規就業
であることは夫の家事分担割合を増加させ、夫の母親が同居 していること、夫の労働時間
が長いこと、は夫の家事分担割合を減少させる。
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一方、表 7‐4は2008年の女性回答者の分析結果であり、夫の家事分担割合を従属変数と
する重回帰分析である。
表 7‐4 2008年夫家事分担割合の規定要因 (女性回答)
2008年女性回答
夫家事分担割合
モデル I
B
モデルⅡ
B
モデルⅢ
B
(定数 )
子 どもな し
末子0～6歳
末子7～12歳
末子13～18歳
末子19～24歳
末子25～30歳
茉 子 31歳以 卜 (某準 )
8.367 +
5.887 **
3.410 **
1.613
-0.009
1.763
1.853
7.223
5.714 **
3.608 **
1.828
0.088
1.651
1.724
7.901 +
5.663 **
3.383 **
1.786
0.074
1.688
1.826
義理母 同居 ダ ミー
自分 の母 同居 ダ ミー
子 ど {、の人数
-3.362 **
-1.681
-0.507
-3.399 **
-1.793
-0.451
-3.314 **
-1.942
-0.518
本人教育年数―配偶者教育年数
配偶者教育年数
本人収入マイナス配偶者収入
本人年収
配偶者一 日あた り労働時間
0.270
0.610
0.001
0.015
-0.896
0.228
0.553
0.001
0.014
-0.868
0.180
0.533
0.001
0.013
-0.907
*
**
**
*
**
**
*
**
**
夫専門管理 (基準 )
夫事務営業ダミー
夫販売ダミー
夫技能労務ダミー
夫島業ダ ミー
-0.441
0.551
0.617
0.806
-0.411
0.478
0.530
0.554
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
正規ダミー
パー トダミー
自営家族ダ ミー
無職 (基準 )
2.819 *
1.487
-1.213
2.488 +
1.419
-1.146
2.387 +
1.967 *
-0.891
性別役割分業意識 (高いほど分業肯定 ) -0.936 *1.014
性別役割分業意識 ×妻正規 ダ ミー
性別役割分業意識 ×妻パー トダ ミ
性 別役害1今業音識 ×妻 自営家族 ダ
-3.663
-―                                   -2.618
ミー                               0ー.644
?
?
?
?
?
?
?
?
?? 10305007.927
0.144
1030 1030
5003.566    4993.584
0.148       0.159R2ラR
*十:p<0.01,・:p<0.05,十:p<0.10
まず、モデル Iで有意な効果のあるものだけみると、子どもなしと末子が0～6歳がプラ
ス、義理の母同居ダミーがマイナス、配偶者教育年数がプラス、本人年収がプラス、配偶
者の労働時間がマイナス、正規ダミーがプラスとなっている。さらに、性別役割分業意識
を投入したモデルⅡを見ると、説明力がやや上がり、新たに投入した性別役割分業意識が
マイナスの効果を持っている。妻自身が性別役割分業を肯定していると夫の家事分担割合
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が低くなるという結果である。さらに性別役割分業意識と妻の従業上の地位の交互作用項
を投入したものがモデルⅢである。モデルⅡよりわずかではあるが説明力があがり、AIC
の値が低下している。モデルⅢにおいても子どもなしと末子 0～6歳がプラス、義理の母同
居ダミーがマイナス、配偶者教育年数がプラス、本人収入がプラス、配偶者 (夫)労働時
間はマイナスの効果をもつている。ここまではモデル I、 Ⅱともに変わらない。注目すべ
き結果は、妻正規と性別役割分業意識の交互作用、妻パー トと性別役割分業意識の交互作
用である。これらの効果はマイナスとなっており、妻が正規やパー トで働いていると、妻
が分業を肯定しているほど、夫の家事分担割合が下がり、妻が分業を否定しているほど、
夫の家事分担割合が上がるという結果となつた。モデルⅡで性別役割分業意識がマイナス
の効果を持っていたのは、正規・パー トで働いているものの分業意識の効果であったこと
が分かる。
以上、女性回答における2003年と2008年の夫の家事分担割合の規定要因の分析を行っ
たが、どのように変化したのか、しなかったのかを検討していこう。
まず、2003年も2008年もともに有意な効果を持っていたのが、子どもなしダミーであ
る。これはこれまでにも指摘されてきたことであるが、結婚年数の短い新婚当初は家事の
負担もそれほど多くはなく、夫もはじめは協力的であることを示していると言えよう。そ
れが2008年になると末子が0～6歳においても有意なプラスの効果を持つようになる。こ
れは、この 5年の間に、子どもが小さいうちは夫も家事を手伝 うという意識が浸透してき
たことを示すのかもしれない。ワーク・ライフ・バランスやイクメン施策の成果だと言つ
たら言い過ぎであろうか。
次は、義理の母同居ダミー である。これは変化がなく、夫の母親が同居していれば、2003
年も2008年も夫の家事分担割合は減少する。これは夫の母親が夫の代わりに家事をしてく
れているのか、あるいは夫の母親がいる手前、夫に家事はさせられないのか、どちらの可
能性も考えられるだろう。
配偶者 (夫)教育年数は2003年には効果がなかったが、2008年にはプラスの効果を持
つようになつた。これは、性別分業の解消に向かう家事分担平等化が高学歴層の夫との間
で起こっていることを示している。
本人 (妻)の年収については、どちらの時点においてもプラスの効果があつた。女性自
身が稼いで経済的な資本を持っていれば、夫の家事分担害J合があがるのである。ところが、
「本人収入―配偶者収入」という変数はいずれの年においても有意な効果がない。つまり、
夫の家事分担割合が増加する上で重要なのは、相対的な資源ではなく、妻自身がどれだけ
稼いでいるかという絶対的資源であり、このことは 2時点において変わらないということ
である。
配偶者 (夫)労働時間は 2時点ともに有意なマイナスの効果があった。やはり夫の労働
時間を減らすことが大事であるということだろう。
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さらに、2003年には夫農業であることが夫専門管理であるよりも、家事分担割合を高め
ていた。しかしこの結果は留意が必要である。その理由は、夫農業のサンプル数が14人と
少数だからである。
最後に妻の従業上の地位と性別役割分業意識の効果に注目してみよう。この分析結果の
交互作用効果を図示したものが図 7‐5、 7‐6である。縦軸は夫の家事分担割合であり、自営
家族については省略している。
2   1   o   1   2
性層役割分彙な出
図 7¨5 2003年女性回答交互作用効果 図7-6 2008年女性回答交互作用効果
図 7‐5をみると2003年には、妻が正規・パー ト就業であることが夫の家事分担割合を高
めていたが、女性 (妻)自身の性別役割分業意識が夫の家事分担割合に与える有意な効果
はなかった。ところが、2008年(図 7‐6)になると妻自身の分業意識が夫の家事分担割合
に影響をもつようになる。妻自身が正規やパー トでより分業を否定するような意識をもつ
妻の夫の家事分担割合は (無職のものと比べて)、 増加するようになったのである。
以上のことから、女性回答の分析から分かることは、2003年と2008年の間の2時点で
夫の家事分担割合に影響を与えていたのは、子どもがいないこと、義理の母の同居、妻自
身の収入、夫の労働時間であつた。
妻自身が市場での労働を行い、稼得力を上げることが、家事分担の平等化に貢献する効
果は頑健であることが明らかとなった。さらに、夫の労働時間が短いことが重要である。
さらに2008年になると末子が0～6歳であること、夫の教育年数が長いことが夫の家事分
担割合に有意なプラスの効果をもつようになり、この層において男女の平等化が進んだこ
とを示している。
本章の大きな発見の 1つとして、妻が正規 。パー トで働き、かつ分業を否定しているこ
とが夫の家事分担割合を増やすことが明らかとなった。末子 6歳以下を含めた分析では、
妻自身の意識を通して家事分担をみることによつて正規とパー トが似ていることが明らか
となり、その内部において分化していることがわかった。
全体としての家事頻度、家事分担割合が2008年では2003年に比べて男女間でわずかな
がら平等化しており、2008年では 2003年よリモデルの説明力が上がっていた。これは今
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回投入した独立変数で有意な効果のあった変数の間の格差が増大したとみることもできる
だろう。
それでは次に男性回答者の分析結果を見ていこう。
表7-5 2003年夫家事分担割合の規定要因 (男性回答)
2003年男性回答
夫家事分担割合          B
tf)vI モデルⅡ
B
モデルⅢ
B
(定数 )
子 どもな し
末子0～6歳
末子7～12歳
末子13～18歳
末子19～24歳
末子25～30歳
6.587
5.854
0.712
-0.758
-2.501
-3.097
-4.512
5.872
5.480
0.406
-1.099
-2.787
-3.293
-4.556
6.055
6.493
1.239
-0.405
-2.434
-3.007
-4.730
**
十
*
十
*
末子31歳以上
自分の母同居ダミー
義理母同居ダミー
子どもの人数
-0.037
0.075
0.366
-0.181
-0.086
0.437
-0.080
-0.195
0.443
本人教育年数
本人教育年数―配偶者教育年数
本人収入マイナス配偶者収入
配偶者年収
本人一 日あた り労働時間
0.465
-0.106
-0.005
0.009
-0.260
0.418
-0.084
-0.004
0.008
-0.234
0.420
-0.069
-0.004
0.007
-0.183
**
+
*
*
?
?
?
夫専門管理 (基準)
夫事務営業ダミー
夫販売ダミー
夫技能労務ダミー
0.333
3.091 *
-1.079
0.414
3.225 *
-0.985
0.074
0.234
3.326 *
-0.940
-0.195夫農業ダミー             0ー.018
妻正規ダミー
妻パー トダミー
妻自営家族ダミー
妻無職 (基準)
5.623 **
0.190
0.900
5.011 **
-0.086
0.761
5.032 **
0.311
1.236
性男J役割分業意識 (高いほど分業肯定) -1.812 **-0.206
性別役割分業意識 ×妻正規ダミー
性別役割分業意識 ×妻パー トダミー
性別役割分業意識 ×妻自営家族ダミー
-2.860
-2.142
-3.372
*
*
*
N
AIC
R2乗
1130
5947.786
0.131
1130
5931.827
0.144
1130
5928.212
0.149
'*:p<0.01,*:p<0.05,+:p<0.10
表 7‐5は、2003年の男性回答者を対象に夫の家事分担割合を従属変数とした重回帰分析
を行った結果である。説明力はモデルⅢが最も高くなっている。
モデル Iでは、説明力が13.1%であり、有意な効果があるのは、子どもなし、末子が25
～30歳、本人収入マイナス配偶者収入、夫販売サービス、妻正規である。
男性の性別役割分業意識を投入したモデルⅡを見ると子どもなしの効果が 10%水準とな
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り、配偶者 (妻)収入が有意となる。夫の分業意識も有意であり、分業を肯定しているほ
ど家事分担割合は低くなる。さらに妻の従業上の地位と夫の性別役割分業意識を投入した
モデルⅢをみると、分業意識の有意な効果が消え、交互作用効果が有意となつている。つ
まり、モデルⅡで夫の分業意識の効果があるようにみえたのは、妻が無職のものには分業
意識の効果はないが、正規、パー ト、自営家族従業者の妻をもつ夫において分業意識によ
って家事分担割合に差が生じていたということである。
夫の2003年の回答では、妻の収入も重要であるが、夫自身との収入の差が大きくて夫が
より稼いでいる場合は夫の家事分担割合が減少するということが明らかとなった。
次に2008年の男性回答を見ていく。
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表 7‐6 2008年夫家事分担割合の規定要因 (男性回答)
2008年男性回答
曇 担割合
モデル I
B
モデルⅡ  モデルⅢ
B           B
(定数 )
子 どもな し
末子0～6歳
末子7～12歳
末子13～18歳
末子19～24歳
末子25～30歳
末子31歳以上 (基準)
13.090 *
4.347 +
5.168 **
5.301 **
1.390
1.570
-0.033
14.922
3.437
4.528
4.802
0.993
1.291
0.061
14.687
3.325
4.547
4.811
1.120
1.369
0.552
**
**
?
?
?
?
?
?
自分の母 同居 ダ ミー
義理母 同居 ダ ミー
子 どもの人数
-2.698 *
1.486
-1.352  *
-2.836
1.507
-1.389
-2.861  *
1.456
-1.494 *
本人教育年数
本人教育年数―配偶者教育年数
本人収入マイナス配偶者収入
配偶者年収
本人一 日あた り労働時間
0.567
-0.383
-0.001
0.011
-0.987
0.438
-0.277
-0.001
0.010 *
-0.936 **
0.442
-0.256
-0.001
0.009 *
-0.896 **
十
*
**
夫専門管理 (基準)
夫事務営業ダミー
夫販売ダ ミー
夫技能労務ダミー
-1.687
2.128
0.729
-1.531
2.014
0.768
-1.587
2.068
0.684
夫農業ダミー             3ー.109    2.871   -2.619
妻正規ダミー
妻パー トダミー
妻 自営家族ダミー
妻無職ダ ミー
6.280 **
-0.055
3.241
5.356 **    4.752 *
-0.175
2.543
-0.070
2.372
性別役割分業意識 (高いほど分業肯定) -1.660 **-0.995
性別役割分業意識 ×妻正規ダミー
性別役割分業意識 ×妻パー トダミー
性別役割分業意識 ×妻 自営家族ダ ミー
-2.379 +
0.376
-2.357
?
?
?? 9855266.018
0.120
985
5256.77
0.129
985
5256.252
0.132R2乗
オ*:p<0.01,*:pく0.05,+:p<0.10
表 7‐6のモデル Iでは、末子0～6歳、末子 7～12歳、自分の母同居ダミー、子どもの人
数、配偶者 (妻)年収、本人 (夫)労働時間、妻正規ダミーが有意な効果を持っていた。
モデルⅡをみると、モデル Iで効果のあったもののほかに性別役割分業意識もマイナス
の効果をもつている。さらに交互作用項を投入したモデルⅢでは、交互作用項は正規雇用
と分業意識の効果が 10%水準で有意となり、性別役割分業意識の主効果は有意ではなくな
る。
2008年では、妻正規の場合のみ夫の性別役割分業意識の効果がマイナスであり、妻が正
規のときに、夫が分業を肯定していると夫の家事分担割合が減少することが明らかとなつ
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た。
以上、男性回答における2003年と2008年の夫自身の家事分担割合の規定要因の分析を
行つたが、どのように変化 したのか、しなかったのかを検討 していこう。もつとも説明力
の高いモデルⅢで比較すると、2時点ともに有意な効果があるのは、配偶者 (妻)年収と妻
が正規であることである。やはりどちらの時点においても妻自身がより多く稼ぎ、経済的
な資源と正規という中核市場での地位を得ることによつて、家庭内の家事分担はわずかで
はあるが平等化するということに変わりはない。
2時点で変化のあった独立変数は、末子年齢で2008年になると子どもややや大きくなっ
ても夫が家事をするようになつている。夫本人の労働時間が2003年では有意な効果がなか
ったが、2008年になると労働時間が多いほど家事分担割合が少なくなり、夫の労働時間に
よる差異が生じるようになつている。
そして、性別役割分業意識については、妻従業上の地位との交互作用の現れ方が変わっ
てきている。交互作用の効果を図示したものが以下の図 7‐7、 7‐8である。縦軸は夫の家事
分担割合であり、自営家族については省略している。
― ― ―  ―――妻正規
‐― …… 妻無職
―――妻正規
― ― 妻パート
ー ・ー 妻無職
図 7‐7 2003年男性回答交互作用効果 図7-8 2008年男性回答交互作用効果
図 7‐7の2003年の男性回答の交互作用効果をみると、家事分担割合を従属変数としたと
き、妻が正規、パー ト就業において夫の性別役割分業意識による差異が生じている。2時点
とも妻無職の場合には夫の性別役割分業意識による差はない。つまり、男性の分業意識を
通して家事分担割合をみると2003年ではパー トは正規に近い傾きであつたが、図 7‐8の
2008年になるとパー トは無職に近くなり、正規とパー ト・無職の間で2極化している。
最後にモデルの説明力であるが、男女とも2003年より2008年のほうがわずかではある
が低くなつている。
7.5 議論と考察
以上の結果から得られた主要な知見と議論をまとめていこう。主に労働市場と関連のあ
る変数を取り上げていく。
一 ― 尋 ミ
=二
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[女性回答について]
① 2003年、2008年の2時点ともに、女性自身の年収がプラスの効果を持つていた。 しか
し本人収入 ―配偶者収入が有意でないことから、相対的な資源というよりも、妻自身が経
済的資源を持っていることが、夫の家事分担割合を増加させる。
② 2003年、2008年の2時点ともに、夫の労働時間が有意なマイナスの効果を持っている。
非標準化係数の値を見てみると、絶対値が2008年のほうが大きくなっている。夫の労働時
間による夫家事分担割合の差異が大きくなっているといえるだろう。
③ 性別役割分業意識についてであるが、2003年には、妻の性別役割分業意識は夫の家事分
担割合に有意な効果を持たなかつたが、2008年には、妻が正規・パー トで働いている場合、
無職の妻との間に有意な差が生じている。さらに、正規・パー トで働いていると妻自身の
性別役割分業意識によつて夫の家事分担割合に差が生じるということが明らかとなつた。
つまり、妻が正規・パー トで働き、かつ分業を否定していることが夫の家事分担割合を増
やすことが明らかとなり、妻自身の意識を通して家事分担をみると正規とパー トが似てお
り、その内部で2極化しているということが分かつた。
[男性回答について]
① 2時点ともに配偶者 (妻)の年収が有意なプラスの効果を持っていた。本人年収マイ
ナス配偶者年収が 2003年には有意なマイナスの効果を持っていたが、2008年にはその効
果がなくなつていた。つまり、2003年には妻の絶対的な収入とともに夫が妻より多く稼い
でいるという相対資源が有意な効果を持つていたのであるが、2008年には夫がどれだけ稼
ごうと妻の絶対的資源が家事分担の平等化に重要となつたのである。
② 2003年には効果のなかった末子年齢 0～6歳、7～12歳がプラスの効果をもち2、 夫労
働時間が2008年にはマイナスの効果をもつようになった。末子が幼くて手のかかる時期や
夫の労働時間が短いと家事を分担するようになつたということであり、これはワーク・ワ
イフ・バランス施策の浸透、性別役割分業解消の理念の浸透の効果であると考えられる
③ 性別役割分業意識についてであるが、2003年では、妻正規・パー トの場合に夫の分業
意識が夫の家事分担割合に差異をもたらしていたが、2008年になると、妻パー トの場合に
夫の分業意識の効果がなくなり、妻無職とグラフの形が近くなつている。つまり、妻の従
業上の地位と夫の性別役割分業意識との関係が分化し、夫の意識からみれば妻正規の場合
と妻パー ト・無職の場合で家事分担の割合が大きく異なるのである。妻正規と妻無職と夫
の分業意識の関係は2時点で大きくは変わらない。2時点とも妻正規の場合は夫が分業を肯
定しているか否かによつて夫家事分担割合に差異が生じ、妻無職の場合は意識によつて変
わつていない。パー トだけが、無職に近い形に変化した。
2子どもなしの効果が 2008年ではなくなっているが、反対に子どもの人数の効果がマイナスで有意
となつている。この2つの変数の効果はさらに検討が必要であろう。
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以上のことからどのようなことが言えるだろうか。まず、最も重要な点は妻が二重労働
市場における中核市場で働く正規雇用であれば、無職であるよりも家事分担は平等化する
ということである。 しかし、妻が正規雇用で働いていても分業を肯定するという家父長制
支持の意識をもつていれば家事分担は妻が専業主婦である場合と比べて平等化しないどこ
ろかより多くの家事を妻が行 うDoing Gender層まで現れてくるということが明らかとな
つた。つまり、妻が正規就業で働きかつ女性も男性も性別役割分業意識が革新化したとこ
ろで初めて家事分担の平等化が起こるということである。
さらに興味深い結果として、6章と異なる結果となったのはパー ト就業についてである3。
末子 6歳以下も含めた本章の分析では、女性の性別役割分業意識とパー トの交互作用は有
意にマイナスとなったが、男性の性別役割分業意識と妻パー トの交互作用は有意とならな
かった。女性からみれば、性別分業という点ではパー ト就業も正規就業に近いものと捉え
ているのに対し、男性の中では、いまだ妻のパー ト就業は専業主婦と同じように捉えられ
ていて、家事をするのは当然という感覚なのかもしれない。
以上4～7章の分析において、性別役割分業意識、つまり性別分業を肯定することを家父
長制への支持としてとらえてきた。そして、この家父長制支持の核ともいえる性別役割分
業意識によつて、労働市場における性別分業も家庭における性別分業も影響を受けている
ということが明らかとなつた。家父長制への支持は、既婚女性の労働市場における働き方
という実態における家父長制を変化させ、さらには家庭内の家事分担という家父長制の実
態をも一部変化させることが明らかとなつた。
そこで次章では、この性別役割分業意識に焦点をあてた分析を行つていきたい。
3 厳密には、6章と7章で異なるのは、分析対象者の範囲と独立変数の うち、7章の分析では情緒的
サポー ト主成分を投入 していない点である。 この効果については今後より詳細に検討 していきたい。
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付表 7…1 性別役割分業意識の主成分分析
性別役割分業意識 (2003年男性 )
(ア)男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである
(イ)子どもが3歳くらいまでは、母親は仕事をもたず育児に専念すべきだ
(ウ)家庭を(経済的に)養うのは男性の役割だ
0.794
0.786
0 820
固有値
分散
1.921
64.045
クロンバ ック α=0.718
性別役割分業意識 (2008年男性 )
(ア)男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである
(イ)子どもが3歳くらいまでは、母親は仕事をもたず育児に専念すべきだ
(ウ)家庭を(経済的に)養うのは男性の役割だ
0.844
0.814
0.808
固有値
分散
2.029
67.631
クロンバ ック α=0.760
性別役割分業意識 (2003年女性 )
(ア)男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである
(イ)子どもが3歳くらいまでは、母親は仕事をもたず育児に専念すべきだ
(ウ)家庭を(経済的に)養うのは男性の役割だ
0.794
0.764
0.823
固有値
分散
1.891
63.020
ク ロンバ ック α=0.705
性別役割分業意識 (2008年女性 )
(ア)男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである
(イ)子どもが3歳くらいまでは、母親は仕事をもたず育児に専念すべきだ
(ウ)家庭を(経済的に)養うのは男性の役割だ
0.819
0.792
0.846
固有値
分散
2.013
67 090
クロンバ ック α=0.753
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第8章 性別役割分業意識とは何か
一その変容可能性一
これまでの 4-7章の分析において、いわゆる性別役割分業意識が、実態としての性別分
業に影響を与えているということが明らかとなつた。本論文では、性別役割分業意識はマ
ルクス主義フェミニズムが言うところの「家父長制」への支持の指標とみなすことができ
るという前提のもとに論を進めてきたが、第 8章では、これまで使ってきた性別役割分業
意識の規定要因とその変容可能性について探っていく。本章で使用するデータは、3、 4、 5
章で用いたWP調査の女性データである。データの詳細については3章を参考にしてほし
い。
8.1 問題設定
本論文全体としての重要な概念は家父長制であり、家父長制への支持を性別役割分業意
識という変数を用いて分析を行つてきた。家父長制概念は 1章でも確認したとおり、研究
者によつて少しづつ定義が異なるが、たとえばハー トマン (1981=199149)によれば、家
父長制は、物質的基盤を有する一連の男性間の社会関係であり、ヒエラルキー的に組織さ
れてはいるが、男性に女性を支配することを可能とする男性間の相互依存と連帯をつくり
だす社会関係として定義される。この家父長制の「物質的基盤」とは、「家庭における育児
だけでなく、男性に女性の労働力を支配することを可能にするあらゆる社会構造」(ハー ト
マン (1981=1991:49))である。また、ソコロフ (1980=1987:199)によれば、家父長制
とは男性が女性を支配することを可能にする社会的諸権力の総体 (セット)である。
さらに上野 (1990:25)は、「家族の中で、人々は再生産をめぐる権利 。義務関係に入り、
たんなる個人ではなく、夫/妻、親/子、息子/娘になる。この役割は、規範と権威を性
と世代とによつて不均等に配分した権力関係であり、フェミニス トはこれを「家父長制
patriarchy」と呼ぶ。」(上野 1990:25)としているが、家父長制は家族内だけではなく、市
場にも存在するという。
以上のような様々な定義をまとめた上で、瀬地山 (1990=1997:80)は分析概念としての
家父長制を「性に基づいて、権力が男性優位に配分され、かつ役割が固定的に配分される
ような関係と規範の総体」と定義している。
本論文の分析で使用してきた性別役割分業意識という変数は各章によつて様々であつた
が、どの変数もこの瀬地山の定義に合致したものであったといえよう。
本章の目的は、個人の家父長制支持の指標としてこれまで使用してきた性別役割分業意
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識の規定要因とその変容可能性をさぐることである。ここでは 3、 4、 5章で用いたWPデ
ータを用いて分析を行っていく。
8.2 性別役割分業意識の抽出
1982年に行つた「主婦の生活と意識」調査には、家事に対する意識や働くことに対する
意識についての質問が多くある1。 それらを用いて主成分分析を行い、2因子を抽出した。
その結果が表 8…1である。第 1主成分を「主婦役割肯定因子」、第2主成分を「夫婦間平等
志向因子」と名付けることとする。第 1主成分は第4章で用いた性別役割分業意識であり、
第2主成分を構成する2つの変数は第5章で用いた性別役割分業意識である。
WP調査の2006年の調査票中「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」に対す
る回答、「そう思う」に5点、「どちらかといえばそう思う」に4点、「どちらともいえない」
に3点、「どちらかといえばそう思わない」に2点、「そう思わない」に 1点を与えたもの
をZ得点化したものを2006年の性別役害1分業意識とする。
先行研究でみてきた性別役割分業意識の構成概念の多くは、一般論としてどうかという
問い方をしたある意見に対する賛否を用いるものが多かつたが、この 1982年の「主婦の生
活と意識」調査における問い方は、調査対象者自身にとつて 「主婦としての仕事をうまく
やつていくことにどの程度やりがいを感 じているか」といつたものであり、本人にとつて
どうかという部分が一般的な性別役割分業意識の作り方とは異なっている。2006年の性別
役割分業意識は一般論としての意識である。
表8-1 役割分業意識に関する主成分分析 (プロマックス回転)
第1主成分第2主成分変数                                            
`主婦 としての仕事をうまくやっていくことにどの程度や りがいを感 じているか          0.734 -0.172
主婦としての仕事に対してどのくらい満足しているか
家事において、責任をもつて技能を磨くべきかどうか
主婦は、世帯収入を得ることに対する責任がどれくらいあると思うか
夫は家事や育児に対して、どのくらい責任があると思うか
家事は主に主婦がするべき仕事か
0.672  -0.297
0.505  -0.005
0.293   0.718
0 232   0.742
0.496  -0.135
ル タイ ム
寄与率
累積寄与率
l岩田知子 (1989)は、1982年調査時の418人分のデータを用いて、「主婦役割に関する意識Jと「家
事に関する意識Jの抽出を行っている。その際には、ここで用いた項目のほかに「家事や育児は、ど
のくらい世の中のためになっていると思うか」、「家事や育児をきりもりするのがどれくらい上手かJ
を加えた9項目で因子分析を行つている。この分析を行 うにあたり、当初は9項目を用いて行ってみ
たが、共通性がそれぞれ 0.069、0.034と低かったため、今回はこの2項目を除いた7項目で因子の抽
出を行つている。
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以上の3つの意識についての相関係数は表 8-2のとおりである。82年の主婦役割肯定因
子は06年性別役害J分業意識と正の相関があるが、82年夫婦間平等志向因子は06年性別役
割分業意識とは相関がない。また、当然のことながら、82年の主婦役割肯定因子と82年の
夫婦間平等志向因子には相関がない。82年主婦役割肯定因子は得点が高いほど主婦役害1を
肯定することを意味し、82年夫婦間平等志向因子は得点が高いほど夫婦間の平等を志向す
ることを意味し、06年性別役割分業意識は得点が高いほど性別分業を肯定することを意味
する。
西村 (2001)や嶋時 (2006)、大和 (1995)が指摘するように性別役割分業意識には多元
的な側面があるが、これら3つの意識はともに、第 2章で提示した本論文における性別役
割分業意識の定義すなわち「女性を家事 。子育てに結びつけるような意識、男性と家計責
任を結びつけるような意識」の下位概念にあたるといえよう。さらには、さきほどの瀬地
山 (1990=1997:80)の定義によれば、「女性を家事 。子育てに結びつけるような意識、男
性と家計責任を結びつけるような意識」の上位概念が家父長制であると考えられる。
表 8…2 3意識の相関係数
82年主婦役   82年夫婦間平  06年性別役
割肯定因子   等志向因子   割分業意識
82年主婦役割肯定因子
N
1           0.095
146146
.241**
133
82年夫婦 間平等志向因子
N
1
146
0.000
133
06年性別役割分業意識
N
1
146
**p<0.01 数値はピアソンの積率相関係数
8.3 性別役割分業意識と属性
それでは、これらの性別役割分業意識は何によつて規定されているのであろうか。2章の
先行研究で確認 したとおり、性別役割分業意識の女性内における相違を生み出す要因とし
て、学歴や世代、職業経歴との関連が報告されており (大和 1995;山口1998;中井 2000)、
出身家庭の階層要因として父親の職業的地位が高いほど、また学歴が高く、若い世代ほど
平等志向を支持するという。
表 8‐1で作成した82年主婦役割肯定因子、82年夫婦間平等志向因子、06年性別役害1分業
意識と本人年齢、本人教育年数との相関を示したのが下の表である。82年の主婦役割肯定
因子と本人の年齢との間には正の相関があったが (相関係数 0.172)、本人教育年数と相関
はなかった。夫婦間平等志向因子は年齢・教育年数ともに有意な相関がなかつた。2006年
の性別役割分業意識も本人年齢とは相関があつたが (相関係数 0.264)、教育年数とは相関
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表 8…3 本人年齢、本人教育年数と3意識の相関係数
教育年数
82年主婦役  82年夫婦間平  06年性別役
割肯定因子  等志向因子 割分業意識
年齢
N
-0.399**        0.172*
146159
26
146
0.264**
146
教育年数
N
-0.124
146
0.115 -0.137
146            146
**:p{0.01, *:p(0.05 数値はピアソンの積率相関係数
以上のとおり、年齢は、82年の主婦役割肯定因子、06年性別役割分業意識ともに有意
な相関がある。それでは、5年ごとの出生コーホー トに分けて、それぞれの意識の主成分
得点・Z得点2の平均値を示した折れ線グラフを見てみよう。
-82年主婦役割肯定因子 ――■―-82年夫婦間平等志向因子
-06年性別役割分業意識
図 8…1 出生コーホー ト別性別役割分業意識
図8-1をみると82年の主婦役割肯定因子と06年性別役割分業意識はコーホー トごとに同
じような動きをしており、1945年出生コーホー トまでは、過去のコーホー トほど性別分業
を肯定しているといえそうである。特に 1941年～1945年出生のものは82年の主婦役割肯
定因子と06年の性別役害1分業意識の得点が最も低くなつている。つまり、1945年出生まで
は若い世代ほど、性別分業を否定するようになってきたということを示しているが、これ
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
206年性別役割分業意識だけがZ得点である。
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は、一部分で尾嶋 (1998)の結果と整合的である。尾嶋は 1985年と1995年のSSM調査デ
ータを用いて「男は外で働き、女は家庭を守るべきである」という質問への肯定的な回答
割合のコーホー ト別の動きを分析 し、戦前生まれと戦後生まれの間に肯定割合の増減に差
があることを指摘している。すなわち、戦前に生まれたコーホー トでは若いコーホー トに
なるほど単調に肯定的な意見が減少し、否定的な意見が増加するという傾向がみられるの
に対して、戦後生まれのコーホー トにおいては単調な減少傾向や増加傾向は見られない。
また、1995年SSM調査では、1946年以降に生まれたコーホー トでは賛否の割合がほぼ
一定であるとし、1985年SSM調査をみても、団塊の世代まで低下してきた傾向が反転する
特徴がみられ、少なくとも戦後生まれのコーホー トでは単調な減少傾向にはなかったとい
う。この結果は、尾嶋も指摘しているように、戦前生まれのコーホー トと戦後生まれのコ
ーホー トの間に明確な違いが存在すること示していると言えよう。
82年の夫婦間平等志向因子は、ほかの2つの意識とは異なつた動きをしていて、1926～
1930年コーホー トが最も高く、1951～954年コーホー トが最も低くなっている。
次にコーホー ト以外の属性と性別役割分業意識との関連を確認していく。表 8-4は、3つ
の意識の属性との関係を示したものである。標本数が少ないためか出生コーホーと以外に
有意差のあるものはないが傾向を確認していく。
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表 8-4 性別役割分業意識と属性
本人出生コーホー ト
本人学歴
夫学歴
妻父学歴
8  0 704   1 096
15  0 297   1 012
19  0 126   1 060
36  0.046   1 063
25 -0.254   0 752
27 -0.065   1 037
15 -0 455   0.837
性別役 分業意識
N  平 準 偏
145 -0 006
-0.040   0 968
0.385
0 078   1 017
-0 004   0 975
-0 142   1 069
146  0 000
0.115   1 121
0.046   0 971
7   0.863
145  0.010   0.996
0 017   0 986
0 046   0 946
-0 145   0 973
0 102
-0 066
1.012
0.984
-0 37 070
132  0 012
7
0.031   1 063
-0.168   0.840
0 261   1.038
135  0 002
*p<0.05
注)82年主婦役割肯定因子は得点が高いほど主婦役割を肯定 し、82年夫婦間平等志向因子は得点が高い
ほど夫婦間の平等を志向し、06年性別役割分業意識は得点が高いほど性別役割分業に肯定的になること
を示 している。
[コーホー ト]については、前述のとおりである。
[学歴]主婦役割肯定因子については、学歴が高いほど否定する傾向があり、学歴が高い
ほど、夫婦間平等志向は高くなつている。06年の妻本人の性別役割分業意識も学歴が高い
ほど分業を肯定しない傾向がある。
[夫79年職業]夫の職業と妻の主婦役割肯定因子の関連をみると、夫が農業の場合、妻の
主婦役割肯定因子の得点の平均値は0.558と高くなっており、夫が専門管理であると-0.224
と低くなっている。しかしながら、夫婦間平等志向因子についてみてみると、夫が農業の
場合、0.607で、他の職業であるより肯定する傾向にある。夫が農業ということは妻も家族
従業者として農業で働いていることが想定される。農業に従事する妻は主婦役割も肯定し、
82年主婦役割肯定因子 82年夫婦間平等志向因子
N  平 均 値  標 準 偏 差
1913-1925
1926-1930
1931-1935
1936-1940
1941-1945
1946-1950
9   0 793   0 448
16   0 274   1 091
18   0 091   1 111
34  -0 027   0 874
26  -0 494   1 251
28   0 057   0 758
9  -0 015    1 176
16   0 350    0 857
18   0 002     1.025
34   0 151     1 035
26   0 033     1 158
28  -0 323    0 821
145   0 004   1 002
2 365  *
145   0.001     1 0 3
48   0.129   1.011
74  -0.022    1.050
48  -0 081    0.930
74  -  051     1.052
146   0 000    1 000
42  -0 027   1 013
68   0 054   0 967
42  -0 098    0 998
68   0.025    0 987
145   0 004   1.002145   0.006    1 001
事務・販売
マニュアル
26  -0.224   1.088
24  -0.022   1 015
48  -0.092   0 980
26  -0 052     1.060
24  -0 139    1.139
48  -  139    0 897
13   0 607    0_
111  -0 031    1 00911  -0 031    1 010
94   0 071    1.032
20  -0 033   0.852
94   0.022    0 907
2   -0 238     1 263
133   0 040    1.009
98   0 080   1 011
31  -0 019   1 011
98   0 042    0 989
3  -0.097     1 009
136   0.032    1.003136   0.039     1.0 1
1 393
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家庭内で采配をふるうが、自分も夫と同様に働いている自負があるため、夫婦間での平等
志向も強いことが考えられる。自分自身も世帯収入に貢献しているかわりに、夫にも家事
育児分担を要求する水準が高いのであろう。
[妻父学歴]妻父学歴が高等であると夫婦間平等志向因子の得点が高く、中等であると低
い。父学歴が高等であると、06年に性別役割分業を肯定しない傾向にある。
[妻母学歴]妻母学歴が高等であると主婦役割を肯定しない傾向にあり、夫婦間平等志向
が強くなる。 しかし、06年になると妻母学歴高等であった場合、妻本人の性別役割分業意
識は0.261と肯定に転じているようである。これは何らかのほかの要因 (年齢や従業上の地
位)が考えられるかもしれない。あるいは、調査対象者の母親が高等学歴ということは、
旧制の高等学歴を受けた世代であり、高等女学校の良妻賢母教育を受けた母親の影響を受
けている可能性もある。
8.4 従業上の地位と性別役割分業意識
それでは次に過去の従業上の地位と過去の分業意識、現在の従業上の地位と現在の分業
意識の関連はどのようになつているかを見ていく。表 8‐5は82年と06年の従業上の地位別
の 82年主婦役割肯定因子、82年夫婦間平等志向因子、06年性別役害1分業意識の一元配置
の分散分析の結果を示したものである。
表8-5 従業上の地位と性別役割分業意識
32年主婦役割肯定因子
N  平 均 値 標 準 偏 井
,2年夫婦間平等志向因子
N  平 均 値  標 準 偏 ≠
年性別役割分業意識
N  平 均 値 標 準偏 差
82年従業上の地位 正規
′く‐― ト
無職
自営家族
合計
20  -0 417   0.787
38  -0 183   1 059
46   0 219   1 020
42   0 125   0 955
146   0 000   1 000
2 621
20 -0.066   1 227
37 -0 319   0 948
48  0 125   0 996
41  0 175   0 888
146  0 000   1.000
32年主婦役割肯定因子
N  平 均 値 標 準 偏 洋
32年夫婦間平等志向因子
N  平 均 値  標 進 偏 葬
年性別役割分業意識
N  平 均 値 標 進
`06年従業上の地位 正規
パー ト
無職
自営家族
イ)言十
F値
5  -0 316   0 814
17  -0 373   0 864
87   0 106   1 027
37  -0 035   0 998
146   0 000   1 000
1 305
0 237
-0 116
-0 005
0 032
0. 0
0_
5 -0 555   0 980
17 -0 263   0 884
88  0 192   1 006
36 -0 267   0 957
146  0 000   1 000
2 953 *
**p<0.01,*p<0.05
注)82年主婦役割肯定因子は得点が高いほど主婦役割を肯定 し、82年夫婦間平等志向因子は得点が高い
ほど夫婦間の平等を志向し、06年性別役割分業意識は得点が高いほど性別役割分業に肯定的になること
を示 している。
82年の本人の従業上の地位は夫婦間平等志向因子には有意な効果があるが、主婦役害1肯
定因子と06年の性別役害1分業意識には有意な効果がないようである。また 06年の本人の
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従業上の地位によつて06年の性別役割分業意識には有意な差があるが、過去の意識には差
がない。やはり、そのときにおかれた状況やその時点の働き方に応 じて性別役割分業意識
は変化するものなのであろうか。
詳細にみていくと、上段の主婦役割肯定因子には有意な差がないが、正規雇用・パー ト
において、主婦役割を肯定しない傾向があり、無職では肯定する傾向があるようである。
夫婦間平等志向については正規が最も高くなっており、パー ト・無職で低い傾向がある。
06年の性別役割分業意識をみるとパー トが最も低くなっており、自営家族 。無職が高い傾
向にある。
下段の主婦役割肯定因子についてみると、正規・パー トがともに低くなっており、無職
がやや高くなっている。夫婦間平等志向因子については、正規が最も高く、パー トが低く
なっている。06年の性別役割分業意識は正規が最も低く、無職が高くなっている。
8.5 性別役割分業意識の規定要因
それでは次に、82年主婦役割肯定志向、82年夫婦間平等志向、06年性別役割分業意識を
規定する要因について多変量解析によつて分析していく3。 ここでは、さまざまな変数でコ
ントロールした上で本人の従業上の地位との関係に着目して分業意識をみていくことが目
的である。モデルの決定係数が上がるように探索的に変数の選択を行い、有意な効果のな
い変数をはずしていったので、従属変数によつて説明変数が異なる。表 8‐4、 8-5で使用し
た属性のほかに、子供の数4、 15歳時居住地都市規模5、 両親との同居についての変数もコン
トロール変数として投入した。
それではまず、82年時の主婦役割肯定志向及び夫婦間平等志向の規定要因についてみて
いこう。
3従属変数として用いる主婦役割肯定志向、夫婦間平等志向、性別役害1分業意識は表 8-1で作成 した
主婦役割肯定因子、夫婦間平等志向因子の主成分得点と性別役割分業意識のZ得点である。
482年時の調査における子供の数の回答を同居の子ども、別居の子どもを合わせて、連続変数として
投入している。
582年時の調査における、15歳になるまでに主に住んでいた場所についての回答、村に 1点、町に2
点、人口5万人未満の市に3点、人口5万以上50万人未満の市に4点、人口50万人以上の市に5点
のように、点数が大きくなるほど規模が大きくなるように点数を与えたものを、連続変数として投入
した。
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係 数
表8-6 主婦役割肯定志向を従属変数とする重回帰分析
標準誤差 有意確率
-0.194 1.035   0.852
妻教育年数
満年齢
-0.034
0.020 +
0.046   0.466
0.011   0.073
82年無職ダミー
82年正規ダ ミー
82年パー トダミー
82年自営家族ダ ミー
-0.639
-0.565
-0.324
?
?
?
0.264   0.017
0.223   0.012
0.227   0.155
82年時子供総数
15歳時居住地都市規模
-0.164
-0.051
0.108
0.059
0.133
0.384
妻両親 との同居ダ ミー
夫両親 との同居ダ ミー
0.087
0.287
?
?
?
?
?
?
?
?
0.803
0.141
調整済みR2乗
N
0.061
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数値は非力票ヱ簿化ι系変女  **p〈0.01,*p〈0.05,+p〈0.1
表 8‐6は82年の主婦役割肯定志向を従属変数 とする重回帰分析である。はじめに両親の
学歴や夫学歴、夫の職業を投入 したモデルを作成 したが、これ らの変数は有意でなかった
ので、はず したモデルを提示 している。主婦役割肯定志向に効果があるのは、82年の現職
正規ダミー とパー トダミーである。無職であるものと比べて正規、パー トで働いているこ
とは、その時点の主婦役割肯定志向に負の効果がある。
次は82年の夫婦間平等志向についてみていく。
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係 数
表8-7 夫婦間平等志向を従属変数とする重回帰分析
標準誤差 有意確率
-1.8821.149   0.104
妻教育年数
満年齢
0.094 +
0.017
0.055   0.086
0.012   0.149
82年無職ダミー
82年正規ダミー
82年パー トダミー
82年自営家族ダミー
0.271   0.001
0.240   0.763
0.253   0.096
0.904
0.073
0.425
**
82年時子供総数
15歳時居住地都市規模
-0.035
-0.035
0.110   0.748
0.069   0.620
妻両親 との同居ダミー
夫両親 との同居ダ ミー
-0.009
-0.119
0.349   0.978
0.212   0.577
妻父初等学歴ダミー
妻父中等学歴ダミー
妻父高等学歴ダミー
-0.359
0.215
0.301   0.235
0.304   0.482
妻母初等学歴ダミー
妻母中等学歴ダミー
妻母高等学歴ダミー
-0.031
0.491
0.253   0。902
0.451   0.279
夫高等ダ ミー
夫初等ダ ミー
夫中等ダミー
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
0.347
0.267
103
322
夫79年技能労務ダミー
夫79年専門管理ダ ミー
夫79年事務販売ダ ミー
夫79年農業ダミー
0.280   0.236
0.253   0.317
0.325   0.044
-0.333
-0.254
0.662 *
調整済みR2乗
N
数値は非力票ヱ簿化t系サ文  **p〈0.01,*p〈0.05,+p〈0.1
夫婦間平等志向に効果があるのは、妻の教育年数のほか、夫が農業であることが正の効
果をもつ。さらに、正規で働いていること、自営家族従業者として働いていることが、無
職であることに比べて、夫婦間の平等を志向することに対して正の効果を持っている。
主婦役割肯定志向も夫婦間平等志向も、本人の従業上の地位が影響を与えていることが
分かった。特に正規で働いていることはより平等を志向する方向に影響を与える。また、
パー トで働くことは、主婦役割の否定にはつながるが、夫婦間の平等を志向することには
つながらないという結果になつている。これは興味深い結果であり、おそらく、パー ト就
業の妻としては、自分も働いていることによつて時間的制約もあり、主婦としての役割は
あまり好きではないが、夫と比較して家計への貢献度が低いために夫婦間の平等を志向す
るまでには至らないのかもしれない。あるいは、82年という時期はまだまだ、「男は外で働
き、女は家庭をまもる」という意見への肯定する割合が高かつた時期であるため、主婦と
0.149
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しての役害1は好きではないが、自分のやるべき仕事であると認識していたのかもしれない。
パー トとは逆に、自営家族従業者として働いていることは、主婦役割の肯定に有意な効
果はないが、夫婦間の平等を志向することにはやや効果がある。やはり、自営として自分
で事業を営んでいることや家族従業者として夫と同様に働いていることは、家計への貢献
度が高いことにつながり、また労働時間も夫に近いと考えられ、そのことが夫婦間の平等
を志向することにつながつたのであろう。
以上の結果をまとめておこう。82年時の性別役割分業意識 (=家父長制の支持の指標)、
であるところの 1つめの主婦役割肯定志向については、「正規、パー トで就業しているもの
は、無職であるものに比べて、主婦役割を否定している。」といえる。自営家族従業者とし
て働いていることは、主婦役割肯定志向に負の効果はあるようだが、有意ではなかつた。
2つめの夫婦間平等志向をみていくと、「正規、自営家族従業者として働いているものは、
無職であるものに比べて、夫婦間平等志向が高い。」といえる。
では、最後に2006年の性別役割分業意識を従属変数とする重回帰分析をみていこう6。
6表8-8で独立変数として使用されている82年従業上の地位別06年従業上の地位のサンプル数は、
下の表のとおりである。
06年正規  06年パー ト 06年無職 o6年自営家族  計
82年正規
82左巨ノく‐― ト
82年無職
82年自営家族
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
計 18
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表 8‐8 06年性別役割分業意識を従属変数とする重回帰分析
標準誤差 有意確率
係 数 -0.2951.416   0.835
妻教育年数
満年齢
-0.002
0.014
0.060   0。972
0.015   0.364
82年無職 ダ ミー
82年正規ダ ミー
82年パー トダミー
-0.072
-0.913 **
0.312  0.819
0.271   0.001
0.304   0.59182年自営家族 ダ ミー    0.164
82年時子供総数
15歳時居住地都市規模
0.011
-0.091
0.126   0.933
0.087   0.296
妻両親 との同居ダミー
夫両親 との同居ダミー
0.403   0.981
0.233   0.981
-0.009
0.006
06年無職 ダ ミー
06正規夕゛ ミー
06ハ゜―トタ゛ ミー
06自営家族夕゛ ミー
0.578   0.059
0.341   0.428
0.277   0.030
-1.104
-0.272
-0.610
妻父初等ダ ミー
妻父中等学歴ダ ミー
妻父高等学歴ダ ミー
-0.365
-0.738 *
0.326   0.266
0.341   0.033
妻母初等ダ ミー
妻母中等学歴ダミー
妻母高等学歴ダミー
-0.029
0.566
0.283
0.479
0.920
0.240
夫高等ダ ミー
夫初等ダ ミー
夫中等ダ ミー
0.146
0.218
0.402
0.298
0.717
0.466
79年夫技能労務ダミー
79年夫専門管理ダ ミー
79年夫事務販売ダ ミー
79年夫農業ダミー
0.314   0.307
0.276   0.727
0.391   0.199
?
??
ヮ
ー
?
??
，
?
?
?
?
?
?
?
?
??
主婦役割肯定因子
夫婦間平等志向因子
0.139
-0.052
0.109   0.205
0.104   0.616
調整済みR2乗
N
数値は非標準化係数 **p〈0.01,*p〈0.05,+p〈0.1
表 8…8をみると、2006年の性別役割分業意識に有意な効果があるのは、82年のパー トダ
ミーと06年の自営家族ダミーおよび妻父高等学歴ダミーである。06年の正規ダミーも10%
ではあるが、有意な効果がある。 しかしながら、過去の主婦役割肯定因子や夫婦間平等志
向因子は有意な効果がなかった。表 8-2でみたとおり、82年の主婦役割肯定因子と06年性
別役割分業意識は単相関では有意な相関があつたが、従業上の地位などを介した疑似相関
であつたようである。この結果は、ある時点の従業上の地位によつて、その時点の分業意
0.146
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識を変化させている可能性を示唆している。
また、他の変数との関連をみてみると、現在の性別役割分業意識は本人の父親の学歴に
も影響を受けており、父親が初等学歴であることに比べて高等学歴であることは、性別役
割分業の肯定に対して有意にマイナスの効果がある。しかし本人の年齢や教育年数は影響
がなかつた。これは、SSM95のデータを用いて既婚女性の性別役割分業意識と従業上の地
位や職業経歴との関連を調べて、その間には大きなかかわりがあるという結果を得た山口
(1999)のものと一致する結果である。しかしながら、吉川 (1998)や山口 (1999)の得
た、本人の生年世代や学歴が影響を与えるという結果は支持しないものとなつた。
8.6 まとめ
以上の分析から、わずかではあるが、性別役割分業意識の変容可能性が示されたと言え
るではないだろうか。1時点でみれば、中核市場での労働が性別役割分業意識の革新化 (末
盛・石原 1998)につながるが、本章の分析の結果、過去におけるパー ト就業も現在の性別
役割分業意識の革新化へつながつているということが明らかとなつた。
中核市場の正規就業のみならず、パー トという就業形態で周辺労働市場で働いていたこ
とも、女性労働の弁証法的諸関係の矛盾点に位置するということを示しているのかもしれ
ない。
しかしこの結果は、82年時点という第 1波の時代の特徴であるのかもしれないし、分析
対象者の現在中高年期を迎えた女性たちに限定された結果であるのかもしれない。この点
については留保が必要である。
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第9章 性別分業の実態と意識
ここまでの3～8章において「女性労働の弁証法的諸関係」(ソコロフ1987:267)から示
唆を得た分析枠組みで労働市場と家庭の性別分業と家父長制支持意識の関連を検証してき
た。各章で何が明らかになつたのかを確認したのち、何が性別分業の解消を阻害している
のか、これを乗り越えるにはいかなる方向性があるのかについて考察していく。
9.1 分析結果のまとめ
2章で示した各章の構成 (表9-1)と分析枠組みの図 (1時点)(図9-1)を再掲する。
表 9-1 本論文の構成 (再掲)
3章 4章  5章 7章 8章 3章4章  6章 7章 8章
（‐‐）?
（
―
‐）
?
?
?
(3) (3)-1
(2)
図9-1 本稿における分析枠組み (再掲)
本稿ではソコロフのいうところの弁証法的関係の図の主に下の部分、日常生活領域にお
ける諸関係に焦点をあて、さらに個人の性別役割分業に対する意識を媒介させた。これは
家父長制への支持の指標と考えられ、家庭と市場の労働の関係をつなぐものである。まず、
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本稿では、この性別役割分業意識と市場労働の関連を明らかにした。女性が性別分業を否
定し無職でいること、女性が分業を肯定し正規雇用で就業することはその後の働き方や人
生評価にどのような影響を与えるのか、そして、女性が分業を肯定しながら正規就業し、
さらに家事の多くを担 うことは葛藤を生むことが予想されるが、それらの相互作用が性別
役害1分業の解消に向かう糸口であるのかどうかを明らかにしてきたのである。
まず、第3章では、労働市場における女性の働き方 (従業上の地位)に着目して、2時点
のパネル調査データを用いて、既婚女性がどのような職業経歴をたどつてきたのか、それ
に対して何が影響を与えているのかを確認した。図 9‐1でいうとおもに (3)‐1の部分の分
析を行つた。下の図でいうと○で囲んだ部分である。
意識
―
分業意識
家事分担十一一一十 家事分担
時間の経過
具体的にはWP調査の女性データを用いて、現在中高年期を迎えた 1913年～1954年生ま
れの既婚女性が、どのような職歴をたどってきたのかをパターン分けし、時系列で、自営
家族化⇒パー ト継続⇒無職化の割合がそれぞれ多くなることを明らかにした。そして、こ
の世代においては、40歳までの職歴がその者の職歴を代表していると言えること、学歴に
よる差異が存在 し、高等学歴において無職化が多いこと、初職や夫の職業によつても差異
が生じていることが明らかとなった。
第 4章では、過去の性別役割分業意識と働き方が現在の働き方にどのような影響を与え
ているのかを明らかにした。図 9‐1でいえば (3)-3の部分である。下の図でいうと○でか
こんだ部分と太い矢印の部分である。
二重労働 分業意識
場
家事分担
?
?
二重労働
市場
時間の経過
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時代の流れが専業主婦から共働きへと変化する中で、性別分業を肯定しつつも正規やパ
ー トといつた雇用された形態で就業していたものは、現在も働いているのかそれとも無職
になつているのかという問題意識で分析を行つた。その結果、性別分業を肯定し被雇用で
就業していたもの (正規・パー ト)は現在無職になりやすかつた。過去の分業意識と働き
方の組み合わせが現在働くか働かないかを分かつ1つの要因であつたといえよう。本章の
分析によつて一時点だけや働き方の実態だけをみていただけでは、見えなかつたメカニズ
ムがあることが示された。他方で、過去に無職で性別役割分業を否定していたものは現在
被雇用になりやすいとは言えなかった。このような葛藤を抱えていた女性は性別分業を解
消する方向には向かわなかつたのである。
続く第5章では、4章を受けて過去の分業意識とそれが実現したもの、そうでないものの
間に、その後の人生の満足度に差があるのかどうかを明らかにした。図 9-1でいうと、(3)
-3が人生満足感に与える影響をみたものである。この分析は (3)‐1の部分にもかかわつて
くる。下の図でいうと○でかこんだ部分と太い矢印と満足度の部分である。
二重労働 分業意識4-‐>二重労働
市場場
家事分担 家事分担 く卜~~→就業形態
時間の経過
分析の結果、2重労働市場における周辺的な就業形態である「パー ト型」において「正規
型」「自営家族型」「無職型」に比べて人生満足感が低かった。さらに、その中でも性別分
業を否定している「パー ト型」において最も満足度が低いという結果であつた。この章で
は、労働市場において最も条件が悪く、家父長制と資本制の共謀の狭間にいると考えられ
るパー ト層において意識との削齢が満足度の低下につながるということを発見した。
以上が労働市場における働き方を主に従属変数とする分析である。続く2つの章では、
家庭内における分業を従属変数とする分析を行った。
第6章では、全国規模のNFRJ調査データを用いて、一時点の家事分担の規定要因の分析
を行った。分析の目的は労働市場で周辺的な位置にある既婚女性と中核的な市場で働く正
規雇用の既婚女性、さらに無職の既婚女性との間に夫婦間の家事分担の違いがあるのかど
うか、そこに性別役割分業意識による差異があるのかどうかを確かめることであつた。図
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9‐1では、(2)、(3)-2、(3)-3にあたる分析である。下の図でいうと太い矢印の部分であ
る。6章は一時点のデータの分析なので、時間の経過はない。
?
?
分析対象者を末子が 7歳以上に絞って分析を行った結果、夫の家事分担割合に対して、
妻が正規と妻自身の性別役割分業意識の交互作用が有意であった。正規で就業しつつも家
父長制を支持している既婚女性はより多く家事をしているということが明らかとなつた。
また、夫の労働時間が夫の家事分担割合に負の効果をもつということも明らかとなつた。
この結果を踏まえて、第7章では、2時点の全国を対象として調査データを用いて夫婦の
家事分担割合の規定要因と2時点の規定要因の違いについて分析を行つた。この章の分析
では、末子年齢によってデータを限定していない。図 9‐1では、(2)、(3)-2、(3)…3にあ
たる分析である。下の図でいうと太い矢印の部分である。
家
最『      
重労働市場
事分担
―
就業形態
抒『      
重労働市場??
家事分担
―
就業形態 業形態
時間の経過
その結果、女性の分業意識は、2003年には夫の家事分担割合に影響を与えていなかった
が、2008年になると妻正規、パー ト就業者において妻の分業意識との交互作用が有意とな
った。また、男性においても妻が正規就業であることと夫の分業意識との交互作用が有意
となった。
つまり、家事分担の平等化の仕方において、妻の従業上の地位と夫婦の分業意識によっ
て差があるということが明らかとなつた。分業否定の意識をもち妻が正規就業という層に
おいて、ほんのわずかではあるが、性別分業の解消へ向けての兆しがみられるということ
が明らかになったのである。しかしながら、日本では現在においても男性の家事分担割合
は頻度でみても時間でみても 10%程度であり、妻の市場労働への参加がただちに家庭内の
?
?
?
?
?
?
????
?
?
?
?
?
?
十一→卜二重労働市場
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性別分業の解消につながるとは言い難いが、妻が労働市場へ進出し、かつ、夫婦が家父長
制を支持しないという意識をもつことによつて、家庭内の性別分業が解消へ向かうという
知見が得られた。
さらに、夫の労働時間、妻の本人年収もそれぞれ夫の家事分担に影響を与えており、資
本主義制における構造的な労働環境が変化すれば、わずかながらではあるが夫の家事分担
割合が増加すると言えよう。市場労働に従事して、賃金を得ているものは、家庭で意志決
定権と権利をより要求する傾向があり、それによつて家庭における家父長制を脅かす (ソ
コロフ 1987:276)ことの萌芽が2008年の日本において確認されたと言えるのではないだ
ろうか。
分析の最終章となる第8章では、4章から7章における分析で労働市場での働き方や家庭
での家事分担を差異化させていることが明らかとなった性別役割分業意識に焦点を当て、
その規定要因を明らかにした (図9-1では (1)、(3)-3)。下図では、oで囲んだ部分と太い
矢印で示している。
業意 分業意識+―――→
家事 家事分担4-一→
時間の経過
過去の性別役割分業意識の 1つとして用いた主婦役割肯定志向については「正規、パー
トで就業しているものは、無職であるものに比べて、主婦役割を否定している。」という結
果であつた。2つめの分業意識である夫婦間平等志向においては、「正規、自営家族従業者
として働いているものは、無職であるものに比べて、夫婦間平等志向が高い。」といえる。
つまり、82年においては正規就業をしていることが性別分業否定へとつながつていた。そ
して現在の性別役割分業意識を従属変数とし、過去の従業上の地位と現在の従業上の地位
を独立変数として投入した分析においては、82年のパー トダミーと06年の自営家族ダミー
は有意な効果があつた。06年の正規ダミーも10%ではあるが、有意な効果がある。しかし
ながら、過去の主婦役割肯定志向や夫婦間平等志向は有意な効果がなかった。つまり、過
去の分業意識をコントロールしても、過去にパー トで働いていたことと現在正規雇用、自
営家族従業者として働いていることは、分業を否定することにつながるということが明ら
かとなった。
?
?
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9.2 議論―労働市場と家庭と性別役割分業意識の相互作用
前節で各章の分析結果をまとめたが、この節ではそこから得られた結果について議論し
ていこう。性別役割分業意識は分業に影響にあたえ、その後の人生評価にも影響を与える
が、その変化の可能性も 8章で示された。マルクス主義フェミニズム理論の到達点ともい
える「女性労働の弁証法的諸関係」(ソコロフ 1987:267)から示唆を得た分析枠組みで労
働市場と家庭の性別分業と家父長制支持意識の関連を検証することによつて、本論文では、
資本主義体制下の 2重労働市場における中核市場への女性の進出が、労働市場の分業も家
事労働の分業も解消に向かわせるということを明らかにした。そこには性別役割分業意識
がからまりあつていて、それを解きほぐしてみせたといつていいだろう。
しかしながら、もちろん、意識の変容だけで解消される問題ではないことをここで強調
しておこう。上野 (1990:27)が述べているとおり、家父長制がたんに心理的な支配や抑
圧ではなく、それに物質的根拠があること、つまりそれははつきりとして物質的=社会・
経済的な支配であり、この抑圧を廃棄するためには、この物質基盤を廃棄する必要もある
ということが実証されたともいえる。
まず 3章で解明されたとおり、中高年期を迎えた既婚女性の就業はライフコースを追っ
てみることによつて、その時代における社会構造、就業構造に如実に影響を受けているこ
とが分かった。また、過去の分業意識と働き方の組み合わせが現在の働き方に影響を与え
ていたが、それは、分業を助長する方向に効果を持っていた。分析対象者が現在、中高年
期であるということもその理由として考えられるだろう。もし過去に分業を否定していて
無職だつたものが、現在になって被雇用で有職になろうとしても、労働市場の障壁、たと
えば年齢に対する差別や離職期間の長さといつた要因によつて労働市場に参入できなかつ
た可能性も考えられる。あるいは、反対に過去に分業に反対していたが無職だったものは、
現在においては実態に合わせて分業肯定に意識を変化させている可能性も考えられる。い
ずれにせよ、家父長制に反対する意識を持つていようとも、無職からの労働市場への復帰
は構造上の困難が伴 うということであろう。
過去に様々な意識を持ちつつ様々な働き方をしてきた女性たちの人生満足感についての
分析では、一部の非正規雇用女性の不満感が浮き彫 りになつた。分析対象とした調査の第 1
波時点である82年とは、均等法成立以前で分業肯定派がいまだ多数派であつた時代である。
まさに家父長制全盛期といってもよい時代であろう。82年時にすでに結婚していた女性は
性別分業を肯定し、結婚すれば主婦になるという生き方が規範としても肯定され、社会制
度もそれを後押ししていた時代を少なくとも結婚するまでは経験してきたといえる。
その規範を内面化し、その規範 (性別役割分業肯定)に沿う形で 「無職型」という職業
経歴をたどつた既婚女性たちが中高年期を迎えても人生について相対的に満足している。
80年代に既婚女性が無職化すること、無職でつづけることは、それが可能であれば規範
にも合致し、生き易い選択肢であったのだろう。一見すれば、この無職層の人生満足度の
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高さは好ましいことに見えるかもしれない。だが、この現在中高年期を迎えた無職層の満
足度の高さや表面的にはゆとりのある暮らしであったかのように見えることが、次世代の
専業主婦願望につながっていくのかもしれない。この問題を明らかにするためには、親世
代の働き方が子どもに与える影響という観′点からの分析が必要であろう。
一方、パー トで働くことは、都合のよい時間に働き、家事育児とも両立できると考えら
れていたが、実際には満足感が高まることにはつながらず、反対に満足度を下げることに
なつていった。ここに、家父長制と労働市場の相互矛盾が噴出したともいえ、2重労働市場
における周辺性と家事労働の負担の双方の解消がなければこの層の不満は解消せず、また
性別分業の解消にも向かわない。
また、先行研究の結果から予想された分業を否定していた「正規型」の満足度が高いと
いう点については、今回の分析結果からは支持されず、過去にどのような意識をもつてい
ようとも、第2波時点では、「正規型」は「無職型」と満足度に差がなかった。
続く家事分担を従属変数とした分析結果からは、家事分担の平等化の仕方において、妻
の従業上の地位と夫婦の分業意識の組み合わせによつて差があるということが明らかとな
つた。2003年には家事分担に効果のなかった妻の性別役割分業意識ではあるが、2008年に
なると妻正規就業者、パー ト就業者層において効果をもつようになり、雇用労働に従事す
る既婚女性が、家父長制の呪縛から解かれたとき、わずかではあるが家事分担の負担を免
れるようになつていると言えよう。 しかし、反対に雇用労働に従事しつつも、性別分業肯
定の意識をもつていると、既婚女性は雇用労働に従事していることを補償するかのように、
より多く家事を行つてしまうのである。
それに対して男性の意識と妻の従業上の地位との関係をみると、2時点のどちらにおいて
も妻が正規の場合、夫の性別役割分業意識によつて夫の家事分担割合が上下する。夫が性
別分業を否定し、かつ妻が正規雇用で働いている場合には、労働市場においても家庭にお
いても男女の平等化へと動き出すようである。
家父長制と資本主義の相互矛盾点に立つともいえる夫婦のどちらかが分業否定の意識を
もち、かつ妻が正規就業という層において、ほんのわずかではあるが、性別分業の解消ヘ
向けての兆しがみられるということが明らかとなった。パー ト就業者層では男性と女性の
捉え方に違いがあるようである。家事分担を女性からみれば、正規とパー トが近い形とな
つているが、男性からみれば、妻のパー トと無職が近くなつている点は重要である。男性
からみれば、妻がパー トであろうと無職であろうと、家事分担は妻がするものと考えてい
て実際そうなつていることを示唆するからである。日本の既婚女性の多くが占める周辺労
働市場で働くパー ト就業者については、その内容や労働時間、待遇などを含めた詳細な分
析がさらに必要となってくるだろう。
日本では現在においても男性の家事分担割合は頻度でみても時間でみても 10%程度であ
り、妻の市場労働への参加がただちに家庭内の性別分業の解消につながるとは言い難いが、
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夫の労働時間、妻の本人年収もそれぞれ夫の家事分担に影響を与えており、資本主義体制
における構造的な労働環境が変化すれば、わずかながら夫の家事分担割合が増加するとも
言えよう。
9.3 どのような社会を目指すのか
ここで、以上の知見からわれわれがどのような社会を目指すのか、そこに向かうにはど
のような方策があるのかを考えてみたい。
労働市場と家庭を性別役割分業意識 (家父長制支持の表明)を通してみることによって、
過去の意識がその後の働き方に影響を与えること、意識と働き方の相互作用が人生の評価
に影響を与えること、家事分担の平等化が意識によって差異化されているということが明
らかとなった。
さらに、性別役割分業意識は分業に影響にあたえ、その後の人生評価にも影響を与える
が、その変化の可能性も示された。
しかしながら、意識の変容だけで解消される問題ではないことをここで強調しておこう。
この根深い性別分業が、変わらず持続され続ける理由を考えるには、本稿が仮定した「性
別分業肯定=家父長制の支持=家父長制の存在を自覚し、それを支持すると表明すること」
の前提に立ち戻る必要があるだろう。多くの人々は、性別分業を当然のこととみなし、性
別分業、性別職域分離の存在にすら気づいていない場合も多いと考えられる。妻が家で家
事をしたり、子育てをしたり、そのために仕事を辞めたり、女の子は女の子らしく育てた
り、男の子は男の子らしく育てたり、上司は正規職の男性で女性はパー トや派遣などで低
賃金で働いていても、そのことを疑問視すらせずに一生を終えていく人々がまだまだ多数
を占めているのだろう。大学に入つて社会学という学問に触れるきつかけがあつたとして
も幅広い学問分野であるがゆえにジェンダー問題に興味を全く持たず、あるいは嫌悪感を
抱いて終わるものもいるだろう。
本稿が「なぜ性別分業が問題であるのか ?」 という問題設定から始めた理由はまさにそ
こにある。日本における性別分業が変わらない理由は、性別分業が問題であると認識 して
いる者があまりにも少ないことにあるのではないだろうか。性別分業の問題に気づかない
まま、高校を卒業し、そのまま就職すればもう性別分業を認識し、自発的に逃れるきつか
けは失われてしまう可能性が高いだろう。わずかにその問題を自覚し、家父長制と資本制
の矛盾点を目の当たりにした者だけが、孤独な戦いを強いられているそんな状況が本稿の
分析からも浮かんでくるようである。
まずとりかかるべきことは、男性にも女性にも性別分業が問題であることを認識しても
らうことだろう。具体的にはできるだけ早いうちから、小学校、中学校、高校のいずれか
の時期にジェンダー論の授業を行 うという方法も必要かもしれない。あるいは、実感とし
ての不満 。生きづらさを感 じ始めた既婚女性へのリカレント教育の機会の提供へ向けて大
139
第 9章 性別分業の実態と意識
学等が門戸を開くことも有効だろう。
さらには、家父長制の物質的基盤を支えている、二重労働市場の解体もしくは中核市場
と周辺労働市場への男女の均等配置、労働時間の短縮なども必要となってくるだろう。さ
らには分析ではとりあげられていないが、男性稼ぎ主モデルの家族賃金を前提とした給与
体系の変革も性別分業の解消につながるはずである。
バブル経済崩壊後の景気低迷期から、若年男性労働者の非正規化がすすみ、近年、労働
力の女性化が進んでいると言われている。今回は男性労働者の分析はできていないが、ミ
クロレベルの女性パー トタイム労働者のうち特に性別役割分業を支持しないものの人生満
足度が低いという5章の分析結果は、家父長制と資本制の共謀と妥協の産物であるパー ト
タイム労働者においてその矛盾・歪みが表出していることを示しており、現在の労働市場、
家庭の状況のままで、非正規労働者として男性労働者が参入していくことがどのような結
果をもたらすのかを示唆するものといえよう。
現在は、資本制と家父長制の関係が再度変革をせまられている時代ともいえ、ここに本
稿が行つた分析の意義があるといえるのかもしれない。どのような社会を目指すのか、ど
のような状態をもつて男女が平等といえるのかに対する答えを見出すことが最も困難な課
題ともいえるが、その手がかりが本稿によって得られたといえるのではないだろうか。
9.4 完全従事社会
近年、先進国が追求してきた完全雇用政策が行き詰まりを見せるなかで、新しい働き方
を模索する動きが生まれてきている (福± 20H)。そこには、有給労働が社会参加の主要経
路であることを確認した上で、人々の働き方が多様であることを認め、有給労働も含め、
多様な源泉から所得を確保することをめざした選択に応じて、自由に生きることを追求し
ようとする道がある (福±20H:256)。
ここでは、仕事 (work)は、有給労働を含んだより広い概念として想定されており、例
えば、家事。育児やコミュニティで行われる有償または無償の交換行為も含まれるという。
人々がそれぞれの生活実態に合わせて、自分に合った仕事を選択し、それらを組み合わせ
ながら完全に従事することができる社会を完全従事社会という (福±2011:256)。
完全従事社会を目指すには、有給労働というフォーマルな経済と、家事 。育児といった
ドメスティック・ワークやコミュニティにおける有償・無償の交換行為というインフォー
マル経済との効率的な組み合わせが必要となるが、どのような組み合わせをおこなうかは
個人の選択の問題となる (福±20H:261)。しかしながら、現状を顧みれば、多くの人々、
特に男性が、有給の労働に大半の時間をとられ、家庭やコミュニティを顧みるだけの余裕
がない状況となっており、有給労働を超えた仕事に従事できる時間を確保するためには、
ワーク・ライフ・バランスやワークシェアリングなど雇用と生活の時間配分を再検討する
ことが必要となる (福±20H:262)。
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さらに、そのためにも、これまでの社会が想定してきた「男性稼ぎ主型モデル」を転換
することが必要であり、そのためには、男女間の所得格差、有給労働と無給の仕事の男女
間の時間構成格差についても切り込んでいく必要が出てくるだろう。性別分業の解消に向
けては、男性側の変革も必要不可欠である。
近年、ベーシックインカムが、日本でも注目されている。このベーシックインカム運動
においては、生産労働/再生産労働/非生産労働の区別が失効したとの前提のもと、「生きて
いることは労働」(山森2009)という認識が浸透している (仁平 2011)。この理論構成の是
非はここではおいておくが、この個人賃金制=ベー シックインカムによつて、女性は経済
的自立が可能となり、家庭内での男女間不平等を我慢せず、離婚することが可能になるの
である (小倉 1991)。しかしこれに対して、江原は、ベーシックインカムによる所得保障だ
けでは、賃労働への強制は解除できても、ケア労働への強制はなくならないという (江原
1991;仁平20H)。それはもちろんケア労働は誰かが負担しなければならないからであるが、
その誰かとは現在のところ女性である。江原は労働を強いる権力として意識操作と経済的
要因に加え、「労働の必要の認知が社会成員によつて異なつており、必要度を強く認識して
いる成員がやらざるをえない状況」(江原 1991:115)を挙げているが、家事労働、ケア労
働の必要度を強く認識するよう強制されているのが、まさに女性なのである。そして 6、 7
章でも分析したとおり、日本の女性はいまだ家事を担い続けていて、たとえベーシックイ
ンカムで経済的自立が可能になったとしても、女性は家事 。ケア労働をやり続けるのでは
ないかという予測も立てられる。
夫婦間の平等が困難というのであれば、次は性別分業体制のもとでは女性の役割とされ
ている無償の再生産労働=家事 。育児労働を、公的サービスとして提供するという方策も
あり得よう。しかしここでもまた、その公的サービスを担うのは女性となってしまう可能
性も否定できない。外国人労働者の参入が許されるようになれば、外国人女性が担うよう
になる可能性もある。
国内だけにおける男女平等をめざせば目的を達するということでは決してなく、世界的
な労働力の流動化が起きている現在、日本もまたその例外で居続けられるかは難しい問題
である。世界的な規模で女性の就業をとらえた場合、そこに見えてくるのは、先進国にお
ける途上国の女性の搾取ともいえる状況である (ミース 1997)。男女平等への道のりははる
かにまだ遠い。
9.5 本稿の限界と課題
最後に本稿の限界と課題について述べておきたい。
まず第一に、フェミニズムについての議論をさらに深く掘り下げることが必要である。
本稿では、計量分析につながる後期マルクス主義フェミニズムの議論を中心としており、
これまでのフェミニズムの潮流については、簡単にしか触れられなかった。
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第二に労働市場における分業についての章 (3～5章)が、女性の就業に焦点をあてた分
析にとどまっている点である。女性内の就業における格差は分析できたが、男性との分業
という点にまでは至らなかった。
さらに、女性の就業についての分析対象者が中高年層に限られたことである。今後はさ
らに若い世代の分析、男性との相互作用の中でいかに職域が分離していくのかといった課
題についても研究を進めるべきである。木本 (2000:32-36)が指摘しているような、家事
労働論争の乗り越えやケ‐ススタディの蓄積といった方向にも研究が進んでいく必要もあ
ると考える。さらには、女性自身の職業階層の観点からの分析もできなかった。本稿では、
女性の分断線を正規、パー ト、無職といった従業上の地位に定めていたが、今後さらに中
核労働市場に女性が参入していくことが予想される。より詳細な職域分離の実態分析やそ
の形成メカニズムといった研究も必要となつてくるだろう。
また、家庭内労働の平等化が女性の労働市場への進出にどのようにつながるのか、また
本稿でとりあげられなかった、育児についての影響も今後さらに検討していく必要がある。
女性の就業だけを家庭の要因と結びつけるという性別分業を前提とした分析は厳に慎まな
ければならない。
女性の労働が特殊ではなく、男女ともに同様のモデルで労働市場も家事も分析できるよ
うになつたとき、真の男女平等社会が到来したと言えるのである。その時にはもつと多様
な働き方、多様な家族形態があり、男女がそれを柔軟に自由に謳歌できる社会となってい
るだろう。
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